
嬉野市地域防災計画（第１編 総則）の修正に係る新旧対照表 
 

1 

頁 修正前 修正後 備考 

3 
第１編 総 則 

第１章 総 則  

第３節 計画の構成 

第３編 震災対策 

第１編 総 則 

第１章 総 則  

第３節 計画の構成 

第３編 地震・津波災害対策 

 

 

 

 

 

 

 

誤記修正 

4 
１編 総 則 

第１章 総 則  

第４節 防災の基本理念 

２ 災害応急段階における基本理念「迅速かつ円滑な災害応急対策」 
発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情報収集に務め、収集した情報に基 

づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資等災害応急対策に必要な資源を適切に配分す

る。 

（追加） 

 

第１編 総 則 

第１章 総 則  

第４節 防災の基本理念 

２ 災害応急段階における基本理念「迅速かつ円滑な災害応急対策」 
発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情報収集に務め、収集した情報に基 

づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資等災害応急対策に必要な資源を適切に配分す

る。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年佐賀

豪雨災害の教

訓事項 

6 
第１編 総 則 

第１章 総 則 

第５節 計画の推進 

１ 計画の主な推移 

（追加） 

第１編 総 則 

第１章 総 則  

第５節 計画の推進 

１ 計画の主な推移 

(10) 令和２年度は、防災基本計画（令和２年５月修正版）及び佐賀県地域防災計画（令和２年８月修 

正版）との整合を図りつつ、令和２年の７月豪雨、台風、新型コロナウィルスの感染症対策等の教

訓事項を踏まえた修正等を行った。 

 

 

 

 

 

 

内容の追加 

15 第２章 防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

７ 指定公共機関  

(12)九州電力株式会

社（佐賀支社） 

ア  電力施設・設備の整備、防災管理及び被災時の復旧に関すること 

イ  災害時における電力供給の確保に関すること 

   

第２章 防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 

７ 指定公共機関  

(12)九州電力送配電 

株式会社（佐賀支社） 

ア  電力施設・設備の整備、防災管理及び被災時の復旧に関すること 

イ  災害時における電力供給の確保に関すること 

  

 

 

県条例改定に

伴う修正 

「人命第一で。対策は前広に幅広に。」（令和元年佐賀豪雨災害の教訓化事項） 



嬉野市地域防災計画（第１編 総則）の修正に係る新旧対照表 
 

2 

頁 修正前 修正後 備考 

19 第３章 嬉野市の概要 

第１節 自然的環境 

第１項 自然的条件 

（位置・地勢）人口２５，９５２人である。（令和元年１０月末） 

 

第３章 嬉野市の概要 

第１節 自然的環境 

第１項 自然的条件 

（位置・地勢）人口２５，７６５人である。（令和２年９月末） 

 

 

 

 

最新データに

更新 

21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項 気象 

（１）各年の気象概要 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

第２項 気象 

（１）各年の気象概要 

２０１９年 平均気温 １５．９℃ 

 最高気温（日にち） ３６．８℃（8/2） 

 最低気温（日にち ） －３．９℃（1/4） 

 降水量 ２，２８８．０㎜ 

過去１７年の年平均 

年平均気温 １５．４℃ 

平均最高気温 ３６．９℃ 

平均最低気温 －５．１℃ 

平均降水量  ２，２７９．０㎜ 

 

 

 

 

最新データを

追加 

22 （２）日及び1時間降水量順位（1977～2018） 

 

順位 日降水量順位（日にち） 1時間降水量順位（日にち） 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

366(1990/7/2) 

354(1980/8/29) 

272(2018/7/6） 

261(1979/6/29) 

240(2016/9/18) 

84.5(2018/7/6) 

83.5(2008/6/19) 

72(1990/7/2) 

70(2003/8/26) 

67(1991/9/27) 

 

 

 

（２）日及び1時間降水量順位（1977～2019） 

 
順位 日降水量順位（日にち） 1時間降水量順位（日にち） 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

366(1990/7/2) 

354(1980/8/29) 

272(2018/7/6） 

261(1979/6/29) 

240(2016/9/18) 

84.5(2018/7/6) 

83.5(2008/6/19) 

72(1990/7/2) 

70(2003/8/26) 

67(1991/9/27) 

 

 

 

 

最新データに

更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22 第２節 社会的環境 

（追加） 

 

第２節 社会的環境 
８ 令和２年における新型コロナウィルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など 

染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する必要性 

 

 

新型コロナウ

ィルスの世界

的万延により

追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

27 第2章 災害予防対策計画 

第1節  安全・安心なまちづくり 
国、県、市及びその他の防災機関は、以下の施設整備や対策の推進等を図るものとし、計画を上回る災害が

発生したとしても、施設等の効果が粘り強く発揮できるようにするものとする。 
  また、老朽化した社会資本について、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持管理に努める

ものとする。 
 （追加） 

 

第2章 災害予防対策計画 

第1節  安全・安心なまちづくり 
国、県、市及びその他の防災機関は、以下の施設整備や対策の推進等を図るものとし、計画を上回る災害が 

発生したとしても、施設等の効果が粘り強く発揮できるようにするものとする。 
  また、老朽化した社会資本について、長寿命化計画の作成・実施等により、その適切な維持管理に努める 
ものとする。 
  国、県及び市町は、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や、地域の災害リスクと取るべき避難行動

等についての住民の理解を促進するため、行政主導のソフト対策のみでは限界があることを前提とし、住民主

体の取組みを支援・強化することにより、社会全体としての防災意識の向上を図るものとする。 
 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

(R1.5版)にて

修正） 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2章 災害予防対策計画 

第1節  安全・安心なまちづくり 

第1項 市域保全施設の整備 

１  地盤災害防止施設等の整備 

    (1)  山地災害危険箇所等の整備、周知等 

        ア  治山事業の推進 

            市は、森林の維持造成を通じて、豪雨・暴風雨等に起因する山地災害から市域を保全し、安全で 

住み良いまちづくりを目指して、積極的に治山事業を推進する。 

      県は、特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕促式治山ダムの設置や間伐 

等の森林整備などの対策を推進する。 

 （追加） 

 

 

    イ （略） 

(2)  砂防施設の整備 

        ア  砂防事業の推進 

            市は、豪雨・暴風雨等に伴う土砂の流出による被害を防止するため、国・県が推進する砂防施設 

の整備を推進する。 

      県は、特に、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川において、土砂・流木捕促効果の高 

い透過型砂防堤等の整備を実施する。 

 （追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2章 災害予防対策計画 

第1節  安全・安心なまちづくり 

第1項 市域保全施設の整備 

１  地盤災害防止施設等の整備 

    (1)  山地災害危険箇所等の整備、周知等 

ア  治山事業の推進 

市は、森林の維持造成を通じて、豪雨・暴風雨等に起因する山地災害から市域を保全し、安全で 

住み良いまちづくりを目指して、積極的に治山事業を推進する。 

       県は、特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕促式治山ダムの設置や間 

伐等の森林整備などの対策を推進する。 

       また、脆弱な地質地帯における山腹崩壊等対策や巨石・流木対策などを複合的に組み合わせた 

治山対策を推進するとともに、住民等と連携した山地災害危険地区等の定期点検等を実施するも 

のとする。 

    イ （略） 

(2) 砂防施設の整備 

       ア  砂防事業の推進 

            市は、豪雨・暴風雨等に伴う土砂の流出による被害を防止するため、国・県が推進する砂防施設 

の整備を推進する。 

      県は、特に、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川において、土砂・流木捕促効果の高 

い透過型砂防堤等の整備を実施するとともに、土砂・洪水氾濫による被害の危険性が高い河川にお 

いて、砂防堰堤、遊砂地等の整備を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

(R1.5版)にて

修正） 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

(R1.5版)にて

修正） 
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頁 修正前 修正後 備考 

30 

～ 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2章 災害予防対策計画 

第1節  安全・安心なまちづくり 

第1項 市域保全施設の整備 

１  地盤災害防止施設等の整備 

(4) 急傾斜地崩壊防止施設の整備 

（略） 

  (5) 土砂災害ソフト対策 

   ア 基盤調査 

     （略） 

   イ 土砂災害危険区域の指定 

     （略） 

   ウ （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ウ 土砂災害警戒情報等の提供 

     （略） 

   エ 警戒避難体制の整備 

     （略） 

第2章 災害予防対策計画 

第1節  安全・安心なまちづくり 

第1項 市域保全施設の整備 

１  地盤災害防止施設等の整備 

(4) 急傾斜地崩壊防止施策の整備 

  （略） 

(5) 土砂災害ソフト対策 

ア  基礎調査 

（略） 

イ  土砂災害危険区域の指定 

  （略） 

ウ 土砂災害警戒区域（土石流、地滑り、急傾斜地崩壊）等の周知 

(ｱ) 市が作成する防災マップに、努めて最新の各地区の災害種別（土石流、地滑り、急傾斜地崩壊）危

険箇所を色別に見える化し、市民に周知の容易化を図る。 

(ｲ) 県内の土砂災害警戒区域等（嬉野市）の指定状況 

区分 土砂災害警戒区域 
うち土砂災害 

特別警戒区域 

土石流 328 286 

急傾斜地の崩壊 751 724 

地滑り 39 0 

計 1,118 1,010 

     

(ｳ) 土砂災害警戒区域等の指定状況及び細部の場所は、以下の佐賀県公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから確認すること 

ができる。 

   a 土砂災害警戒区域等指定状況 

     佐賀県公式ホームページ（http://www.pref.saga.lg.jp）へアクセスし、ホーム＞県土・まち 

づくり＞河川・砂防＞土砂災害防止法＞指定状況から「県内の土砂災害警戒区域等指定状況（2020 

年11月2日現在）」のうち嬉野市を選択して確認するか、又は下記のＱＲコードへのアクセスによ 

り確認することができる。 

                
    佐賀県公式ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ      土砂災害危険区域等指定状況 

 b 佐賀県地理情報システム（安図くん） 

     土砂災害警戒区域等の細部場所（地図上）は、「安図くん」から確認することができる。確認は、 

佐賀県公式ホームページ（http://www.pref.saga.lg.jp）へアクセスし、ホーム＞県土・まちづく 

り＞河川・砂防＞土砂災害防止法＞安図くんから嬉野市を選択して確認することができる。 

       エ 土砂災害警戒情報等の提供 

      （略） 

    オ 警戒避難体制の整備 

      （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・防災マップで

「見える化」

し、理解を容易

化 

・佐賀県公式ホ

ームページの

公式データ閲

覧先を記載し

て、最新データ

周知を容易化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
採番の修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   オ 緊急調査 

     （略） 

 

２  河川、ため池施設の整備 

(1) 河川関係施設の整備 

（略） 

(2) 浸水想定区域内の洪水予報等の伝達方法及び要配慮者利用施設等の指定 

（略） 

(3) 下水道施設の整備 

  （略） 

(4) ため池施設の整備 

ア  ため池施設の整備の推進 

ため池の所有者や管理者は、老朽化の著しいもの又は下流に人家や公共施設などが存在し、 
決壊により著しい災害をもたらす可能性のあるため池について市の担当課と協議し現地調査を 
実施するなど、施設の危険度を判定し、必要があれば補強を実施するなど、その適切な管理に努 
める。 
 

イ  ため池の危険度の周知等 
ため池の所有者や管理者は、堤防決壊時の危険区域について地域市民に周知するとともに、風 

水害時の連絡体制の整備に努める。 
 

    カ 緊急調査 

      （略） 

 

２  河川、ため池施設の整備 

(1) 河川関係施設の整備 

（略） 

(2) 浸水想定区域内の洪水予報等の伝達方法及び要配慮者利用施設等の指定 

（略） 

(3) 下水道施設の整備 

  （略） 

(4) ため池施設の整備 

ア  ため池施設の整備の推進 

ため池の所有者や管理者は、適正な管理及び保全に努めるとともに、施設機能の健全度の低いた 
め池は、市の担当課と協議し現地調査を実施して豪雨、耐震、老朽化対策を実施し、防災機能の維 
持・増強に努める。 
 

イ  ため池の危険度の周知等 
市は県と連携して、県が選定する決壊した場合に人的被害を与える恐れのある防災重点ため池の 

ため池ﾏｯﾌﾟ、浸水想定区域図、ハザードマップを作成・公表し、緊急時の迅速な避難行動につなげ 
る対策に努める。 
 
 

 

採番の修正 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（「農業用ため

池の管理及び

保全に関する

法律」（令和元

年７月１日施

行）に合わせた

修正） 
 

35 (2) 臨時ヘリポート（ 追加 ） 

市は、災害応急対策に必要な人員、物資等の集積拠点となる輸送拠点施設等に、災害に活用で 

きる臨時ヘリポートを整備するよう努める。 

 

    （表を追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 臨時ヘリポート（航空機の場外着陸場：１ヵ所） 

市は、災害応急対策に必要な人員、物資等の集積拠点となる輸送拠点施設等に、災害に活用できる 

臨時ヘリポートを整備するよう努める。 

 
場 所 住 所 調整先 

嬉野総合運動公園 嬉野市嬉野町大字下宿甲２８３４ 嬉野市役所 
総務・防災課 

 

 

具体的に航空

機の場外着陸

場位置を追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

35 

～ 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3項 ライフライン施設等の機能の確保 

３  電力施設等の整備 

(1) 九州電力株式会社は、災害対策基本法第39条に基づき定めた「九州電力株式会社防災業務計画」に 

より、電力設備の災害予防措置を実施する。 

(2) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア  九州電力株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、更に事

故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合には特別

の巡視）を実施する。 

イ  九州電力株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電事故の

防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

ウ （追加） 

第3項 ライフライン施設等の機能の確保 

３  電力施設等の整備 

(1) 九州電力送配電株式会社は、災害対策基本法第39条に基づき定めた「九州電力送配電株式会社防 

  災業務計画」により、電力設備の災害予防措置を実施する。 

(2) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア  九州電力送配電株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、 

更に事故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合に 

は特別の巡視）を実施する。 

イ  九州電力送配電株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電 

事故の防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

ウ 県、九州電力送配電株式会社は、倒木等により電力供給網に支障が生じることへの対策として、 

地域性を踏まえつつ、災害時の復旧作業の迅速化に向けた相互の連携の拡大に努めるものとする。 

 

 

 

 

県地域防災

計画の修正

を受けて修

正 

（分社化に

よる名称変

更） 

 

県の地域防

災計画の修

正を受けて

追加 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3項 ライフライン施設等の機能の確保 

４  電気通信設備等の整備 

(1) 電気通信設備等の高信頼化 

電気通信事業者は、被害の発生を未然に防止するため、次のとおり電気通信設備等の高信頼化のた 

めの整備を推進する。 

ア  豪雨又は洪水等のおそれがある地域については、耐水構造化を実施する。 

イ  暴風のおそれがある地域においては、耐風構造化を実施する。 

  ウ （追加） 

  エ （追加） 

 

５ バックアップ対策の推進 

  市及び県は、自ら保有するコンピュータシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、災 

害により情報システムに障害が発生した場合であっても、業務の中断を防止し、また、それを早期に復 

旧できるようＩＣＴ部門のＢＣＰの策定に努める。 

  また、企業等における安全確保に向けての自発的な取組みを促進する。 

 

 

 

 

第3項 ライフライン施設等の機能の確保 

４  電気通信設備等の整備 

(1) 電気通信設備等の高信頼化 

電気通信事業者は、被害の発生を未然に防止するため、次のとおり電気通信設備等の高信頼化のた 

めの整備を推進する。 

ア  （略） 

イ  （略） 

ウ 基幹的設備設置のため、安全な設置場所を確保する。 

エ 県、電気通信事業者は、倒木等により電力供給網に支障が生じることへの対策として、地域性を 

踏まえつつ、災害時の復旧作業の迅速化に向けた相互の連携の拡大に努めるものとする。 

５ バックアップ対策の推進 

  市及び県は、自ら保有するコンピュータシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、災 

害により情報システムに障害が発生した場合であっても、業務の中断を防止し、また、それを早期に復 

旧できるようＩＣＴ部門の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に努める。 

  また、企業等における安全確保に向けての自発的な取組みを促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

県の地域防

砂計画の修

正を受けて

修正 

（他計画との

表現を統一） 

 

 

 

 

37 

～ 

38 

 

 

 

 

 

 

第５項 風水害に強い土地利用 

 

第４項  建築物等の風水害に対する安全性の強化 

３ 落下物 

市は、建築物の所有者に対し、強風による窓ガラス、看板等の落下物防止対策の取組を指導する。 

（追加） 

 

 

第４項 風水害に強い土地利用 

 

第５項  建築物等の風水害に対する安全性の強化 

３ 落下物 

市は、建築物の所有者に対し、強風による窓ガラス、看板等の落下物防止対策の取組を指導する。

市が管理する看板等は平素から定期的に点検・把握し、特に、台風等暴風雨の接近が予想される場合

は点検を強化する。 

 

採番の修正 

 

 

嬉野市の 

令和２年台風

９号被害の教

訓事項追加 
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39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(1) 関係機関相互の連絡体制の整備 

     （略） 

 (2) 多様な情報収集手段の整備等 

市、県及び防災関係機関は、機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、船 

舶、車両など多様な情報収集手段を活用できる体制を構築するとともに、ヘリコプター映 

像伝送システム、（追加）、固定カメラ等による画像情報の収集・連絡システムの整備を推 

進するものとする。 

また、衛星携帯電話、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線等の通信手段の 

整備等により、民間企業、報道機関、住民等からの情報など多様な災害関連情報等の収集 

体制の整備に努める。 

さらに、県は、被災市町から県への被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員が 

被災市町の情報収集のため被災地に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような手段 

で収集するかなどをあらかじめ定めるものとする。 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(1) 関係機関相互の連絡体制の整備 

     （略） 

 (2) 多様な情報収集手段の整備等 

市、県及び防災関係機関は、機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、船 

舶、車両など多様な情報収集手段を活用できる体制を構築するとともに、ヘリコプター映 

像伝送システム、ドローン、固定カメラ等による画像情報の収集・連絡システムの整備を 

推進するものとする。 

また、（削除）、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線等の通信手段の整備等 

により、民間企業、報道機関、住民等からの情報など多様な災害関連情報等の収集体制の 

整備に努める。 

さらに、県は、被災市町から県への被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員が 

被災市町の情報収集のため被災地に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような手段 

で収集するかなどをあらかじめ定めるものとする。 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

（国基本計画

(R1.5版)にて

修正） 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて削除 

 

 

 

 

 

39 

～ 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
 
第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(3) 被災者等に対する情報伝達体制の整備等 

市、県及び防災関係機関は、気象、海象、水位等風水害に関する情報及び被災者に対す 

る生活情報を（追加）常に伝達できるよう、その体制及び施設・設備の整備を図るととも 

に、被災者等に対して必要な情報が確実に伝達・共有されるよう情報伝達の際の役割・責 

任等の明確化に努めるものとする。 

また、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、旅行者等情報が入手 

困難な者に十分配慮しながら、報道機関に加え、防災行政無線のほか携帯端末の緊急速報 

メール機能、防災ネットあんあん、ソーシャルメディア、Ｌアラート（災害情報共有シス 

テム）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ）、ワンセグ放送等を活用し、警報等の住民へ 

の伝達手段の多重化・多様化に努めるものとする。 

       （追加） 
 
 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
 
第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(3) 被災者等に対する情報伝達体制の整備等 

市、県及び防災関係機関は、気象、海象、水位等風水害に関する情報及び被災者に対す 

る生活情報を大規模停電時も含め常に伝達できるよう、その体制及び施設・設備の整備を図 

るとともに、被災者等に対して必要な情報が確実に伝達・共有されるよう情報伝達の際の 

役割・責任等の明確化に努めるものとする。 

また、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、旅行者等情報が入手 

困難な者に十分配慮しながら、報道機関に加え、防災行政無線のほか携帯端末の緊急速報 

メール機能、防災ネットあんあん、ソーシャルメディア、Ｌアラート（災害情報共有シス 

テム）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ）、ワンセグ放送等を活用し、警報等の住民へ 

の伝達手段の多重化・多様化に努めるとともに、情報の地図化等による伝達手段の高度化と 

ともに災害情報を被災者等へ速やかに伝達する手段の確保に努めるものとする。 

電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被害情報等の伝達に係る 

体制の整備に努めるものとする。 

   電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者への周囲に努めるととも 

に、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

カ 災害情報提供システムの整備 

(ｲ) 主な災害情報提供システム 

 
【 通 信 系 統 図 】 

 
 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

カ 災害情報提供システムの整備 

(ｲ) 主な災害情報提供システム 

 

【 通 信 系 統 図 】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入漏れを 

追加 

 

 

通 信 衛 星 

住 
民 

防 
災 
関 
係 
機

関 

移 
動 
局 

 
 
市 
 
 
 
 
 
町 
 

 
 
消 
防 
本 
部 

県ダム管理所 

防 
災 
関 
係 
機

関 

 
 
 

佐賀 
県庁 

 
 

災害 
対策 
本部 

 
 
 

移動系 

同報系 

地域 

防災系 

移動系 

地
上
系 

中 

継 

局 

移
動
局 

県 
現 
地 
機 
関 

国
土
交
通
省 

首
相
官
邸 

総
務
省
消
防
庁 国

土
交
通
省 

国土交通省回線 
(地上系) 

消防庁、国土交通省回線(地上系) 

移動系 

地上系 
(無線・光) 

防災相互無線 

地上系 
(光) 

地上系 
(無線) 

地上系 
(無線) 

通 信 衛 星 

住 
民 

防 
災 
関 
係 
機

関 

移 
動 
局 

 
 
市 
 
 
 
 
 
町 
 

 
 
消 
防 
本 
部 

県ダム管理所 

防 
災 
関 
係 
機

関 

 
 
 

佐賀 
県庁 

 
 

災害 
対策 
本部 

 
 
 

移動系 

同報系 

地域 

防災系 

移 動

系 

地
上
系 

中 

継 

局 

移
動
局 

県 
現 
地 
機 
関 

国
土
交
通
省 

首
相
官
邸 

総
務
省
消
防
庁 国

土
交
通
省 

国土交通省回線 
(地上系) 

消防庁、国土交通省回線(地上系) 

移動系 

地上系 
(無線・光) 

防災相互無線 

地上系 
(光) 

地上系 
(無線) 

地上系 
(無線) 

凡 例 
県防災行政無線 

市町の防災行政無線 

（追加） 

消防庁、国土交通省回線 

中央防災無線 

凡 例 
県防災行政無線 

市町の防災行政無線 

防災相互無線 

消防庁、国土交通省回線 

中央防災無線 
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43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

カ 災害情報提供システムの整備 

(ｲ) 主な災害情報提供システム 

 
 

【 防 災 情 報 連 絡 系 統 図 】 
 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

カ 災害情報提供システムの整備 

(ｲ) 主な災害情報提供システム 

 
 

【 防 災 情 報 連 絡 系 統 図 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県防災航空

センターの整

備に伴う修

正） 

 

 

 

河川情報 

注警報、地震、 
津波警報等 

地上系 
(無線・光) 
津波情報 

県警ヘリコプター  

衛星通信 

佐賀県庁 

 

消防防災課 

 

市町 
（20） 

消防本部 
（5） 

衛星可搬局 

県ダム管理所(12) 

佐賀地方 
気象台 

全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量観測局 
水位観測局 
潮位風向局 

県庁新館 
高所カメラ（１） 

県土木事務所等(8) 
全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量ﾚｰﾀﾞ  ー
河川情報ｾﾝﾀ  ー
県総合庁舎 

河川情報 

注警報、地震、 
津波警報等 

地上系 
(無線・光) 
津波情報 

県警ヘリコプター 
 

衛星通信 

佐賀県庁 

 

消防防災課 

 

市町 
（20） 

消防本部 
（5） 

衛星可搬局 

県ダム管理所(12) 

佐賀地方 
気象台 

全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量観測局 
水位観測局 
潮位風向局 

県庁新館 
高所カメラ（１） 

県土木事務所等(8) 
全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量ﾚｰﾀﾞ  ー
河川情報ｾﾝﾀ  ー
県総合庁舎 

県消防防災ヘリコプター 
県警察ヘリコプター 
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45 第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

２ 情報の分析整理 

市及び防災関係機関は、収集した情報を的確に分析整理するため、人材の育成を図るとと 

もに、必要に応じ専門家の意見を活用できるよう努める。 

また、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の収集、蓄積に努め、 

総合的な防災情報を網羅した各種災害におけるハザードマップ、防災マップの作成等による 

災害危険性の周知等に生かす（追加）ほか、必要に応じ、災害対策を支援する地理情報シス 

テムの構築について推進を図る。 

さらに、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・ 

整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

２ 情報の分析整理 

市及び防災関係機関は、収集した情報を的確に分析整理するため、人材の育成を図ると 

ともに、必要に応じ専門家の意見を活用できるよう努める。 

また、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の収集、蓄積に努め、 

総合的な防災情報を網羅した各種災害におけるハザードマップ、防災マップの作成等によ 

る災害危険性の周知等に生かすものとする。 

市及び県は、それらの情報について関係機関の利用の促進が円滑に実施されるよう、情 

報のデーターベース化、オンライン化、ネットワーク化に努める。 

また、必要に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築について推進を図る。 

さらに、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析 

・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国の防災基

本計画

(H29.4版)に

て修正) 

 

 

 

 

48 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第２項  防災活動体制の整備 

 

２  防災中枢機能等の確保、充実 

(1) 災害対策本部室等 

ア 市は、災害時に防災活動の中枢機関となる災害対策本部及び現地災害対策本部等を設置する本 

庁舎等について、（追加）情報通信機器の整備など必要な機能の充実を図るとともに、風水害に対 

する安全性の確保を図るための措置を講じる。 

 

イ 情報通信機器の整備など、必要な機能の充実を図る。 

ウ 市は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、災害対策本部の 

機能の充実・強化に努めるものとする。 

(2) 食料等の確保 

（略） 

    (3) 非常用電源の確保 

市は、風水害が発生した場合、電気が途絶することも予想されるため、（追加）非常用電源施設 

の整備を図り、十分な期間（追加）の発電が可能となるような燃料の備蓄及び平常時からの点検、 

訓練などに努めるものとする。 

    (4) 非常用通信手段の確保 

       風水害が発生した場合、通信が途絶することも予想されるため、平常時より（追加）非常用通 

話手段を確保する。 

防災関係機関に対し、風水害時における情報連絡手段としての非常通信の有効性及び利用促進 

について普及・啓発を図る。 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第２項  防災活動体制の整備 

 

２  防災中枢機能等の確保、充実 

(1) 災害対策本部室等 

ア 市は、災害時に防災活動の中枢機関となる災害対策本部及び現地災害対策本部等を設置する本 

庁舎等について、洪水浸水想定区域、土砂災害警報区域の危険箇所等に配慮しつつ、情報通信 

機器の整備など必要な機能の充実を図るとともに、風水害に対する安全性の確保を図るための措 

置を講じる。 

イ 情報通信機器の整備など、必要な機能の充実を図る。 

ウ 市は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、災害対策本部の 

機能の充実・強化に努めるものとする。 

(2) 食料等の確保 

（略） 

(3) 非常用電源の確保 

市は、風水害が発生した場合、電気が途絶することも予想されるため、代替エネルギーシステム 

や電気自動車の活用を含め非常用電源施設の整備を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能 

となるような燃料の備蓄及び平常時からの点検、訓練などに努めるものとする。 

    (4) 非常用通信手段の確保 

       風水害が発生した場合、通信が途絶することも予想されるため、平常時より衛星通信等非常用 

通話手段を確保する。 

防災関係機関に対し、風水害時における情報連絡手段としての非常通信の有効性及び利用促進 

について普及・啓発を図る。 

 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

48 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第２項  防災活動体制の整備 

 

３  防災拠点の整備 

市は、風水害時において、市内での災害応急活動の現地における防災拠点施設の整備に努める。 

 

    ≪防災拠点の主な機能≫（追加） 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第２項  防災活動体制の整備 

 

３  防災拠点の整備 

市は、風水害時において、市内での災害応急活動の現地における防災拠点施設の整備に努める。 

 

≪防災拠点の主な機能≫ 

      ○ 緊急物資、復旧資機材の集積配送スペース 

      ○ 地域の防災活動のためのオープンスペース 

      ○ ヘリポート機能 

      ○ 情報通信機能 

      ○ 耐震性防火水槽 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入漏れの

追加 

 

 

 

 

 

 

49 第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第２項  防災活動体制の整備 

 

５ （追加） 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第２項  防災活動体制の整備 

 

５ 道の駅防災拠点の整備 

     市は、防災機能を有する道の駅を整備し、地域の防災拠点として位置づけ、その機能強化に努める。 

≪主な機能≫ 

  ○ 避難所、備蓄施設 

  ○ 避難場所としての広場 

  ○ 情報通信機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  災害の未然防止 

          （略） 

 

 

６ 業務継続性の確保 

     防災関係機関は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時に

必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応力強化

を図る必要があることから、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等により業務継続体制の確保を図るもの

とする。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、

必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等を実施する。 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこととなるため、

業務継続計画の策定等にあたっては、少なくとも市長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制、

本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確保、災害時にもつながり

やすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務の整理につい

て定めておくものとする。 

    

７ 災害活動スタッフのバックアップ体制の構築 

     （略） 

   ８ 救援活動拠点の確保 

     （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６  災害の未然防止 

  （略） 

 

 

７ 業務継続性の確保 

     市及び防災関係機関は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災

害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と事後の対応

力強化を図る必要があることから、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等により業務継続体制の確保を図

るものとする。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、

必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等を実施する。 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこととなるため、

業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等にあたっては、少なくとも市長不在時の明確な代行順位及び職員の

参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等の確保、災害時に

もつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務の

整理について定めておくものとする。 

    

８ 災害活動スタッフのバックアップ体制の構築 

     （略） 

   ９ 救援活動拠点の確保 

     （略） 

採番の修正 

 

 

 

採番の修正 

 

記入漏れ 

の修正 

 

 

 

 

表現の統一 

 

 

 

 

採番の修正 

 

採番の修正 

50 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  相互の連携体制、広域防災体制の強化 

 

各防災関係機関は、風水害に対処するため、予め関係機関と十分協議のうえ、相互応援協定の締結を

推進する。その際には、応援要請・受入れが迅速かつ円滑に実施できるよう要請の手順、情報伝達方法、

連絡調整、受入窓口、指揮系統を明確にするなど、体制の整備に努める。 

なお、協定の締結に当たっては、近隣の機関等に加えて、大規模な災害による同時被災を避ける観点

から、遠方に所在する機関等との間の協定締結も考慮する。 

 

１  市町間の相互応援 

市は、県内及び県外の市町との災害時相互応援協定の締結を推進する。 

市は、必要に応じて、災害時に周辺市町から後方支援を担える体制となるよう、後方支援基地 

として位置付ける等予め必要な準備を整え、県は、必要な調整を行う。 

 

第３項  相互の連携体制、広域防災体制の強化 

 

各防災関係機関は、風水害に対処するため、予め関係機関と十分協議のうえ、相互応援協定の締結を

推進する。その際には、応援要請・受入れが迅速かつ円滑に実施できるよう要請の手順、情報伝達方法、

連絡調整、受入窓口、指揮系統を明確にするなど、体制の整備に努める。 

なお、協定の締結に当たっては、近隣の機関等に加えて、大規模な災害による同時被災を避ける観点

から、遠方に所在する機関等との間の協定締結も考慮する。 

 

１  市町間の相互応援 

市は、県内及び県外の市町との災害時相互応援協定の締結を推進する。 

市は、必要に応じて、災害時に周辺市町から後方支援を担える体制となるよう、後方支援基地 

として位置付ける等予め必要な準備を整え、県は、必要な調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

防災に係る協

定を一覧表示

するため転記

(P51～53) 
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頁 修正前 修正後 備考 

50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪災害時の相互応援協定≫ 

市 町 名 締 結 年 月 日 備      考 

波佐見町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

川棚町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

東彼杵町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

鹿島市 Ｈ２３． ８．３１ 鹿島市において協定 

太良町 Ｈ２３． ８．３１ 鹿島市において協定 

武雄市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

大村市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

諫早市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

長崎市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

佐賀県及び 

県内市町 
Ｈ２４． ３．３０ 佐賀県庁において協定 

 

 

 

 

 

表削除 

≪現在締結している提携等≫に転記し、一括表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災に係る協

定を一覧表示

するため転記

(P51～53) 

 

 

 

 

50 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  防災関係機関等との相互協力 

市は、災害対策活動を円滑に実施するため、必要に応じて、防災関係機関又は民間団体等との協定

の締結を進める。 

   ≪大規模災害時の応援協定≫ 

機 関 名 締 結 年 月 日 備      考 

国土交通省 

九州整備局 
Ｈ２３．１０．２４ 嬉野市において協定 

 
 

２ 防災関係機関等との相互協力 

市は、災害対策活動を円滑に実施するため、必要に応じて、防災関係機関又は民間団体等との協定 

の締結を進める 

 

 

     表削除 

 ≪現在締結している提携等≫に転記し、一括表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災に係る協

定を一覧表示

するため転記

(P51～53) 
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頁 修正前 修正後 備考 

50 

 

 

 

 

 

 

 

４  相互協力協定等の締結促進 

         各防災関係機関は、災害時に相互連携し、円滑な防災活動が行われるよう、予め相互協力につい

て定めるとともに、必要に応じて、民間団体等との協力協定等の締結を進める。 

 

     （追加） 

 

 

 

４  相互協力協定等の締結促進 

        各防災関係機関は、災害時に相互連携し、円滑な防災活動が行われるよう、予め相互協力につい 

て定めるとともに、必要に応じて、民間団体等との協力協定等の締結を進める。 

          市及び県は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体からの 

物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよう、相 

互応援協定の締結に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

国の防災基 

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

50 

～ 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 受援計画等の策定 

     各防災機関は、災害の規模や被災地域のニーズに応じて円滑に他の防災関係機関から応援を受ける 

ことができるよう、応援計画や受援計画の策定に務めるものとする。 

 

    （追加） 

 

 

 

 

５ 受援計画等の策定 

     各防災機関は、災害の規模や被災地域のニーズに応じて円滑に他の防災関係機関から応援を受ける 

ことができるよう、応援計画や受援計画の策定に務めるものとする。 

          市及び県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種

調整等を行うための受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業務担当部署におけ

る受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うものとする。 

     また、市及び県は、訓練等を通じて、被災市町村応援職員確保システムを活用した応援職員の受け

入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基 

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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52 

～ 

54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現在締結している協定等≫ 

 

 

 

 

 

区分 協定名[所轄部署] 協定締結の相手方 協定締結年月日[場所] 

国 
嬉野市における大規模な災害時の応援に

関する協定[総務課] 

国土交通省 

九州整備局 
平成23年10月24日 

自治体 

災害時の相互支援協定 

[総務課] 

波佐見町・川棚町 

・東彼杵町 
平成23年 8月18日 

鹿島市・太良町 平成23年 8月31日 

武雄市・大村市・ 

諫早市 
平成23年11月20日 

佐賀県・市町災害時相互応援協定 

[総務課] 

佐賀県 

及び県内20市町 
平成24年 3月30日 

九州新幹線西九州ルート沿線５市災害応

援協定[総務課] 

武雄市・大村市・諫早

市・長崎市 
平成23年11月20日 

消防相互応援協定[総務課] 
波佐見町・川棚町 

・東彼杵町 
平成23年 8月18日 

原子力災害時における住民の広域避難に

関する覚書 
伊万里市 平成27年 4月 1日 

佐賀県情報基盤整備事業（雨量局）の維持

管理に関する協定 
佐賀県知事 平成20年 6月30日 

通信 

特設公衆電話の設置・利用・管理等に関す

る覚書[総務課] 

西日本電信電話株式会

社 
平成26年 5月26日 

嬉野市防災行政無線通信施設遠隔制御装

置の管理及び運用に関する協定[総務・防

災課] 

杵藤地区広域市町村圏

組合 
平成30年10月30日 

救出・救助 
佐賀県防災航空隊の運営に関する協定[総

務・防災課] 

佐賀県・県内市町・消

防組合 
令和元年10月31日 

避難所 

災害時における避難所施設使用に関する

覚書[総務課] 

佐賀県立嬉野高等 

学校 
平成25年 3月 4日 

災害時における一時避難所施設使用に関

する覚書[総務課] 

佐賀県立塩田工業高等

学校 
平成25年 3月 4日 

 

 

確認の容易性

を追求し、防

災関連協定を

一覧表示 
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 52 

～ 

54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現在締結している協定等≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 協定名[所轄部署] 協定締結の相手方 協定締結年月日[場所] 

福祉 

避難所 

災害発生時における福祉避難所の設置運

営に関する協定 

[総務・防災課] 

特別養護老人ホーム済

昭園 
平成24年 4月 1日 

特別養護老人ホーム済

昭園・清涼館 
平成24年 4月 1日 

ケアホーム美笑庵（済

昭園） 
平成24年 4月 1日 

佐賀県立嬉野高等学校

（塩田校舎） 
平成28年 9月12日 

佐賀県立うれしの特別

支援学校 
平成28年 9月12日 

特別養護老人ホームう

れしの 
平成24年 4月 1日 

佐賀県立嬉野高等学校

（嬉野校舎） 
平成28年 9月12日 

資機材 

非常用バッテリー対応型自動販売機の設

置に関する協定[総務課] 

コカ・コーラウエスト

株式会社 
平成24年 1月24日 

災害時における自動販売機無償提供に関

する覚書[新幹線・まちづくり課] 
（株）伊藤園 平成29年 7月18日 

燃料等 

災害時におけるＬＰガス等供給協力に関

する協定[総務課] 

佐賀県ＬＰガス協 

会嬉野支部・ 

佐賀県ＬＰガス協会鹿

島支部 

平成26年 2月18日 

嬉野市災害復旧に関する覚書[総務・防災

課] 
九州電力株式会社 令和元年12月20日 

佐賀県内住民の安全及び安心に係る原子

力防災高度化に関する協定[総務・防災課] 
九州電力株式会社 平成25年 8月26日 

建築業 
災害時における応急対策に関する協定[総

務課、建設・農林整備課] 

嬉野町建設業協同組合 平成25年 7月31日 

塩田町建設業協会 平成29年 8月 1日 

 

 

 

 

確認の容易性

を追求し、防

災関連協定を

一覧表示 
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52 

～ 

54 

 

 

      （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現在締結している協定等≫ 

 

 

区分 協定名[所轄部署] 協定締結の相手方 協定締結年月日[場所] 

放送・報道 

防災行政無線の有線テレビ局専用チャン

ネルでのテロップ放送にかかる協定（災害

時における緊急情報放送に関する協定）

[総務] 

株式会社テレビ九 

州・藤津ケーブルビジ

ョン株式会社 

平成26年 4月 1日 

放送・報道 ヤフー災害協定[総務・防災課] ヤフー株式会社 令和２年４月１日 

廃棄物 

地震等大規模災害時における災害廃棄物

の処理等の協力に関する協定[環境下水道

課] 

一般社団法人佐賀県産

業資源環境協会 
令和元年8月21日 

災害時における一般廃棄物収集運搬に係

る支援協力に関する協定書[環境下水道

課] 

藤鹿地区環境整備事業

協同組合 
令和元年8月5日 

その他 

佐賀県市長会と佐賀県弁護士会における

「災害時における連携協力に関する協定」

[総務・防災課] 

佐賀県市町会 

佐賀県弁護士会 
平成31年4月25日 

災害発生時における嬉野市と嬉野市関係

郵便局の協力に関する協定[総務課] 

嬉野・塩田・吉田・久

間・大草野・五町田・

武雄郵便局 

平成28年 6月 1日 

嬉野市ボランティアセンターの設置及び

運営に関する協定[総務・防災課] 

社会福祉法人 嬉野市

社会福祉協議会 
令和2年10月28日 

 

 

確認の容易性

を追求し、防

災関連協定を

一覧表示 

 

 

 

 

 

 

54 

～ 

55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項  災害の拡大・防止と二次災害及び応急復旧活動 

 

１  浸水被害の発生・拡大防止及び水防活動従事員の安全確保 

水防管理者は、管轄区域内の河川ごとに、重要水防区域、危険箇所等について具体的な水防工法 

を検討し、水防計画（又は市地域防災計画）に定めておくものとする。 

市は、浸水被害の拡大防止のための移動式ポンプ等の水防用・応急復旧資機材の備蓄を図るとと 

もに、不足する場合に備え、関係業界団体からの協力が得られるよう連携の強化を進める。 

なお、水防計画（又は市地域防災計画）の策定に当たっては、洪水等発生時における水防活動そ 

の他の危険を伴う水防活動従事者の安全の確保を図るよう配慮するとともに必要に応じて、河川管理 

者又は下水道管理者の同意を得た上で、河川管理者又は下水道管理者の協力について水防計画に定 

め、当該計画に基づく河川に関する情報の提供など河川管理者等の連携を強化するものとする。 

水災については、（追加）国（国土交通大臣）及び県知事が組織する洪水氾濫による被 

害を軽減するためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的とした 

「大規模氾濫に関する減災対策協議会」「県管理河川大規模氾濫に関する減災対策協議会」 

等を活用し、国、県、市町、河川管理者、水防管理者等の多様な関係者で、密接な連携 

体制を構築するものとする。 

 

第４項  災害の拡大・防止と二次災害及び応急復旧活動 

 

１  浸水被害の発生・拡大防止及び水防活動従事員の安全確保 

水防管理者は、管轄区域内の河川ごとに、重要水防区域、危険箇所等について具体的な水防工 

法を検討し、水防計画（又は市地域防災計画）に定めておくものとする。 

市は、浸水被害の拡大防止のための移動式ポンプ等の水防用・応急復旧資機材の備蓄を図るとと 

もに、不足する場合に備え、関係業界団体からの協力が得られるよう連携の強化を進める。 

なお、水防計画（又は市地域防災計画）の策定に当たっては、洪水等発生時における水防活動そ 

の他の危険を伴う水防活動従事者の安全の確保を図るよう配慮するとともに必要に応じて、河川管 

理者又は下水道管理者の同意を得た上で、河川管理者又は下水道管理者の協力について水防計画に 

定め、当該計画に基づく河川に関する情報の提供など河川管理者等の連携を強化するものとする。 

水災については、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させる 

ためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的として、国（国土交 

通大臣）及び県知事が組織する「大規模氾濫に関する減災対策協議会」「県管理河川大規 

模氾濫に関する減災対策協議会」等を活用し、国、県、市町、河川管理者、水防管理者に 

加え、公共交通事業者、メディア関係者、水利ダム管理者等の多様な関係者で、密接な連 

携体制を構築するものとする。 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 
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56 

～ 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

市は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等との間で協定を締結するなど、連携 

強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように 

努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては、（追加）実効性の確保に留意する 

ものとする。また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管 

理・輸送等）については、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用 

可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間事業者のノウハウや能力等を活用するも 

のとする。 

市は、被災施設・設備の迅速な応急復旧を図るため、あらかじめ、図面等のデータの保存、情報収 

集・連絡体制、活動体制、広域応援体制等の確立に努め、特に人命に関わる重要施設（追加）に対し 

ては、早期に復旧できるよう体制等を強化するものとする。 

 

５ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

市は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等との間で協定を締結するなど、連 

携強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう 

に努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じて、発災時の連 

絡先、要請手続き等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。また、民間 

事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、

あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理す 

る施設を把握しておくなど、民間事業者のノウハウや能力等を活用するものとする。 

市は、被災施設・設備の迅速な応急復旧を図るため、あらかじめ、図面等のデータの保存、情報 

収集・連絡体制、活動体制、広域応援体制等の確立に努め、特に人命に関わる重要施設、電気、通 

信等のライフライン施設については、早期に復旧できるよう体制等を強化するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基 

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 資機材等の確保 

市（追加）は、風水害の発生に備えるため、平常時から応急復旧に必要な各種資機材の保管状況を

把握しておくよう努める。 

市（追加）は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機材（追加）、地域内の 

備蓄量、公的機関・供給事業者等の保有量を把握した上で、不足が懸念される場合には、関係機関や 

民間事業者との連携に努めるものとする。 

（追加） 

 

 

 

 

６ 資機材等の確保 

市及びライフライン事業者は、風水害の発生に備えるため、二次災害の防止や応急復旧に必 

要な各種資機材の保管状況について平常時から把握しておくよう努める。 

市及びその他の防災関係機関は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機 

材について、地域内の備蓄量、公的機関・供給事業者等の保有量を把握した上で、不足が懸念される 

場合には、関係機関や民間事業者との連携に努めるものとする。 

なお、燃料については、あらかじめ石油販売業者と燃料の優先供給について協定の締結 

を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努めるものとする。 

市及び県は、随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害 

協定の締結を推進するものとするとともに、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担い 

手の確保・育成に取り組むもの尾する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他計画との整

合のため修正 

 

 

 

 

国の防災基 

本計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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60 

～ 

61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

市は、避難勧告等の迅速・的確な判断をするために、国や県が策定したガイドラインに沿って、

洪水、豪雨、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報を基に、避難すべき区域や判断基準を

明確にしたマニュアルの整備を図る。また、定めた基準に基づき適正な運用を行うとともに、判断

基準について随時見直すものとする。 

また、避難勧告等を発令する際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整

窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整

えておくものとする。 

ア 洪水等 
市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、水 

位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等 
の発令基準を設定する。 

それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に 
命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体的な避難勧告等の発令基準 
を策定する。 

また、避難勧告等の発令対象区域については、受け取った居住者・施設管理者等が 
危機感を持つことができるよう、命を脅かす洪水等のおそれのある範囲を適切に絞り 
込んで発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ

て見直すよう努める。（「市全域」といった発令は避ける。） 
県は、これらの基準及び範囲の設定及び見直しについて、必要な助言等を行う。 

イ 土砂災害 
市は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が発表された

場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具体的な避難勧告等の発令基準を

設定するものとする。 
また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をいくつかの地域に分割した

上で、土砂災害に関するメッシュ情報等を用い、危険度の高まっている領域が含まれる

地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難勧告等を発令できるよう、発令範

囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 
 

ウ 高潮災害 
市は、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、高潮警報等が発表された場合

に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具体的な避難勧告等の発令基準を設

定するものとする。 
また、潮位に応じた想定浸水範囲を事前に確認し、（追加）高潮高と避難対象地域の

範囲を段階的に定めておくなど、高潮警報等の予想最高潮位に応じて想定される浸水

区域に避難勧告等を発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するととも

に、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 

 

（2）避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

市は、避難勧告等の迅速・的確な判断をするために、国が策定した「避難勧告等に関するガイド 

ライン（平成31年3月）に沿って、洪水、豪雨、土砂災害等の災害事象の特性、収集できる情報 

を基に、避難すべき区域や判断基準を明確にしたマニュアルの整備を図る。また、定めた基準に基 

づき適正な運用を行うとともに、判断基準について随時見直すものとする。 

また、避難勧告等を発令する際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整 

窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整 

えておくものとする。 

ア 洪水等 
市は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川等については、水 

位情報、堤防等の施設に係る情報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等 
の発令基準を設定する。 
それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、施設等の利用者に 

命の危険を及ぼすと判断したものについては、洪水警報の危険度分布等により具体的 
な避難勧告等の発令基準を策定する。 

また、避難勧告等の発令対象区域については、受け取った居住者・施設管理者等が 
危機感を持つことができるよう、命を脅かす洪水等のおそれのある範囲を適切に絞り 
込んで発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応

じて見直すよう努める。（「市全域」といった発令は避ける。） 
県は、これらの基準及び範囲の設定及び見直しについて、必要な助言等を行う。 

イ 土砂災害 
市は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警戒情報が発表された

場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具体的な避難勧告等の発令基準を

設定するものとする。 
また、面積の広さ、地形、地域の実情等に応じて市町村をいくつかの地域に分割した

上で、大雨警報（土砂災害）の危険度分布等を用い、危険度の高まっている領域が含ま

れる地域内の全ての土砂災害警戒区域等に絞り込んで避難勧告等を発令できるよう、発

令範囲をあらかじめ具体的に設定するとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとす

る。 
ウ 高潮災害 

市は、高潮災害に対する住民の警戒避難体制として、高潮警報等が発表された場合 
に直ちに避難勧告等を発令することを基本とした具体的な避難勧告等の発令基準を設 
定するものとする。 

また、潮位に応じた想定浸水範囲を事前に確認し、想定最大までの高潮高と避難対 
象地域の範囲を段階的に定めておくなど、高潮警報等の予想最高潮位に応じて想定さ 
れる浸水区域に避難勧告等を発令できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定す 
るとともに、必要に応じ見直すよう努めるものとする。 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（ガイドラ 
イン改定の 
ため修正） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（防災気象情

報の名称変更

のため） 
 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（想定最大規

模の浸水想定

区域図策定公

表が平成 31 年

度以降のため） 
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（3） 指定緊急避難場所及び指定避難所 

市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、公園、公民館、学校の公共的 

施設等を対象に、風水害のおそれがない場所にある施設、その管理者の同意を得たうえで、次の基 

準により、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が 

避難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、日頃か 

ら市民等への周知徹底を図るものとする。 

特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害に 

おいては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から市民等へ 

の周知徹底に努めるものとする。 

指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般 

図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものとす 

る。あわせて、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるものとする。 

市は、一般の指定避難所では生活することが困難な高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者の 

ため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

県は、市が県有施設を指定緊急避難場所又は指定避難所に指定した場合には、当該施設の必要 

な整備に務める。特に指定避難所としての指定を受けた県立学校については、要配慮者も利用でき 

るよう多目的トイレや電源喪失に備えた非常電源の設置に務める。 

また、携帯電話等通信手段がない避難者でも家族への安否確認情報が提供できるよう、日本電 

信電話株式会社が提供する【災害時優先電話】を避難所に設置して、避難所生活における安全・安 

心を確保する。 

     ア 指定緊急避難所 

      （略） 

イ 指定避難所 

(ｱ)  指定基準 

ａ 市は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者を受け

入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって想定される災害による影響が

比較的少なく、災害救助物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定するものとす

る。なお、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要

配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられ、（追加）相談等の支援を受けるこ

とができる体制が整備されているもの等を指定すること。また、指定緊急避難場所と指定

避難所は相互に兼ねることができる。 

 

 

（3）指定緊急避難場所及び指定避難所 

市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を踏まえ、公園、公民館、学校の公共的施 

設等を対象に、風水害のおそれがない場所にある施設、その管理者の同意を得たうえで、次の基準 

により、災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避 

難生活を送るための指定避難所について、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、日頃から 

市民等への周知徹底を図るものとする。 

特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害に 

おいては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から市民等への 

周知徹底に努めるものとする。 

また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別 

一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努めるものと 

する。あわせて、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努めるものとす 

る。 

市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な高齢者、障がい者、乳幼児 

等の要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を指定するよう努めるものとする。 

県は、市が県有施設を指定緊急避難場所又は指定避難所に指定した場合には、当該施設の必要 

な整備に務める。特に指定避難所としての指定を受けた県立学校については、要配慮者も利用で 

きるよう多目的トイレや電源喪失に備えた非常電源の設置に務める。 

また、携帯電話等通信手段がない避難者でも家族への安否確認情報が提供できるよう、日本電信 

電話株式会社が提供する【災害時優先電話】を避難所に設置して、避難所生活における安全・安 

心を確保する。 

ア 指定緊急避難所 

      （略） 

イ 指定避難所 

(ｱ) 指定基準 

ａ 市は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者を受け

入れること等が可能な構造又は設備を有する施設であって想定される災害による影響が

比較的少なく、災害救助物資等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定するものとす

る。なお、福祉避難所として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要

配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられており、また、災害が発生した場合

において要配慮者が相談等の支援を受けることができる体制が整備され、主として要配慮

者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保されるものを指定すること。また、指

定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 
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指定避難所等一覧表 

（避難所の種類は、指定避難所を「指」、指定緊急避難場所を「緊」と表示し、災害種別は、浸水害を

「水」、土砂災害を「土」、台風を「風」と表示する。） 

 

≪塩田町≫ 

 

 

 

 

 

 

種類 災害 公 共 施 設 名 行 政 区 収容人員 管 理 者 
指・緊 土風 嬉野市塩田保健センター 塩田 １００ 市 長 

指・緊 水土風 嬉野市中央公民館（水害時、２Ｆのみ） 塩田 ６００(200) 館 長 

指・緊 水土風 五町田研修センター（水害時、２Ｆのみ） 五町田第３ ６２（２２） 市 長 

指・緊 水土風 久間地区地域コミュニティセンター 光武 ２６ 市 長 

指・緊 水土風 大草野研修センター 大草野辺田 ２７ 市 長 

指・緊 水土風 嬉野市ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ（楠風館） 五町田第４ ３７２ 市 長 

指・緊 水土風 五町田小学校 五町田第２ ２４９ 学校長 

指・緊 土 五町田小学校谷所分校 永石 ３８ 学校長 

指・緊 水土風 久間小学校 北下久間 ２４８ 学校長 

指・緊 水風 塩田小学校（水害時、２のみ） 宮ノ元 ２６１ 学校長 

指・緊 土風 塩田中学校 原町 ５１３ 学校長 

指・緊 土風 嬉野市社会文化会館 袋 ５００ 市 長 

指・緊 水土風 佐賀県立嬉野高等学校（塩田校舎） 町分 ５０７ 学校長 

指  佐賀県立うれしの特別支援学校 五町田第２ ２００ 学校長 

指定避難所等一覧表 

（避難所の種類は、指定避難所を「指」、指定緊急避難場所を「緊」と表示し、災害種別は、浸水害を

「水」、土砂災害を「土」、台風を「風」と表示する。） 

 

≪塩田町≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 災害 公 共 施 設 名 行 政 区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 土風 嬉野市塩田保健センター 塩田 ２５ １００ 市 長 

指・緊 水土風 
嬉野市中央公民館 

（水害時、２Ｆのみ） 
塩田 

１５０ 

(50) 

６００

(200) 
館 長 

指・緊 水土風 
五町田研修センター 

（水害時、２Ｆのみ） 
五町田第３ 

１５ 

 (5) 

６２ 

(22) 
市 長 

指・緊 水土風 久間地区地域コミュニティセンター 光武 ６ ２６ 市 長 

指・緊 水土風 大草野研修センター 大草野辺田 ７ ２７ 市 長 

指・緊 水土風 嬉野市ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ（楠風館） 五町田第４ ９３ ３７２ 市 長 

指・緊 水土風 五町田小学校 五町田第２ ６２ ２４９ 学校長 

指・緊 土 五町田小学校谷所分校 永石 ９ ３８ 学校長 

指・緊 水土風 久間小学校 北下久間 ６２ ２４８ 学校長 

指・緊 水風 塩田小学校（水害時、２Ｆのみ） 宮ノ元 ６５ ２６１ 学校長 

指・緊 土風 塩田中学校 原町 １２８ ５１３ 学校長 

指・緊 土風 嬉野市社会文化会館 袋 １２５ ５００ 市 長 

指・緊 水土風 佐賀県立嬉野高等学校（塩田校舎） 町分 １２６ ５０７ 学校長 

指  佐賀県立うれしの特別支援学校 五町田第２ ５０ ２００ 学校長 

 

 

 

 

 

感染症（コロナ

等）対策を考慮

した場合の収

容人員を併記 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○感染症対策有：１人当たり占有面積を８㎡で計算（通路を考慮） 
○感染症対策無：１人当たり占有面積を２㎡で計算（通路なし） 
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  ≪嬉野町≫ 

 

 

 

種類 災害別 公 共 施 設 名 行政区 収容人員 管 理 者 
指・緊 水土風 嬉野市文化センター 温泉２区 ３８９ 市 長 
指・緊 水風 不動ふれあい体育館 中不動 １９３ 市 長 
指・緊 水土風 嬉野市中央体育館 温泉２区 ６０５ 市 長 
指・緊 水土風 うれしの市民センター 温泉２区 １０５ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 １００ 会 長 
指・緊 水土風 嬉野市吉田公民館 真上吉田 １００ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野小学校 温泉２区 ４８５ 学校長 
指・緊 水土風 轟小学校 下岩屋１区 ３６０ 学校長 
指・緊 水土風 吉田小学校 真上吉田 ４４３ 学校長 
指・緊 水土風 大草野小学校 式浪 ２８４ 学校長 
指・緊 水土風 大野原小中学校 大野原 ２０２ 学校長 
指・緊 水土風 嬉野中学校 下宿 ５３９ 学校長 
指・緊 水土風 吉田中学校 真上吉田 ２８９ 学校長 
緊 水土風 みゆき記念館 下宿 ７０ 市 長 
緊 水土風 みゆきクラブハウス 下宿 ４０ 市 長 
緊 水土風 みゆき球場室内 下宿 ５０ 市 長 
緊 水土風 みゆきドーム 下宿 ５００ 市 長 

指・緊 水土風 佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） 下宿 ９５５ 学校長 

計 
風水害の指定避難所：26 ｹ所【総数8,114人（塩田町3,065、嬉野町5,049）】 

浸水害指定緊急避難場所：27 ｹ所【総数7,661人（塩田町1,952、嬉野町5,709）】  

土砂災害時指定緊急避難場所：29ｹ所【総数8,758人（塩田町3,242、嬉野町5,516）】 
 

 

≪嬉野町≫ 

 

種類 災害別 公 共 施 設 名 行政区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 水土風 嬉野市文化センター 温泉２区 ９７ ３８９ 市 長 
指・緊 水風 不動ふれあい体育館 中不動 ４８ １９３ 市 長 
指・緊 水土風 嬉野市中央体育館 温泉２区 １５１ ６０５ 市 長 
指・緊 水土風 うれしの市民センター 温泉２区 ２６ １０５ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 ２５ １００ 会 長 
指・緊 水土風 嬉野市吉田公民館 真上吉田 ２５ １００ 館 長 
指・緊 水土風 嬉野小学校 温泉２区 １２１ ４８５ 学校長 
指・緊 水土風 轟小学校 下岩屋１区 ９０ ３６０ 学校長 
指・緊 水土風 吉田小学校 真上吉田 １１１ ４４３ 学校長 
指・緊 水土風 大草野小学校 式浪 ７１ ２８４ 学校長 
指・緊 水土風 大野原小中学校 大野原 ５１ ２０２ 学校長 
指・緊 水土風 嬉野中学校 下宿 １３４ ５３９ 学校長 
指・緊 水土風 吉田中学校 真上吉田 ７２ ２８９ 学校長 
緊 水土風 みゆき記念館 下宿 １７ ７０ 市 長 
緊 水土風 みゆきクラブハウス 下宿 １０ ４０ 市 長 
緊 水土風 みゆき球場室内 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 水土風 みゆきドーム 下宿 １２５ ５００ 市 長 

指・緊 水土風 佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） 下宿 ２３８ ９５５ 学校長 

計 

風水害の指定避難所：27 ｹ所 

感染症対策無【総数8,061人（塩田町2,352、嬉野町5,709）】 

感染症対策有【総数2,010人（塩田町   586、嬉野町1,424）】 

浸水害指定緊急避難場所：27 ｹ所 

感染症対策無【総数8,061人（塩田町2,352、嬉野町5,709）】 

感染症対策有【総数2,010人（塩田町   586、嬉野町1,424）】 

土砂災害時指定緊急避難場所：29 ｹ所 

感染症対策無【総数8,758人（塩田町3,242、嬉野町5,516）】 

感染症対策有【総数2,184人（塩田町   808、嬉野町1,376）】 

 

 

 
 
 
 
 
感染症（コロナ

等）対策を考慮

した場合の収

容人員を併記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
感染症対策無

の場合の数字

を一部修正 
 

○感染症対策有：１人当たり占有面積を８㎡で計算（通路を考慮） 
○感染症対策無：１人当たり占有面積を２㎡で計算（通路なし） 
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65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ)  機能の強化 

    市は、予め指定した指定緊急避難場所の機能の強化を図るため、次の対策を進める。 

  対策に当たっては、要配慮者、男女双方の視点並びに家庭動物を連れて避難する人がい 

ることなど地域の実情に応じて居住空間に配慮する必要がある。 

また、（追加）指定避難所の物資等の備蓄に当たっては、「県・市町の物資に関する連携 

備蓄体制整備要領」に基づき、県・市において整備するものとする。 

ａ 必要に応じ、換気、照明など良好な生活環境を確保するための設備の整備（追加） 

ｂ 非常用電源、通信機器、就寝スペース、更衣室、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、

簡易ベッド、貯水槽、井戸等の他、多目的トイレなど要配慮者にも配慮した避難の実施に必

要な施設・設備の整備 

ｃ テレビ、ラジオ等被災者が災害情報を入手するのに必要な機器の整備 

ｄ 指定避難所又はその近傍での地域完結型備蓄施設の確保、及び食料、飲料水、常備薬、（追加）、

炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄・供給体制の確立 

ｅ 飲料水の給水体制の整備 

ｆ 支援者等の駐車スペースの確保 

 

(ｲ) 機能の強化 

    市は、予め指定した指定緊急避難場所の機能の強化を図るため、次の対策を進める。 

  対策に当たっては、要配慮者、男女双方の視点並びに家庭動物を連れて避難する人がい 

ることなど地域の実情に応じて居住空間に配慮する必要がある。 

  また、新型コロナウィルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合 

の対応を含め、平常時から防災担当部局と保険福祉担当部局が連携して、必要な場合には、 

ホテルや旅館等宿泊施設の活用を含めて検討するよう努めるものとする。 

なお、指定避難所の物資等の備蓄に当たっては、「県・市町の物資に関する連携備蓄体制整 

備要領」に基づき、県・市において整備するものとする。 

ａ 必要に応じ、換気、照明など良好な生活環境を確保するための設備の整備とともに必要に 

応じて電力容量の拡大 

ｂ 非常用電源、通信機器、就寝スペース、更衣室、仮設トイレ、マンホールトイレ、マット、 

簡易ベッド、貯水槽、井戸等の他、多目的トイレなど要配慮者にも配慮した避難の実施に必 

要な施設・設備の整備 

ｃ テレビ、ラジオ等被災者が災害情報を入手するのに必要な機器の整備 

ｄ 指定避難所又はその近傍での地域完結型備蓄施設の確保、及び食料、飲料水、常備薬、マス 

ク、消毒液、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄・供給体制の確立 

ｅ 飲料水の給水体制の整備 

ｆ 支援者等の駐車スペースの確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
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（5） 指定 避難所の管理運営 

 市は、指定避難所の管理運営を円滑に実施するため、県が策定した「避難所マニュア

ル策定指針」及び「避難所運営マニュアル作成モデル」等に基づき、指定避難所の開

設手順や避難者の受入方法、運営組織等の必要な事項について、運営マニュアル等を

あらかじめ定め、訓練を実施するものとする。この際、市民等への普及に当たっては、

市民等が主体的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとする。 

また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的確保のため

に、専門家等との定期的な情報交換に努めるものとする。 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

（5）指定避難所の管理運営 

ア 市は、指定避難所の管理運営を円滑に実施するため、県が策定した「避難所マニュ 

アル策定指針」及び「避難所運営マニュアル作成モデル」等に基づき、指定避難所の 

開設手順や避難者の受入方法、運営組織等の必要な事項について、運営マニュアル等 

をあらかじめ定め、訓練を実施するものとする。この際、市民等への普及に当たって 

は、市民等が主体的に指定避難所を運営できるように配慮するよう努めるものとす 

る。 

また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前 

に指定避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

イ 市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的確保のた 

めに、専門家等との定期的な情報交換に努めるものとする。 

ウ 市は、必要に応じ指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に 

努めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から要な支援が受けられるよう、連携に 

努めるものとする。 

エ 市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保 

健福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものと 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
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66 

～ 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6） 避難所生活上必要となる基本的事項 

ア  情報の提供 

（略） 

イ  飲料水、食料、生活物資の供給 

  （略） 

ウ  保健衛生（トイレ、簡易入浴施設、ごみ処分） 

（略） 

エ  プライバシーの確保 

（略） 

オ  高齢者、障がい者、児童、外国人、妊産婦等に配慮した対応 

（略） 

カ 在宅等被災者に配慮した対応 

（略） 

キ（略） 

ク 車中泊者等への対応 

（略）   

ケ （追加） 

 

 

 

 

（6）避難所生活上必要となる基本的事項 

ア  情報の提供 

  （略） 

イ  飲料水、食料、生活物資の供給 

  （略） 

ウ  保健衛生（トイレ、簡易入浴施設、ごみ処分） 

  （略） 

エ  プライバシーの確保 

  （略） 

オ  高齢者、障がい者、児童、外国人、妊産婦等に配慮した対応 

  （略） 

カ 在宅等被災者に配慮した対応 

  （略） 

キ （略） 

ク 車中泊者等への対応 

  （略） 

ケ ホームレスへの対応 

   市は避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れるよ 

う、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策につい 

て定めるよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

最新のデータ

に更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施　　　設　　　名 住　　　　　　　　所 浸水想定区域 土石流 地滑り 急傾斜地

児童養護施設済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ●
養護老人ホーム済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ● ●
ケアハウス和泉式部の里 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ●
特定施設入居者生活介護済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ● ●
特別養護老人ホーム済昭園・清涼館 嬉野市塩田町大字五町田甲７７ ● ●
特別養護老人ホーム済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４３２－３ ● ●
済昭園ホームヘルプサービス事業所 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ●
デイサービスセンター済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４３２－１ ● ●
短期入所生活介護事業済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４３２－３ ● ●
済昭園付属診療所 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ● ●
特別養護老人ﾎｰﾑ済昭園付属診療所 嬉野市塩田町大字五町田甲3432-3 ● ● ●
短期入所生活介護事業済昭園・清涼館 嬉野市塩田町大字五町田甲７７ ● ●
第二たちばな学園 嬉野市塩田町大字谷所甲１３８８ ●
嬉野市地域活動支援センター（たちばな学園） 嬉野市塩田町大字谷所甲１３８８ ●
かがやきの丘 嬉野市塩田町大字谷所甲１３６４ ●
みかざきハイツ 嬉野市塩田町大字谷所乙３９２９－２ ●
地域共生ステーション　デイサービス・宅老所　たすき 嬉野市塩田町大字久間乙１０３２ ● ●
高齢者グループホーム しきぶの里 嬉野市塩田町大字谷所甲２３８５－１ ●
デイサービスゆうあい谷所 嬉野市塩田町大字谷所甲２８２７－１ ● ●
西村医院 嬉野市塩田町大字馬場下甲１４９８ ●
嬉野りすの森保育園 嬉野市塩田町大字馬場下甲７１１－１ ●
みのり保育園 嬉野市塩田町大字五町田乙４２３８ ● ●
ルンビニこども園 嬉野市塩田町大字谷所甲２２５０－１ ●
嬉野市立塩田小学校 嬉野市塩田町大字馬場下甲3817 ● ● ●
佐賀県立嬉野高等学校（塩田校舎） 嬉野市塩田町大字馬場下甲1418 ●
佐賀県立うれしの特別支援学校 嬉野市塩田町大字五町田甲2877-1 ●
塩田小学校放課後児童クラブ 嬉野市塩田町大字馬場下甲３８１７（塩田小学校） ● ● ●
独立行政法人国立病院機構 嬉野医療センター 嬉野市嬉野町大字下宿甲4279-3 ●
嬉野医療センター附属看護学校 嬉野市嬉野町大字下宿甲4561-2 ●
特別養護老人ホームうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲２０８８ ●
デイサービスセンターうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲２０８８ ●
ショートステイうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲２０８８ ●
嬉野温泉病院 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ● ●
就労支援センター 希望（多機能型） 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
グループホーム千寿荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
(老健)朋寿苑（２） 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ● ●
グループホーム若葉荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
グループホーム青雲荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
介護老人保健施設朋寿苑 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
医療法人財団友朋会みどり保育園 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ● ●
就労継続支援Ａ型 サン・フレンド 嬉野市嬉野町大字下宿乙１７９０ ●
デイサービス宅老所芽吹き 嬉野市嬉野町大字下野乙１９１２－１ ●
デイサービス岩ちゃん家 嬉野市嬉野町大字岩屋川内乙２８４８－１ ●
宅老所岩ちゃん家 嬉野市嬉野町大字岩屋川内乙２８４８－１ ●
デイサービスセンターさいかい 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲１１１ ● ●
あっとホーム柔 嬉野市嬉野町大字下野甲２２５５ ●
このめホーム 嬉野市嬉野町大字下宿甲１５１２ ●
医療法人 太田医院 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲７７－１ ●
医療法人 野中医院 嬉野市嬉野町大字吉田丁４６５３ ●
医療法人悠池会 池田内科 嬉野市嬉野町大字下野丙３９－１ ● ●
厚生労働省第2共済組合嬉野医療センターひまわり保育園 嬉野市嬉野町大字下宿甲4550-6 ●
嬉野幼稚園 嬉野市嬉野町大字下野甲115-19 ●
嬉野小学校放課後児童クラブ 嬉野市嬉野町大字下宿乙１６４７（嬉野小学校） ●
嬉野市立嬉野小学校 嬉野市嬉野町大字下宿乙1647 ●

【防災上留意が必要な施設】

施設名 住所 浸水想定区域 土石流 地滑り 急傾斜地

医療法人　太田医院 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲77-1 ● ●

デイサービスセンターさいかい 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲111 ● ●

ぱいんキッズ 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲118-2 ●

デイサービス岩ちゃん家 嬉野市嬉野町大字岩屋川内乙2848-1 ●

宅老所　岩ちゃん家            　　 嬉野市嬉野町大字岩屋川内乙2848-1 ●

このめホーム 嬉野市嬉野町大字下宿甲1512 ●

グループホーム季楽里ふぁむ 嬉野市嬉野町大字下宿甲1879-21 ●

デイサービス季楽里ふぁむ 嬉野市嬉野町大字下宿甲1879-21 ●

うれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲2088 ●

デイサービスセンターうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲2088 ●

ショートステイうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲2088 ●

特別養護老人ホーム「うれしの」 嬉野市嬉野町大字下宿甲2088 ●

特別養護老人ホーム「うれしの」医務室 嬉野市嬉野町大字下宿甲2088 ●

独立行政法人国立病院機構嬉野医療センター 嬉野市嬉野町大字下宿甲4279-3 ●

嬉野医療センター診療部 嬉野市嬉野町大字下宿甲4279-3 ●

嬉野医療センター附属看護学校 嬉野市塩田町大字下宿甲4561-2 ●

厚生労働省第２共済組合
嬉野医療センターひまわり保育園

嬉野市嬉野町大字下宿甲4550-6 ●

デイサービスセンターはつらつ 嬉野市嬉野町大字下宿甲4714-5 ●

グループホーム紫陽花の路 嬉野市嬉野町大字下宿甲4714-6 ●

福田病院 嬉野市嬉野町大字下宿甲4714-10 ●

うれしのふくだクリニック 嬉野市嬉野町大字下宿甲4715-5 ●

グループホーム私とゆかいな仲間 嬉野市嬉野町大字下宿甲4715-5 ●

C-plus嬉野 嬉野市嬉野町大字下宿乙384 ●

ともなが介護院 嬉野市嬉野町大字下宿乙900 ●

 有料老人ホーム百花之里 嬉野市嬉野町大字下宿乙961-1 ● ●

訪問介護ステーション百花之里 嬉野市嬉野町大字下宿乙961-1 ● ●

デイサービス百花之里 嬉野市嬉野町大字下宿乙961-1 ● ●

嬉野小学校 嬉野市嬉野町大字下宿乙1647 ●

嬉野小学校放課後児童クラブＡ～D
（社会福祉法人　嬉野市社会福祉協議会）

嬉野市嬉野町大字下宿乙1647 ●

就労継続支援A型　サン・フレンド 嬉野市嬉野町大字下宿乙1790 ●

嬉野温泉病院 嬉野市嬉野町大字下宿乙1919 ● ●

青雲荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙1919 ●

就労支援センター　希望（多機能型） 嬉野市嬉野町大字下宿乙1919 ●

介護老人保健施設朋寿苑 嬉野市嬉野町大字下宿乙1919 ●

グループホーム千寿荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙1919 ●

医療法人財団友朋会みどり保育園 嬉野市嬉野町大字下宿乙1919 ● ●

医療法人　朝長医院 嬉野市嬉野町大字下宿乙2188 ●

福田医院 嬉野市嬉野町大字下宿乙2315-2 ●

デイサービスふるさと 嬉野市嬉野町大字下宿乙2351 ●

デイサービスふるさと弐番館 嬉野市嬉野町大字下宿乙2351-13 ●

有料老人ホームふるさと館 嬉野市嬉野町大字下宿乙2351-34 ●

住宅型有料老人ホーム　ふるさと館 嬉野市嬉野町大字下宿乙2351-34 ●

医療法人　田中医院 嬉野市嬉野町大字下宿乙2353-13 ●

訪問介護事業所さくら 嬉野市嬉野町大字下宿丙2245-2 ● ●

認定こども園嬉野幼稚園 嬉野市嬉野町大字下野甲115-19 ●

嬉野デイサービスセンター春風荘 嬉野市嬉野町大字下野甲1055 ● ●

あっとホーム寿 嬉野市嬉野町大字下野甲2255 ● ●

あっとホーム柔 嬉野市嬉野町大字下野甲2255 ● ●

 井手川内保育園 嬉野市嬉野町大字下野甲5696-13 ● ●

デイサービス宅老所　芽吹き 嬉野市嬉野町大字下野乙1912-1 ● ●

医療法人　悠池会　池田内科 嬉野市嬉野町大字下野丙39-1 ● ●

【防災上留意が必要な施設】
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頁 修正前 修正後 備考 

72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

最新のデータ

に更新 
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頁 修正前 修正後 備考 

73 

 

 

 

 

 

 

２ 避難支援等関係者  

    (1) 消防機関 

    (2) 佐賀県警察 

    (3) 嬉野市民生委員・児童委員 

    (4) 嬉野市社会福祉協議会 

    (5) 行政区 

    (6) 自主防災組織 

(7) 追加 

(8) 追加 

    で、避難支援者の実施に関わる者をいう。 

２ 避難支援等関係者  

    (1) 消防機関 

    (2) 佐賀県警察 

    (3) 嬉野市民生委員・児童委員 

    (4) 嬉野市社会福祉協議会 

    (5) 行政区 

    (6) 自主防災組織 

(7) 居宅介護支援事務所 

(8) 地域包括支援センター 

    で、避難支援者の実施に関わる者をいう。 

 

 

 

 

 

 
今年度から 

新たに２ヵ所 

追加 

75 

 

５ 社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 

  (1) 災害に対する安全性の確保 

社会福祉施設、病身等の（追加）管理者は、浸水形態の把握等を行い、これらの結果を踏まえ、

浸水等風水害に対する安全性の確保に努めるとともに、施設を予め災害の危険性の低い場所に立地

するなど、災害に対する安全性の向上を図る者とする。 

（追加） 

 

５ 社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 

  (1) 災害に対する安全性の確保 

社会福祉施設、病院等の人命に関わる重要施設の管理者は、浸水形態の把握等を行い、これらの

結果を踏まえ、浸水等風水害に対する安全性の確保に努めるとともに、施設を予め災害の危険性の

低い場所に立地するなど、災害に対する安全性の向上を図るものとする。 

また、発災後72時間の事業継続か可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

 

 

 

誤字修正 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

76 

 

 

 

 

 

 

 

 

   (5) 市の支援 

    市は、社会福祉施設を指導、支援し、風水害の安全性の確保並びに要配慮者の保護及び支援のた 

めの体制の整備を促進するものとする。 

    市は、保育所が被災した場合、当該保育所に通う保育が必要な乳幼児等に対し必要な保育ができ 

るよう他の保育所での受け入れ等、必要な調整を行うものとする。  

     （追加） 

 

 

(5) 市及び県の支援 

    市は、社会福祉施設を指導、支援し、風水害の安全性の確保並びに要配慮者の保護及び支援のた 

めの体制の整備を促進するものとする。 

    市は、保育所が被災した場合、当該保育所に通う保育が必要な乳幼児等に対し必要な保育ができ 

るよう他の保育所での受け入れ等、必要な調整を行うものとする。  

   県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から円滑な支援が受けられ 

るよう、あらかじめ、要配慮者に関わる社会福祉施設、病院等の人命に関わる重要施設が保有する 

施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を収集・整理し、リス 

ト化するよう努める。 

 

 

欠落字句を 

追加 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て追加 
 

 

77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪嬉野市福祉避難所の指定状況（）は締結日≫ 

施 設 名 称 電 話 番 号 所 在 

特別養護老人ホーム済昭園 (H24.4.1） 0954-66-4301 

塩田町 

特別養護老人ホーム済昭園・清涼館 (H24.4.1) 0954-66-9023 

ケアホーム美笑庵(済昭園) (H24.4.1) 0954-66-8950 

佐賀県立嬉野高等学校（塩田校舎） (H28･9･2) 0954-66-2044 

佐賀県立うれしの特別支援学校 (H28.9.2) 0954-66-4911 

特別養護老人ホームうれしの (H24.4.1) 0954-43-2511 

嬉野町 佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） (H28.9.2) 0954-43-0107 

嬉野市嬉野老人福祉センター(R1.1.20) 0954-42-2020 

（追加）   

 

≪嬉野市福祉避難所の指定状況（）は締結日≫ 

施 設 名 称 電 話 番 号 所 在 

特別養護老人ホーム済昭園 (H24.4.1） 0954-66-4301 

塩田町 

特別養護老人ホーム済昭園・清涼館 (H24.4.1) 0954-66-9023 

ケアホーム美笑庵(済昭園) (H24.4.1) 0954-66-8950 

佐賀県立嬉野高等学校（塩田校舎） (H28･9･2) 0954-66-2044 

佐賀県立うれしの特別支援学校 (H28.9.2) 0954-66-4911 

特別養護老人ホームうれしの (H24.4.1) 0954-43-2511 

嬉野町 
佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） (H28.9.2) 0954-43-0107 

嬉野市嬉野老人福祉センター(R1.1.20) 0954-42-2020 

医療法人財団 友朋会 0954-43-0157 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規施設を 

追加 

（協定無し） 
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頁 修正前 修正後 備考 

77 

～ 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10項  食料・飲料水及び生活必需品等の調達 

 

風水害時における市民生活を確保し、応急対策活動及び復旧対策活動を迅速かつ円滑に行うために、外

部支援の時期を想定し、地域の地理的状況なども踏まえながら、平常時から県と連携して、食料、生活

必需品等の備蓄に努めるとともに、（追加）調達体制を確立しておくものとする。 

また、家庭及び企業に対して、備蓄に関する啓発を行うとともに被災地域支援に対する具体的知識を整備

するとともに、その知識の普及に努めるものとする。 

 

１  食料確保の役割分担 

（1） 市 

市は、独自では食料の確保が困難となった被災者の発生に備え、食料（追加）の備蓄に努める 

とともに、近隣市町との相互応援協定のほか、供給可能な業者等との協定の締結など、食 

料の調達 

体制の整備に努める。 

  

 

 

 

      (2)  市民等 

（略） 

(3)（追加） 

 

 

 

 

 

第10項  食料・飲料水及び生活必需品等の調達 

 

風水害時における市民生活を確保し、応急対策活動及び復旧対策活動を迅速かつ円滑に行うために、外

部支援の時期を想定し、地域の地理的状況なども踏まえながら、平常時から県と連携して、食料、生活

必需品等の備蓄に努めるとともに、訓練等を通じて物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うなど調達体

制を確立しておくものとする。 

また、家庭及び企業に対して、備蓄に関する啓発を行うとともに被災地域支援に対する具体的知識を整備

するとともに、その知識の普及に努めるものとする。 

１  食料確保の役割分担 

（1）市 

市は、独自では食料の確保が困難となった被災者の発生に備え、食料・飲料水・生活必需品等の 

ほか、燃料、ブルーシート、土のう袋等の必要な物資についての備蓄に努めるとともに、近隣市町 

との相互応援協定のほか、供給可能な業者等との協定の締結など、食料・飲料水・生活必需品等の 

調達体制の整備を行うとともに、物資調達・輸送調達等システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や 

物資拠点の登録に努める。 

なお、市単独での物資の調達が困難と判断した場合、物資調達・輸送調達等システムにより県に 

対して要請を行えるよう体制を整備する。 

       (2) 市民等 

（略） 

(3) 県 

県は、市への支援を目的として、必要な物資の備蓄及び調達体制の整備を行うとともに、物資調 

達・輸送調達等システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努める。 

なお、県単独での物資の調達が困難と判断した場合、物資調達・輸送調達等システムにより国に 

対して要請を行えるよう体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
国基本計画

(R2.5 版)に 
て追加 
 
 
 
 
 
 
国基本計画

(R2.5 版)に 
て追加及び 
修正 
 

 

県の項目を追

加、内容は国

基本計画

(R2.5 版)に 
て修正 
 

79 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  生活必需品  

（1） 備蓄 

   （略） 

（2） 調達体制 

市は、風水害時に、関係団体、民間企業等に対し、直ちに出荷要請を行うことができるよう、 

協定の締結など体制の整備を図るとともに、調達可能量（流通在庫、製造能力など）の把握に努 

める。 

     （追加） 

４  生活必需品  

（1） 備蓄 

   （略） 

（2） 調達体制 

市は、風水害時に、関係団体、民間企業等に対し、直ちに出荷要請を行うことができるよう、 

協定の締結など体制の整備を図るとともに、調達可能量（流通在庫、製造能力など）の把握に努 

める。 

市は、平時から訓練等を通じて物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、協定を締結 

した関係団体や民間企業等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に 
て追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

80 

～ 

81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第12項  防災訓練 

（略） 

１  市 

（略） 

 

≪訓練の内容≫ 

(1) （追加） 

 

 

 

（1） 災害発生時の広報 

（2） 避難誘導、避難勧告、避難勧告指示及び警戒区域の設定 

（3） 避難行動要支援者の安全確保 

（4） 消防、水防活動 

（5） 救助・救急活動 

（6） ボランティアの活動体制の確立 

（7） 食料・飲料水、医療その他の救援活動 

（8） 被災者に対する生活情報の提供 

（9） 避難所の設置運営 

 

第12項  防災訓練 

（略） 

１  市 

（略） 

 

≪訓練の内容≫ 

(1)  市役所職員 

ア 実動訓練（職員参集、災害対策本部設置等） 

イ 図上訓練（イメージトレーニング型、ロールプレーイング型） 

ウ 総合訓練（各種想定に基づく災害対策本部の設置・運営、各種実動訓練との組み合わせ） 

（2） 災害発生時の広報 

（3） 避難誘導、避難勧告、避難勧告指示及び警戒区域の設定 

（4） 避難行動要支援者の安全確保 

（5） 消防、水防活動 

（6） 救助・救急活動 

（7） ボランティアの活動体制の確立 

（8） 食料・飲料水、医療その他の救援活動 

（9） 被災者に対する生活情報の提供 

(10)  避難所の設置運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市役所で訓練

する必要性が

ある項目を追

加 

 

 

採番の修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

82 

～ 

83 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13項  災害復旧・復興への備え 
１  災害廃棄物の発生への対応 
(1) 市の災害廃棄物処理計画 

ア 市は、災害廃棄物対策指針又は大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指

針に基づき、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮

置場の確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿など）

の処理を含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺市町との連携・協力の在り方につ

いて、災害廃棄物処理計画において具体的に示すものとする。 

 

 

【地震災害時の廃棄物処理計画に盛り込む内容】 

（略） 

(2) 県の災害廃棄物処理計画 

      （略） 

(3) 市民、事業者 

ア 市民及び事業者は、災害廃棄物を適正に分別し、排出する。 

イ 不必要に廃棄物を排出しない。 

ウ 大量に生じた災害廃棄物への備え 

市は、大量の災害廃棄物の発生に備え、関係団体と連携して、平常時から広域処理

体制の確立及び十分な大きさの仮置場・最終処分場の確保に努めるとともに、広域処

理を行う地域単位で、平時の処理能力について計画的に一定程度の余裕を持たせると

ともに処理施設の能力を維持し、災害時における廃棄物処理機能の多重性や代替性の

確保を図るものとする。 

(4) （追加） 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第13項  災害復旧・復興への備え 
１  災害廃棄物の発生への対応 
(1) 市の災害廃棄物処理計画 

ア 市は、災害廃棄物対策指針又は大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指

針に基づき、円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置場の確

保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所のごみや仮設トイレのし尿など）の処理を

含めた災害時の廃棄物の処理体制、周辺市町との連携・協力の在り方について、災

害廃棄物処理計画において具体的に示すものとする。 

 

【風水害時の災害廃棄物処理計画に盛り込む内容】 

  （略） 

(2) 県の災害廃棄物処理計画 

（略） 

(3) 市民、事業者 

ア 市民及び事業者は、災害廃棄物を適正に分別し、排出する。 

イ 不必要に廃棄物を排出しない。 

ウ 大量に生じた災害廃棄物への備え 

市は、大量の災害廃棄物の発生に備え、関係団体と連携して、平常時から広 

域処理体制の確立及び十分な大きさの仮置場・処理施設の確保に努めるととも 

に、広域処理を行う地域単位で、平時の処理能力について計画的に一定程度の 

余裕を持たせるとともに処理施設の能力を維持し、災害時における廃棄物処理 

機能の多重性や代替性の確保を図るものとする。 

(4) アスベスト使用建築物等の把握 
     市は県と連携し、災害発生時に、アスベスト飛散・ばく露防止に係る応急対応を迅速に実施する

ため、平時から建築物等におけるアスベスト使用状況の把握に努める。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画 
(R1.5版)にて 
修正） 
 

誤字修正 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（環境省の 
指摘による） 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（中間処理施

設を含む事か

ら適切な表現

に修正） 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県が環境省

の指摘により

修正（H29.9 改

定の災害時に

おける石綿飛

散防止に係る

取り扱いマニ

ュアルより。）） 
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頁 修正前 修正後 備考 

83 

～ 

84 

 

 

 

 

 

 

３ 罹災証明書の発行体制の整備 
(1) 市 

市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災 

証明の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や 

民間団体との応援協定の締結、応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹 

災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 

また、建築士等の専門家との協定締結、罹災証明書の様式、交付申請の受付会場を 

あらかじめ定めておくこと等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものと 

する。 

さらに、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用に 

ついて検討するものとする。 

（追加） 

 

 

 

３ 罹災証明書の発行体制の整備 
(1) 市 

市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災 

証明の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や 

民間団体との応援協定の締結、応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹 

災証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 

また、建築士等の専門家との協定締結、罹災証明書の様式、交付申請の受付会場を 

あらかじめ定めておくこと等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものと 

する。 

さらに、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用に 

ついて検討するものとする。 

市は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局と 

が非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危 

険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施で 

きるよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

(R1.5版)にて 
修正） 

84 
第14項（追加） 

 

第14項 複合災害対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脱字を追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

85 第３節  防災思想・知識の普及 
 

第１項  防災思想・知識の普及 
 

１  職員への防災教育の実施 
   （略）  
(1)  研修会 

   （略） 

(2)  講習会 

   （略） 

(3)  現地調査等 

   （略） 

(4)  災害対応マニュアルの周知徹底 

（略） 

(5) （追加） 

第３節  防災思想・知識の普及 
 

第１項  防災思想・知識の普及 
 

１  職員への防災教育の実施 
（略） 

（1） 研修会 

（略） 

(2)  講習会 

（略） 

(3)  現地調査等 

（略） 

(4)  災害対応マニュアルの周知徹底 

（略） 

(5) 防災と福祉の連携 

   市は、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネージャー） 
の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に対する理解の促進を図るものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)にて 
修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  市民に対する普及啓発、防災学習の推進 
  （略） 
 (1)  防災知識の普及・啓発 

ア （略） 

イ （追加） 

 

 

イ 市及び防災関係機関は、防災週間及び防災関連行事等を通じ、住民に対し、風水害 

時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、次の事項 

について普及・啓発を図る。 

(ｱ) 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、ト

イレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）

の準備、（追加）、飼い主による家庭動物との同行避難や避難所での飼養について

の準備、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対

策 

(ｲ) 警報等発表時や避難指示、避難勧告、避難準備情報（住民に対する、避難準備

の呼びかけ。また、避難行動要支援者への避難の呼びかけをいう）の発令時にと

るべき行動 

(ｳ) 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時に取るべき行動、

避難場所や避難所での行動 

(ｴ)（追加） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｴ) 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、 
あらかじめ決めておくこと 

(ｶ) （追加） 
 

 

２  市民に対する普及啓発、防災学習の推進 
（略） 

(1)  防災知識の普及・啓発 
ア （略） 

イ 市及び防災関係機関は、「災害時は差し迫った危機から命を守ることが最優先」であ 

り、新型コロナウィルス感染症等の感染拡大下にあっても避難所への避難を躊躇する 

ことがないよう、住民に対して啓発活動を行うものとする。 

ウ 市及び防災関係機関は、防災週間及び防災関連行事等を通じ、住民に対し、風水害 

時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、次の事項 

について普及・啓発を図る。 

(ｱ) 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、ト

イレットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）

の準備、自動車へのこまめな給油、飼い主による家庭動物との同行避難や避難所

での飼養についての準備、保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え等の家庭

での予防・安全対策 

(ｲ) 警報等発表時や警戒レベル４（避難指示（緊急）、避難勧告）、警戒レベル３（避

難準備・高齢者等避難開始）の発令時にとるべき行動 

 

(ｳ) 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害発生時に取るべき行動、

避難場所や避難所での行動 

(ｴ) 「災害時の不要不急の外出は控え、仮に外出した後でも、道路の冠水などで少し

でも生命の危険を感じた時には、一度立ち止まり、引き返す勇気も必要」という令

和元年佐賀豪雨災害の教訓化事項 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｵ) 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、 

あらかじめ決めておくこと 
(ｶ) 災害時における通信料の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控える 

こと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

採番の修正 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（佐賀豪雨 
教訓） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

採番の修正 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

 

低平地が多い佐賀県の地理的特性から道路冠水が珍しくないため、そこを安易に自動

車で通過しようとする傾向にある。令和元年佐賀豪雨災害でも自動車ごと流されて２名

の尊い命が失われたように、道路冠水時にはクリークや河川との境界が分からなくなっ

たり、想像以上の流れがあるなど、生命に危険が及ぶ場合があり、このことについて住

民に対して啓発を行っていくことが必要 
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頁 修正前 修正後 備考 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 風水害対策パンフレット、チラシ等の作成配布 

市は、地域の防災対策を的確に進める観点から、浸水想定区域や土砂災害警戒区域など風水害の発生 
危険箇所等について調査するなど地域防災アセスメントを行い、地域市民の適切な避難や防災活動に資 
するハザードマップ、防災マップ、地区別防災カルテ、平常時の心構えや風水害時の行動マニュアル等 
を作成し、市民に配布するとともに、研修を実施するなど、（追加）防災知識の普及に努める。その際、 
河川近傍や浸水深の大きい区域については、「早期の立退き避難が必要な区域」として明示する（追加） 
ことに努めるものとする。 
（追加） 
 
 
 
 
 

(3) 講習会等の開催 
市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水防、 

土砂災害防止に関する総合的な知識の普及に努める。 
  （追加） 

 

(4) 報道機関の活用及び協力要請 

         （略） 

(5) 防災教育等の推進 
学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 
市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、（追加）防災教育のための指導時間 

の確保など、防災に関する教育の充実に努めるものとする。 
 （追加） 

市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わりの中 
で、防災に関する教育の普及促進を図る。 

 

 

(2) 風水害対策パンフレット、チラシ等の作成配布 
市は、地域の防災対策を的確に進める観点から、浸水想定区域や土砂災害警戒区域など風水害の 

発生危険箇所等について調査するなど地域防災アセスメントを行い、地域市民の適切な避難や防災 
活動に資するハザードマップ、防災マップ、地区別防災カルテ、平常時の心構えや風水害時の行動 
マニュアル等を作成し、市民に配布するとともに、研修を実施するなど、地域の水害・土砂災害リ 
スクや災害時にとるべき行動等の防災知識の普及に努める。その際、河川近傍や浸水深の大きい区 
域については、「早期の立退き避難が必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道 
路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努めるものとする。 
また、ハザードマップ等の配布に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮し 

たうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる 
人まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあるこ 
と、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解 
の促進に努めるものとする。 

(3) 講習会等の開催 

市は、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間等を通じ、各種講習会、イベント等を開催し、水 
防、土砂災害防止に関する総合的な知識の普及に努める。 
なお、市は、各地域において防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切かつ継続的に実施 

されるよう、水害・土砂災害・防災気象情報に関する専門家の活用を図るものとする。 
(4) 報道機関の活用及び協力要請 

            （略） 

(5) 防災教育等の推進 
学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 
市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災に関する急財（副教材）の 

充実、防災教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に努めるものとする。 
特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育の実施に努 

めるものとする。 
市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わり 

の中で、防災に関する教育の普及促進を図る。 
 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 住民への分かりやすい水害リスクの提供 

県及び市町は、住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する取組を行う契 

機となるよう、（追加）分かりやすい水害リスクの提供に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 住民への分かりやすい水害リスクの提供 

市は、住民が自らの地域の水害リスクに向き合い、被害を軽減する取組を行う契機となる 

よう、防災気象情報や避難に関する情報等の防災情報を災害の切迫度に応じて、５段階の警 

戒レベルにより提供する等、住民が分かりやすい水害リスクの提供に努めるものとする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
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90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

91 

～ 

92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項  企業防災の促進 

１ 企業の事業継続計画等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、 

地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じ 
た、リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメント 
の実施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を継続するための 

事業継続計画（BCP）を策定するよう努めるとともに、、防災体制の整備、防災訓練の実施、損害保 
険等への加入や融資枠の確保等による資金の確保、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害から 

の復旧計画策定、各計画の点検、見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取 

引先との供給元の確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣ 

Ｍ）の取り組みを通じて、防災活動の推進に努める。特に食料、飲料水、生活必需品を提供する事業 

者や医療機関など災害応援対策に係る業務に従事する企業等は、市が実施する企業等との協定の締結 

や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

（追加） 

 

 
市は、企業防災に資する情報提供等を進めるとともに企業による事業継続計画（ＢＣＰ）の策定

や事業継続マネジメント（ＢＣＭ）が一層促進されるよう支援人材の確保などに務める。また、企業

のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図り、優良企業表彰、企業の防災に係る取組み

も積極的評価等により、企業の防災力向上の促進を図るものとする。 
市は、企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支

援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる

市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。また、企業を地域コミュニティの一員として

とらえ、企業に対し地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行う。 

  （追加） 

 

 

 

第６項  災害ボランティア活動の環境整備 

 

災害時における市民のボランティア活動が円滑に行われるよう平常時から環境整備に努める。 

 

１  災害ボランティア活動の環境整備 

   市は、平常時から、ＣＯＳ等のボランティア団体の活動支援やリーダーの育成を図るとともに、ボ 

ランティア団体と協力して、発災時の災害ボランティアとの連携について検討する。 

また、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社佐賀支部、佐賀県社会福祉協議会、ボラ 
ンティア団体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランティア団体・ 
ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構 
築を図り、災害時において災害ボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図る 

ものとする。その際、災害ボランティア活動の受け入れ・活動拠点の確保・安全の確保、被災者ニー 

ズの情報提供方法について整備を推進する。 

  （追加） 

 

 

 

第４項  企業防災の促進 

１ 企業の事業継続計画等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、 

地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、 
リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実 
施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継 

続計画（BCP）を策定するよう努めるとともに、、防災体制の整備、防災訓練の実施、損害保険等へ 
の加入や融資枠の確保等による資金の確保、事業所の耐震化・耐浪化、予想被害からの復旧計 

画策定、各計画の点検、見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先との 

供給元の確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業継続マネジメント（ＢＣＭ）の取 

り組みを通じて、防災活動の推進に努める。特に食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や医療 

機関など災害応援対策に係る業務に従事する企業等は、市が実施する企業等との協定の締結や防災訓 

練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

また、企業は豪雨や暴雨などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外を移動すること 

のないよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせるための適切 

な措置を講ずるよう努めるものとする。 

市は、企業防災に資する情報提供等を進めるとともに企業による事業継続計画（ＢＣＰ）の策定や 

事業継続マネジメント（ＢＣＭ）が一層促進されるよう支援人材の確保などに務める。また、企業 

のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図り、優良企業表彰、企業の防災に係る取組 

みも積極的評価等により、企業の防災力向上の促進を図るものとする。 
市は、企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支 

援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられ 
る市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。また、企業を地域コミュニティの一員と 

してとらえ、企業に対し地域の防災訓練等への積極的参加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを 

行う。 

市及び商工会・商工会議所は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減 

災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。 

  

第６項  災害ボランティア活動の環境整備 

 

災害時における市民のボランティア活動が円滑に行われるよう平常時から環境整備に努める。 

 

１  災害ボランティア活動の環境整備 

  市は、平常時から、ＣＯＳ等のボランティア団体の活動支援やリーダーの育成を図るとともに、ボ

ランティア団体と協力して、発災時の災害ボランティアとの連携について検討する。 

 また、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社佐賀支部、佐賀県社会福祉協議会、ボラ

ンティア団体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランティア団体・Ｎ

ＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を

図り、災害時において災害ボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図るもの

とする。 

 市は、行政・ＮＰＯ・ボランティア団体等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、災害時におけ

る防災ボランティア活動の受け入れや調整を行う体制、防災ボランティアの活動の拠点の確保、活動上

の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化を、

研修や訓練を通じて推進するものとする。 

 市は、社会福祉協議会、ボランティア等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれき、土

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

36 

頁 修正前 修正後 備考 

 

 

 

 

 

 

 

102 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 各班の分掌事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

班名 課    名 分        掌          事          務 

（略） （略） （略） 

救
助
・
衛
生
班 

市民課 

健康づくり課 

子育て未来課 

（追加） 

文化・スポー

ツ振興課 

会計課 

福祉課 

１避難所の設置運営に関すること。 

２救援物資（飲食、寝具等）の確保、輸送、配分に関すること。 

３避難所における感染症予防に関すること。 

４被災者の救護、援助及び保護に関すること。 

５負傷者に対する医療活動に関すること。 

６福祉避難所の開設に関すること。 

７避難行動要支援者の支援に関すること。 

８救護所の設置に関すること。 

９ご遺体の埋火葬、処理に関すること。 

10病害虫の発生予防、防疫に関すること。 

（略） （略） （略） 

教
育
班 

教育総務課 

学校教育課 

（追加） 

１教育関係施設を避難所として開設することについての協力に関すること。 
２教育関係施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
３社会教育施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
４災害を受けた児童及び生徒への応急教育に関すること。 
５（追加） 
６（追加） 

（略） （略） （略） 

砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。 

 また、市は地域住民やボランティア等関係機関への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知

を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 

 

 

 

 

(6) 各班の分掌事務 

 
 

班名 課    名 分        掌          事          務 

（略） （略） （略） 

救
助
・
衛
生
班 

市民課 

健康づくり課 

子育て未来課 

（地域・高齢

者福祉） 

文化・スポー

ツ振興課 

会計課 

福祉課 

１避難所の設置運営に関すること。 

２救援物資（飲食、寝具等）の確保、輸送、配分に関すること。 

３避難所における感染症予防に関すること。 

４被災者の救護、援助及び保護に関すること。 

５負傷者に対する医療活動に関すること。 

６福祉避難所の開設に関すること。 

７避難行動要支援者の支援に関すること。 

８救護所の設置に関すること。 

９ご遺体の埋火葬、処理に関すること。 

10病害虫の発生予防、防疫に関すること。 

（略） （略） （略） 

教
育
班 

教育総務課 

学校教育課 

子育て未来課

（母子・児童） 

１教育関係施設を避難所として開設することについての協力に関すること。 
２教育関係施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
３社会教育施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
４災害を受けた児童及び生徒への応急教育に関すること。 
５放課後児童ｸﾗﾌﾞ、保育所等の被害調査及び応急対策に関すること。 
６災害を受けた未就学児童への応急保育に関すること。 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育班の未就

学児対応のた

め、子育て未

来課（母子・

児童Ｇｐ）を

教育班に配

置、そのため、

救助・衛生班

は、子育て未

来課（地域・

高齢者福祉Ｇ

ｐ）が対応す

る。 
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第２節  災害発生直前対策 
 

風水害については、気象・水防情報の分析により災害の危険性をある程度予測することが可能なことから、

被害を軽減するためには、情報の伝達、適切な避難誘導、災害を未然に防止するための活動等、災害発生直

前の対策を迅速かつ的確に行う必要がある。 
 

第1項  警報等の伝達等 
１  風水害に関係する警報等の種類 
(1) 気象関係 
ア 特別警報、警報、注意報 

特別警報 
暴風雪 
特別警報 

暴風 
特別警報 

大雨 
特別警報 

大雪 
特別警報 

 

警 報 
暴風雪 
警報 

暴風 
警報 

大雨 
警報 

大雪 
警報 

洪水 
警報 

注意報 
風雪 
注意報 

強風 
注意報 

大雨 
注意報 

大雪 
注意報 

洪水 
注意報 

イ その他の注意報 

雷注意報 

ウ その他の情報 

土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報、竜巻注意情報、佐賀県気象情報、警報級 

の可能性、土砂災害警戒判定メッシュ情報、大雨警報（浸水害）の危険度分布、洪水警報 

の危険度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害発生直前対策 
 

風水害については、気象・水防情報の分析により災害の危険性をある程度予測することが可能なことから、

被害を軽減するためには、情報の伝達、適切な避難誘導、災害を未然に防止するための活動等、災害発生直

前の対策を迅速かつ的確に行う必要がある。 
 

第1項  警報等の伝達等 

１  風水害に関係する警報等の種類 
(1) 気象関係 
ア 特別警報、警報、注意報 

特別警報 
暴風雪 
特別警報 

暴風 
特別警報 

大雨 
特別警報 

大雪 
特別警報 

 

警 報 
暴風雪 
警報 

暴風 
警報 

大雨 
警報 

大雪 
警報 

洪水 
警報 

注意報 
風雪 
注意報 

強風 
注意報 

大雨 
注意報 

大雪 
注意報 

洪水 
注意報 

イ その他の注意報 

雷注意報 

ウ その他の情報 

土砂災害警戒情報、記録的短時間大雨情報、竜巻注意情報、佐賀県気象情報、早期注 

意情報（警報級の可能性）、大雨警報（土砂災害）の危険度分布、大雨警報（浸水害）の 

危険度分布、洪水警報の危険度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（防災気象情

報の名称変更

のため） 
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107 

 

第1項  警報等の伝達等 

１  風水害に関係する警報等の種類 
(4) 土砂災害警戒情報の周知 

        佐賀県と佐賀地方気象台は、大雨により土砂災害の危険度が高まった時に、市長が避難勧告等を 
発令する際の判断や市民の自主避難の参考となるよう共同して市単位で土砂災害警戒情報を発令す 
る。 
県は、土砂災害警戒情報が発表された場合、一斉指令システム等により市へ伝達し、市は、関係 

機関の協力を得ながら、防砂行政無線や広報車、携帯電話の緊急速報メールなど保有するあらゆる手 
段を活用し市民へ伝達する。 

  （追加） 
 

第1項  警報等の伝達等 

１  風水害に関係する警報等の種類 
(4) 土砂災害警戒情報の周知 

      佐賀県と佐賀地方気象台は、大雨により土砂災害の危険度が高まった時に、市長が避難勧告等を

発令する際の判断や市民の自主避難の参考となるよう共同して市単位で土砂災害警戒情報を発令

する。 
  県は、土砂災害警戒情報が発表された場合、一斉指令システム等により市へ伝達し、市は、関 
係機関の協力を得ながら、防砂行政無線や広報車、携帯電話の緊急速報メールなど保有するあら 
ゆる手段を活用し市民へ伝達する。 

   ア 土砂災害警戒情報 
     大雨による土砂災害の危険度が高まった場合、佐賀地方気象台及び県は共同して土砂災害警 

戒情報を発表する。 
   イ 土砂災害緊急情報 
     大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門的知識及び技術が必要な場合は国 

が、その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定される区域と時期に関する情報（土砂災 
害緊急情報）を関係市町へ通知すると共に一般に周知する。 

(5) 避難情報等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警戒レベル 
市民がとるべき 

行動 

行動を促す 

情報 

警戒レベル 

相当情報 

警戒レベル５ 

（市町が発令） 

命を守る最善 

の行動 
災害発生情報 

氾濫発生情報 

大雨特別警報 等 

警戒レベル４ 

（市町が発令） 
危険な場所から避難 

避難勧告 

避難指示（緊急） 

氾濫危険情報 

土砂災害警戒情報等 

警戒レベル３ 

（市町が発令） 

危険な場所から 

高齢者等は避難 

他の市民は準備 

避難準備・ 

高齢者等避難開始 

氾濫警戒情報 

洪水警報 等 

警戒レベル２ 

（気象庁が発表） 
避難行動の確認 注意報  

警戒レベル１ 

（気象庁が発表） 
心構えを高める 早期注意情報  
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（国基本計画

（R1.5版）にて 
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108 

 

２  警報等の伝達 
市は、次の系統により、風水害に関する警報等の伝達を受けるとともに、必要に応じ迅速かつ的確

に市民等へ伝達するものとする。 
（追加） 

 

２  警報等の伝達 
市は、次の系統により、風水害に関する警報等の伝達を受けるとともに、必要に応じ迅速かつ的確

に市民等へ伝達するものとする。 
市は、危険の切迫性に応じて避難勧告等の伝達文の内容を工夫すること、その対象者を明確にする

こと、避難勧告等に対応する警戒レベルを明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき避難

行動が分かるように伝達することなどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努めるものとする。 
道路管理者は、降雨予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、できるだけ早く交通規制予告を

発表するものとする。その際、当該情報が入手しやすいよう多様な広報媒体を活用し、日時、迂回経路

を示すものとする。また、降雨予測の変化に応じて予告内容の見直しを行うものとする。 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 

109 

 

第２項  避難誘導 
 

１  警戒活動 
市は、風水害の発生のおそれがある場合には、風水害に関係する警報等に十分注意し、河川管理者、

水防団等と連携を図りながら浸水（追加）区域や土砂災害危険箇所等の警戒活動を実施する。特に、

台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のおそ

れがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努めるものとする。 

 

第２項  避難誘導 
 
１  警戒活動 

市は、風水害の発生のおそれがある場合には、風水害に関係する警報等に十分注意し、河川管理者、

水防団等と連携を図りながら浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の警戒活動を実施する。特に、台風

による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が予測されてから災害のおそれが

なくなるまで、住民に対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努めるものとする。 
 

 
 
 
国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 

110 

 

 

第３項  災害未然防止活動 
 

水防管理者（市）は、水防計画に基づき、河川堤防の巡視を行い、水防上危険と思われる箇所につい 
て、応急対策として土のう積みなど水防活動を実施する。また、必要に応じて、委任した民間事業 

者により水防活動を実施する。 

河川管理者及び農業用用排水施設管理者、下水道管理者等は、洪水、豪雨の発生が予想される場合に 
は、ダム、せき、水門、ポンプ場等の適切な操作を行うものとし、この際必要と認める場合には、予め 
必要な事項を関係市町及び警察署に通知するとともに、一般に周知するものとする。 
（追加） 

 

 

 

 

第３項  災害未然防止活動 
 

水防管理者（市）は、水防計画に基づき、河川堤防の巡視を行い、水防上危険と思われる箇所につい 
て、応急対策として土のう積みなど水防活動を実施する。また、必要に応じて、委任した民間事業 

者により水防活動を実施する。 

河川管理者及び農業用用排水施設管理者、下水道管理者等は、洪水、豪雨の発生が予想される場合に 
は、ダム、せき、水門、ポンプ場等の適切な操作を行うものとし、この際必要と認める場合には、予め 
必要な事項を関係市町及び警察署に通知するとともに、一般に周知するものとする。 

     市及び県は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資用達・輸送調整等支援システムを用 
いて備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できる 
よう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続きを関係者間で共有するなど備蓄物資の提供を含め、 
速やかな物資支援のための準備に努めるものとする。 

     県及び電気事業者は、大規模な災害発生のおそれがある場合、それぞれが所有する電源車、発電機等 
の現在時点の配備状況等を確認のうえ、リスト化するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
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112 

～ 

113 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項  災害情報の収集、共有 
 

１  災害情報の収集 
市は、可能な限りの手段を講じて災害情報を収集する。 
特に、風水害の規模を早期に把握するために必要な緊急災害情報については、迅速に行うよう 

努める。 

        (1) 防災関係機関等を活用した情報収集 
       （略） 

(2) 参集途上職員による緊急災害情報の収集 

  （略） 

(3) その他の機関からの情報 

市は、防災関係機関からの情報の他に、必要に応じて、報道機関や市民等から得られる情報 
も活用するものとする。 

      （追加） 

第２項  災害情報の収集、共有 
 

１  災害情報の収集 
市は、可能な限りの手段を講じて災害情報を収集する。 
特に、風水害の規模を早期に把握するために必要な緊急災害情報については、迅速に行うよう 

努める。 

         （1） 防災関係機関等を活用した情報収集 
               （略） 

(2) 参集途上職員による緊急災害情報の収集 

（略） 

(3) その他の機関からの情報 

市は、防災関係機関からの情報の他に、必要に応じて、報道機関や市民等から得られる情報 
も活用するものとする。 

   また、市、防災関係機関等からの情報収集が困難な場合は、市からの要請を待つことなく被 
災市災害対策本部等現地へのリエゾン（情報連絡員）の派遣、ヘリコプターの機材や各種通信 
手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽くして被害情報等を把握するとともに状況に応 
じて、被災市から積極的に人的支援ニーズを把握し、関係省庁及び県との情報共有を図り、必 
要な職員の応援が迅速に行われるよう努めるものとする。 

   なお、県から市にリエゾンを（情報連絡員）を派遣する際、自己完結型での活動を実施する 
ため、必要な食料や飲料水・通信機器・寝袋などを携行するように努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 

122 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項  災害派遣要請の手続 
 

１  要請者 
（略） 

２  要請先 
     
 

 
 
 
 
 
 
 

ただし、緊急の場合は、「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する次表の自 
衛隊の部隊の長に対し、要請することができる。 

 

 

区    分 部  隊  の  長 担  任  部  署 

陸上自衛隊 
西部方面混成団長 訓練隊 
九州補給処長 装備計画部企画課 

海上自衛隊 佐世保地方総監 防衛部第３幕僚室 

航空自衛隊 西部航空方面隊司令官 防衛部運用課 

第２項  災害派遣要請の手続 
 

１  要請者 
（略） 

２  要請先 
     
 

 
 
 
 
 
 
 

ただし、緊急の場合は、「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する次表の自 
衛隊の部隊の長に対し、要請することができる。 

 

 

 

 

 

区    分 部  隊  の  長 担  任  部  署 

陸上自衛隊 
西部方面混成団長 第３科 
九州補給処長 装備計画部企画課 

海上自衛隊 佐世保地方総監 防衛部第３幕僚室 

航空自衛隊 西部航空方面隊司令官 防衛部運用課 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（自衛隊の 
組織改正に 
よる修正） 
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124 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する自衛隊の部隊の長一覧 

区分 部  隊  の  長 住        所 
（担任部署） 電話番号 災害派遣の担任 

陸

上

自

衛

隊 

西部方面総監 熊本市東区町1-1-1 

（総監部防衛部運用班） 
（096） 

368‐5111 

九州 

第４師団長 福岡県春日市大和町5‐12 

（師団司令部第３部） 
（092） 

591‐1020 

福岡県、佐賀県 
長崎県、大分県 

西部方面 
混成団長 

久留米市国分町100 

（混成団本部訓練科） 
（0942） 

43‐5391 

佐賀県（鳥栖市、

神埼市、神埼郡、

三養基郡を除く） 

九州補給処長 神埼郡吉野ヶ里町立野 
（企画課防衛班） 

（0952） 

52‐2161 

鳥栖市、神埼市、

三養基郡、神埼郡 
海

上 （略） 

航

空 （略） 

※時間外は、当直司令が連絡を受ける。 
 

 

第３項  自衛隊の自主派遣 
 

風水害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等からの要請を待ついとまがないときは、 
自衛隊は、要請を待つことなく、その判断に基づいて自主派遣を行う。（自衛隊法第８３条第２項） 

この場合においても、できる限り早急に知事等に連絡し、密接な連絡調整のもと、適切かつ効率的 
な救援活動を実施するよう努めるものとする。 

 （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する自衛隊の部隊の長一覧 

区分 部  隊  の  長 住        所 
（担任部署） 電話番号 災害派遣の担任 

陸

上

自

衛

隊 

西部方面総監 熊本市東区町1-1-1 

（総監部防衛部運用班） 
（096） 

368‐5111 

九州 

第４師団長 福岡県春日市大和町5‐12 

（師団司令部第３部） 
（092） 

591‐1020 

福岡県、佐賀県 
長崎県、大分県 

西部方面 
混成団長 

久留米市国分町100 

（混成団本部第３科） 
（0942） 

43‐5391 

佐賀県（鳥栖市、

神埼市、神埼郡、

三養基郡を除く） 

九州補給処長 神埼郡吉野ヶ里町立野 
（企画課防衛班） 

（0952） 

52‐2161 

鳥栖市、神埼市、

三養基郡、神埼郡 
海

上 （略） 

航

空 （略） 

※時間外は、当直司令が連絡を受ける。 
 

 

第３項  自衛隊の自主派遣 
 

風水害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等からの要請を待ついとまがないときは、 
自衛隊は、要請を待つことなく、その判断に基づいて自主派遣を行う。（自衛隊法第８３条第２項） 
この場合においても、できる限り早急に知事等に連絡し、密接な連絡調整のもと、適切かつ効率的な

救援活動を実施するよう努めるものとする。 
大規模な災害が発生した際には、発災当初においては被害状況が不明であることから、防衛省・自 

衛隊は、いかなる被害や活動にも対応できる体制で対応する。 
また、人命救助活動を最優先で行いつつ、生活支援等については、県及び市、関係省庁等の関係者 

と役割分担、対応方針、活動期間、民間企業の活用等の調整を行うものとする。 
さらに被災直後の地方公共団体は混乱していることを前提に、防衛省・自衛隊は災害時の自衛隊に 

よる活動が円滑に進むよう、活動内容について「提案型」の支援を自発的に行い、関係省庁の協力も 
得て、自衛隊に対する支援ニーズを早急に把握・整理するものとする。 

自主派遣を行う際の判断基準とすべき事項は、防衛省防災業務計画第３の６の(２)のとおりであ 
る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（自衛隊の組

織改正による

修正） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
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140 

 

 

第２項  救助活動 
 

１  消防署及び市 
(1) 救助活動 

  （略） 

 (2) 応援要請 
   （略） 

     （3） 拠点等の確保 
        市は、沿道の物産展等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、（追加）等のための拠点とし

て使用させるなど、救助、救命活動への支援を行うものとする。 
 

 

第２項  救助活動 
 

１  消防署及び市 
(1) 救助活動 

  （略） 

 (2) 応援要請 
   （略） 

     （3） 拠点等の確保 
        市は、道の駅等等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物資搬送設備等のための拠点と

して使用させるなど、救助、救命活動への支援を行うものとする。 
 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

144 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

147 

 

 

３ 保健医療活動チーム 

(1) 活動 

（略） 

(2) 種類と派遣時期 

      （略） 

(3) 市からの県への派遣要請 

被災した市は、自ら保健医療活動チームを編成できる場合は編成し、救護所での医療

活動に従事させるとともに、自ら保健医療活動チームを編成できない場合や救護所での保

健医療活動チームに不足を生じる場合は、県にその派遣を要請する。 

（追加） 

 

 

第３項  医療施設の応急復旧 

 

市内の医療機関は、風水害時には速やかに病院建築物・医療設備等の損壊状況について調査し、被害 

の応急復旧を実施するとともに、電気、電話、水道等のライフラインの復旧についてライフライン事業 

者へ要請する。 

また、患者の急増等に対応するため、相互に緊密な情報交換を図り、必要に応じて他の医療機関等に 

協力を求めるよう努める。 

市は、医療施設の電気、ガス、水道等のライフラインの応急復旧について、速やかに対応が行われる 

ようにライフライン事業者へ要請する。 

（追加） 

 

 

 

３ 保健医療活動チーム 

(1) 活動 

（略） 

(2) 種類と派遣時期 

      （略） 

(3) 市からの県への派遣要請 

被災した市は、自ら保健医療活動チームを編成できる場合は編成し、救護所での医療

活動に従事させるとともに、自ら保健医療活動チームを編成できない場合や救護所での保

健医療活動チームに不足を生じる場合は、県にその派遣を要請する。 

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、被災した市に

対して適宜助言及び支援を行うものとする。 

 

第３項  医療施設の応急復旧 

 

市内の医療機関は、風水害時には速やかに病院建築物・医療設備等の損壊状況について調査し、被害 

の応急復旧を実施するとともに、電気、電話、水道等のライフラインの復旧についてライフライン事業 

者へ要請する。 

また、患者の急増等に対応するため、相互に緊密な情報交換を図り、必要に応じて他の医療機関等に 

協力を求めるよう努める。 

市は、医療施設の電気、ガス、水道等のライフラインの応急復旧について、速やかに対応が行われる 

ようにライフライン事業者へ要請する。 

県は大規模停電発生時には、直ちに、あらかじめリスト化した医療施設の非常用電源の設置状況等 

に踏まえ、これらの施設の非常用電源の稼働状況を確認のうえ、電源の確保が必要な施設の把握を行 

い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国（経済産業省）、電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、電機事 

業者等は、電源車等の配備に努めるものとする。なお、複数の都道府県に大規模停電等が発生した場 

合には、国（経済産業省）や電気事業者等が主体的、積極的に調整するものとする。 
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第11節  救急活動計画 
 

消防署は、風水害時に大量に傷病者が発生した場合には、迅速かつ効率的に医療機関へ搬送するもの 

とする。 

 

１  救急活動 

消防署は、傷病者の搬送に当たっては、救命処置を要する者又はトリアージによる重症者を優先する。 

 

２ 搬送手段の確保 

消防署は、傷病者を所管する救急車により搬送するものとするが、不足する場合には、「佐賀県常備 

消防相互応援協定書」に基づき、近隣及び県内の他消防機関に対し、応援を要請する。応援の消防力を 

以ってしても、不足する場合には、県に対して、緊急消防援助隊の要請を行う。さらに必要な場合には、 

災害派遣医療チーム（DMAT）等に支援を求める。 
市、消防署は、風水害により交通が途絶した場合又は遠隔地から高次医療機関への搬送が必要である 

場合など、ヘリコプターによる搬送が有効と認めるときは、ドクターヘリ運航要領に基づき、ドクター 

ヘリの出動を要請する。 
県は、要請を受けた場合又は自らヘリコプターが必要と認めた場合は、（追加）「大規模特殊災害 

時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく広域航空消防応援、又は自衛隊に対する災害派遣を要 

請する。 
なお、ドクターヘリについては、「佐賀県ドクターヘリ運航要領」、「福岡県、佐賀県及び大分県によ 

るドクターヘリの運航に係る協定」及び「佐賀県及び長崎県ドクターヘリの相互応援に係る協定」に基 

づき、運航するものとする。 

 

 

 

 

 

 

第３項  避難誘導等 

 

１  避難誘導 

(1) 地域住民等の避難誘導 

（略） 

(2)（追加） 配慮者への配慮 

市は、避難誘導に当たっては、避難行動要支援者名簿を有効に活用するなどして、避難行動要支 

援者を優先して誘導するとともに、指定緊急避難場所、避難路、浸水（追加）区域、土砂災害危険

箇所等の所在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努める。 

発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿を効果的 

に利用し、避難行動要支援者について避難支援者や迅速な安否確認が行われるように努めるものと 

する。 

また、旅行者などの一時滞在者は、避難経路や避難場所等を含め地域の実情に詳しくないため、 

誘導にあたっては配慮した対応を行う。    

 

 

第11節  救急活動計画 
 

消防署は、風水害時に大量に傷病者が発生した場合には、迅速かつ効率的に医療機関へ搬送するもの 

とする。 

 

１  救急活動 

消防署は、傷病者の搬送に当たっては、救命処置を要する者又はトリアージによる重症者を優先する。 

 

２ 搬送手段の確保 

消防署は、傷病者を所管する救急車により搬送するものとするが、不足する場合には、「佐賀県常備 

消防相互応援協定書」に基づき、近隣及び県内の他消防機関に対し、応援を要請する。応援の消防力を 

以ってしても、不足する場合には、県に対して、緊急消防援助隊の要請を行う。さらに必要な場合には、 

災害派遣医療チーム（DMAT）等に支援を求める。 
市、消防署は、風水害により交通が途絶した場合又は遠隔地から高次医療機関への搬送が必要である 

場合など、ヘリコプターによる搬送が有効と認めるときは、ドクターヘリ運航要領に基づき、ドクター 

ヘリの出動を要請する。 
県は、要請を受けた場合又は自らヘリコプターが必要と認めた場合は、県消防防災ヘリコプターを出 

動させる。県消防防災ヘリコプターが出動不能もしくはさらなるヘリが必要な場合は、「大規模特殊災害 

時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく広域航空消防応援、又は自衛隊に対する災害派遣を要 

請する。 
なお、ドクターヘリについては、「佐賀県ドクターヘリ運航要領」、「福岡県、佐賀県及び大分県によ 

るドクターヘリの運航に係る協定」及び「佐賀県及び長崎県ドクターヘリの相互応援に係る協定」に基 

づき、運航するものとする。 

 

 

 

 

 

第３項  避難誘導等 

 

１  避難誘導 

(1) 地域住民等の避難誘導 

（略） 

    (2) 要配慮者への配慮 

市は、避難誘導に当たっては、避難行動要支援者名簿を有効に活用するなどして、避難行動要 

支援者を優先して誘導するとともに、指定緊急避難場所、避難路、浸水想定区域、土砂災害警戒 

区域等の所在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努める。 

発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿を効果的 

に利用し、避難行動要支援者について避難支援者や迅速な安否確認が行われるように努めるものと 

する。 

また、旅行者などの一時滞在者は、避難経路や避難場所等を含め地域の実情に詳しくないため、 

誘導にあたっては配慮した対応を行う。  
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第５項  指定緊急避難場所の設置・指定避難所の開放・開設運営 

 

（略） 

 

１  指定緊急避難場所及び指定避難所の開放・開設 

（1)  指定緊急避難場所 

（略） 

 (2)  指定避難所 

市は、災害時に必要に応じ、指定避難所を開設し、市民等に対し周知徹底を図るものとする。 

また、要配慮者のため、（追加）福祉避難所を開設する。 

必要があれば、予め指定した施設以外の施設についても、安全性を確認のうえ、施設管理者の同

意を得て、避難所として開設する。 

（追加） 

市は、避難勧告発令時に指定避難所等の開設が完了していないという事態を極力避けるため、

避難準備情報の発令段階から指定避難所を開設し始めるなど、避難勧告発令までに開設し終える

ように努めること。 

さらに、避難所開設に当たっては、要配慮者に配慮して、他市町にあるものを含め、福祉施設

又は旅館やホテル等を避難場所として借り上げる等、多様な避難場所の確保に努めるものとする。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶に孤立が続

くと見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指定されていたとしても原則として開設しない。 

市は、避難所を開設した場合は、（追加）開設日時・場所、箇所数及び受入れ人数、設置期間の

見込み等の開設状況について、避難者リストを作成し、速やかに県に報告するものとする。 

なお、風水害が激甚であるなどにより被災市内に避難所を設置することが困難な場合は、市は、

「本節第３項第２(2)」に定めるところにより、県内の他の市町又は県に対して避難先の確保等に

かかる支援要請等を行うものとする。    

 

 

 

 

（2） 生活環境の維持 

市は、ボランティア、防災関係機関等の協力も得て、指定避難所における生活環境が常に良好

なものであるよう努めるものとする。 

そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況などの把握に努め、必要な対策を講じる。また、

避難の長期化等必要に応じて、避難者のプライバシーの確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入浴

施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の

頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、食中毒発生防止対策の状況、し尿及

びごみの処理状況等、避難者の健康状態や避難場所の衛生状況を把握し、必要な措置を講じるよう

努める。 

（追加） 

更に避難所における家庭動物のためのスペースの確保にも努める。 

 

 

 

第５項  指定緊急避難場所の設置・指定避難所の開放・開設運営 

 

（略） 

 

１  指定緊急避難場所及び指定避難所の開放・開設 

（1)  指定緊急避難場所 

（略） 

 (2)  指定避難所 

市は、災害時に必要に応じて指定避難所を開設し、市民等に対し周知徹底を図る。また、要配 

慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開設する。 

指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、あらかじめ指定した施設以外の施設につ 

いても、当該施設の管理者の同意を得て、避難所として開設する。 

また、避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとする。 

市は、避難勧告発令時に指定避難所等の開設が完了していないという事態を極力避けるため、 

避難準備情報の発令段階から指定避難所を開設し始めるなど、避難勧告発令までに開設し終える 

ように努めること。 

さらに、避難所開設に当たっては、要配慮者に配慮して、他市町にあるものを含め、福祉施設 

又は旅館やホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶に孤立が続 

くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持することの適否を検討する。 

市は、避難所を開設した場合は、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、開設日時・ 

場所、箇所数及び受入れ人数、設置期間の見込み等の開設状況等を適切に県に報告し、県は、そ 

の情報を国に共有するよう努めるものとする。 

なお、風水害が激甚であるなどにより被災市内に避難所を設置することが困難な場合は、市は、 

「本節第３項第２(2)」に定めるところにより、県内の他の市町又は県に対して避難先の確保等 

にかかる支援要請等を行うものとする。 

 

 

 

（2） 生活環境の維持 

市は、ボランティア、防災関係機関等の協力も得て、指定避難所における生活環境が常に良好 

なものであるよう努めるものとする。 

そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況などの把握に努め、必要な対策を講じる。また、 

避難の長期化等必要に応じて、避難者のプライバシーの確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入 

浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡 

回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、食中毒発生防止対策の状況、 

し尿及びごみの処理状況等、避難者の健康状態や避難場所の衛生状況を把握し、必要な措置を講 

じるよう努める。 

また、必要に応じ、指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努めるとと 

もに、獣医師会や動物業者等から必要な支援が得られるよう、連携に努める。 

更に避難所における家庭動物のためのスペースの確保にも努める。 
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国基本計画
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国基本計画
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(3) 男女双方の視点への配慮 

市は、指定避難所運営において女性の参画を推進し、男性に偏った運営体制とならないよう配

慮する。 

また、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に配慮する。特に女性専用の物干し場、更衣室、

授乳室の設置や男女別トイレの確保、生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における乳

幼児のいる家庭用エリアの設定又は専用避難所・救護所の確保、乳幼児が安全に遊べる空間の確保、

巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭の

ニーズに配慮した指定避難所の運営に努める。 

さらに、女性や子どもに対する暴力等を予防するため、トイレ、更衣室及び入浴施設等の設置

場所は、昼夜を問わず安心して使用できる場所を選定し、照明を付けるように努める。 

 

 

(3) 男女双方の視点への配慮 

市は、指定避難所運営において女性の参画を推進し、男性に偏った運営体制とならないよう配

慮する。 

また、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に配慮する。特に女性専用の物干し場、更衣室、

授乳室の設置や男女別トイレの確保、生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における乳

幼児のいる家庭用エリアの設定又は専用避難所・救護所の確保、乳幼児が安全に遊べる空間の確保、

巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育て家庭の

ニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。 

さらに、女性や子どもに対する暴力等を予防するため、トイレ、更衣室及び入浴施設等の設置

場所は、昼夜を問わず安心して使用できる場所を選定し、照明を付けるように努める。 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
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(10) （追加） 

 

 

(11) （追加） 

 

 

 

 

(10) 感染症への対応 

  市は、被災地において感染症の発症、拡大が見られる場合は、防災担当部局と保健福祉担当部 

局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。 

(11) ホームレスへの対応 

     市は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず 

適切に受け入れることとする。 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 

 

 

166 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

169 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５項（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  輸送手段の確保 

          （略） 

(1) 車両 

（略） 

       (2) 鉄道 

    （略） 

       (3) 航空機（ヘリコプター） 

          ア  消防・防災ヘリコプター保有地方公共団体に対して応援を要請 

イ  自衛隊に対し、災害派遣による応援を要請 

   ウ （追加） 

第５項  被災建築物等の有害物質の漏えい及びアスベスト飛散防止に係る応急措置 

 

県は、被災建物等からの有害物質の漏えい及びアスベストの飛散防止対策等に係る周知等を行う。  

建築物等の所有者等は、その所有している建築物等が被災し、当該建築物等に使用されている有害物質 

の漏えい及びアスベストが飛散するおそれがある場合は、施設の点検、県及び市への連絡及びビニールシー 

ト等による養生や立入禁止等による応急措置を講じる。 

    その際、県及び市は関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行うものとする。 
 

 

 

 

３  輸送手段の確保 

           （略） 

(1) 車両 

（略） 

       (2) 鉄道 

    （略） 

       (3) 航空機（ヘリコプター） 

          ア  消防・防災ヘリコプター保有地方公共団体に対して応援を要請 

イ  自衛隊に対し、災害派遣による応援を要請 

ウ 県消防防災ヘリコプターを出動 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県防災航空 
センター整備 
に伴う修正） 
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頁 修正前 修正後 備考 

171 

 

 

第17節  食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 
 

  風水害が発生し、又は発生するおそれがあり、被災者に対し救援物資を供給する場合、市、防災関係機関

は、効果的に被災者に供給できるように努め、被災者の生活上の制約の解消を支援する必要がある。 

  （追加）物資の供給を円滑に進めるため、市は、避難所等における物資の需要把握体制を確立するととも

に、（追加）県へ速やかに状況を報告する。 

  県は、備蓄物資や調達物資等が適正かつ円滑に被災者に供給できるよう市及び防災機関等と連携し食料、

飲料水、及び生活必需品等の確保及び迅速な配送等を実施する。 

  （追加） 

  なお、求められる物資は、時間の経過とともに変化することから時宣を得た物資の調達に留意し、被災地

の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや男女のニーズの違いに配慮するものとする。   

 

 

 

第17節  食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 
 

  風水害が発生し、又は発生するおそれがあり、被災者に対し救援物資を供給する場合、市、防災関係機関

は、効果的に被災者に供給できるように努め、被災者の生活上の制約の解消を支援する必要がある。 

  市は、物資の供給を円滑に進めるため、市は、避難所等における物資の需要把握体制を確立するとともに、

物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、県へ速やかに状況を報告する。 

  県は、備蓄物資や調達物資等が適正かつ円滑に被災者に供給できるよう市及び防災機関等と連携し食料、

飲料水、及び生活必需品等の確保及び迅速な配送等を実施する。 

また、県は備蓄物資の状況等を踏まえ、供給すべき物資が不足し、自ら調達することが困難であるときは、

物資調達・輸送調整等支援システムを活用して情報共有を図り、協定先や国に対し、物資の調達を要請する

ものとする。 

  なお、求められる物資は、時間の経過とともに変化することから時宣を得た物資の調達に留意し、被災地

の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや男女のニーズの違いに配慮するものとする。   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 

178 

 

 

１  災害広報の実施 

（略） 

（1） 広報の内容及び方法 

（略） 

ア  一般広報 

(ｱ) 広報内容 

              ａ  警戒・避難期の気象等予警報及び気象情報等の広報 

               (a) ～(c) （略） 

               (d) 避難の必要の有無等（追加） 

              ｂ  災害発生直後の広報 

               (a)～ (g) （略） 

        (h) （追加） 

 

 

１  災害広報の実施 

（略） 

（1） 広報の内容及び方法 

（略） 

ア  一般広報 

(ｱ) 広報内容 

              ａ  警戒・避難期の気象等予警報及び気象情報等の広報 

               (a) ～(c) （略） 

               (d) 避難の必要の有無等（警戒レベル等） 

              ｂ  災害発生直後の広報 

               (a)～(g) （略） 

 (h) スーパーマーケット、ガソリンスタンド等の生活関連情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

47 

頁 修正前 修正後 備考 

182 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

189 

 

 

 

 

第19節  文教対策計画 

（略） 

第１項  生徒等の安全確保措置 

 

１  臨時休校等の措置 

（略） 

２  登下校での措置 

（略） 

３  応急救助及び手当の措置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第21節  ライフライン等公益施設の応急復旧計画 

 

風水害により、市民生活や災害応急対策活動に大きな影響を及ぼすライフライン等公益施設が被害を受

けた場合は、ライフライン事業者等は、迅速に応急復旧を図る。 

必要に応じ、他地域の同事業者等に対し応援を要請する。 

また、市は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状況

の早期把握にため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努めるものとする。市

は、国及び県と連絡調整を図りながら、適宜、被災者等に対して復旧状況等の広報に努める。 

（追加） 

 

 

 

 

 

第19節  文教対策計画 

（略） 

第１項  生徒等の安全確保措置 

 

１  臨時休校等の措置 

（略） 

２  登下校での措置 

（略） 

３  応急救助及び手当の措置を行う。 

     学校等は、風水害の発生により学校内の生徒等が負傷したときは、応急救助及び手当ての措置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

第21節  ライフライン等公益施設の応急復旧計画 

 

風水害により、市民生活や災害応急対策活動に大きな影響を及ぼすライフライン等公益施設が被害を受

けた場合は、ライフライン事業者等は、迅速に応急復旧を図る。 

必要に応じ、他地域の同事業者等に対し応援を要請する。 

また、市は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状況

の早期把握にため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努めるものとする。 

市は、国及び県と連絡調整を図りながら、適宜、被災者等に対して復旧状況等の広報に努める。 

ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、関係する行政機関、ライフライ 

ン事業者等は、合同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、必要に応じて現 

地のライフライン事業者の事業所等で実動部隊の詳細な調整を行うため、現地作業調 

整会議を開催するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（項目をつけ

て、表現を修

正） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 

189 

 

 

 

第３項  電力施設 

九州電力株式会社は、風水害が発生した場合は、予め作成している防災業務計画に基づき電力施設に係

る災害応急対策を実施する。 

被害が極めて大きく、管内の工事力に余力のない場合又は工事力等を動員しても、なお応援が必要と

判断される場合は、市及び県に対し、広報、復旧資機材置場及び仮設用用地の確保等の協力要請を行う。 

 

 

 

第３項  電力施設 

九州電力送配電株式会社は、風水害が発生した場合は、予め作成している防災業務計画に基づき電力施

設に係る災害応急対策を実施する。 

被害が極めて大きく、管内の工事力に余力のない場合又は工事力等を動員しても、なお応援が必要と

判断される場合は、市及び県に対し、広報、復旧資機材置場及び仮設用用地の確保等の協力要請を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（分社化に伴

う名称変更） 
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頁 修正前 修正後 備考 

194 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

208 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第24節  ボランティアの活動対策計画 

（略） 

第１項  受入れ体制の整備 

（略） 

第２項  ニーズの把握、情報提供 

  （略） 

第３項  支援 

     

市は、必要に応じボランティア活動又はその支援活動の拠点となる施設の提供に努め、県はこれに協

力する。 

市、県、日本赤十字社佐賀県支部及び嬉野市社会福祉協議会その他のボランティア活動支援機関は、

地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ等のボランティア団体等との連携を図るとともに、

中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）

を含めた連携体制の構築を図り、、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全

体像を把握する。 

（追加） 

 

これにより、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに活動環境について配慮する。 

 

 

 

 

 

第３項  ごみの処理 

 

   １ 市 

市は、発生した災害廃棄物の種類、性状（土砂、ヘドロ、汚染物質）を勘案し、事前に「災害廃棄物

処理計画」及び「一般廃棄物処理実施計画」を策定するものとする。 

風水害時には、この計画に基づいて一般家庭、避難場所等からの生活ごみ、粗大ごみなどの一般廃棄

物について収集運搬及び処分を行う。 

収集したごみを短期間に処理することが困難な場合には、風水害時の一般廃棄物処理計画で指定した

臨時の保管場所にごみを搬入し、ごみの大量排出が一段落してから処理する。 

 

 

（1）～ (11)  （略） 

 

 

第24節  ボランティアの活動対策計画 

（略） 

第１項  受入れ体制の整備 

（略） 

第２項  ニーズの把握、情報提供 

  （略） 

第３項  支援 

     

市は、必要に応じボランティア活動又はその支援活動の拠点となる施設の提供に努め、県はこれに協

力する。 

市、県、日本赤十字社佐賀県支部及び嬉野市社会福祉協議会その他のボランティア活動支援機関は、

地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧＯ等ボランティアとの連携を図るとともに、中間支援

組織（ＣＳＯ・ボランティア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携

体制の構築を図り、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握す

る。 

また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬を行うよう努め

る。 

これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環

境について配慮する。 

 

 

 

 

第３項  ごみの処理 

 

   １ 市 

  市は、発生した災害廃棄物の種類、性状（土砂、ヘドロ、汚染物等）を勘案し、その発生量を推計

した上で、必要に応じて、災害廃棄物処理処理計画等に基づき、仮置場や処理施設を確保する。 

     ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉協議会、Ｎ

ＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして。効率的に災害廃棄物等の搬出

を行うものとする。 

また、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業者、建設業者等と連携した解

体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他の地方公共団体への協力要請を行うものとする。 

（1）～(11)  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

223 

 

 

第37節  生活再建対策 
 
  市は、被災者生活再建支援法(平成10年法律第66号)に基づき、被災者の生活再建が速やかに行われるよ

う国及び県と良好な連絡体制を維持し、その円滑かつ的確な実施を図る。 
市は、被災者生活再生支援金の支給に係る被災者からの申請を迅速かつ的確に処理するため、体制の整備

等を図ることとする。 
 
（追加） 
 
さらに、居住する自治体の被害規模が小さいため同法に基づく支援が受けられない被災者につい

ても、県独自制度で支援する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第37節  生活再建対策 
 
  市は、被災者生活再建支援法(平成10年法律第66号)に基づき、被災者の生活再建が速やかに行われるよう

国及び県と良好な連絡体制を維持し、その円滑かつ的確な実施を図る。 
市は、被災者生活再生支援金の支給に係る被災者からの申請を迅速かつ的確に処理するため、体制の整備

等を図ることとする。 
また、県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明の交付に係る事務の市向け説明会を実施するとと

もに、その実施に当たっては、Ｗｅｂ会議システムを活用し、各市に映像配信を行うなど、より多くの市担

当者の参加が可能となるような工夫をするよう努めるものとする。 
さらに、居住する自治体の被害規模が小さいため同法に基づく支援が受けられない被災者につい

ても、県独自制度で支援する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5 版)に

て修正 
 



嬉野市地域防災計画（第２編 風水害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

50 

【災害の発生や避難に備え警戒が必要な時期】 

◇災害対策連絡室の設置 

◇警報等の伝達、警戒活動、水防活動  ◇気象情報等の広報 

◇避難準備（避難行動要支援者避難）情報の発令、避難行動要支援者の避

難開始 

◇避難所の設置、学校における生徒の安全確保 

 

【災害の発生や避難に備え警戒が必要な時期】 

◇災害対策連絡室の設置 

◇警報等の伝達、警戒活動、水防活動 

◇気象情報等の広報 

◇避難所の設置、学校における生徒の安全確保 

◇避難準備・高齢者等避難開始の発令  

 

頁 修正前 修正後 備考 

224 

～ 

225 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第38節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 
（略） 

風水害対策に係る嬉野市災害対策本部における災害応急対策の着手時期 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第38節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 
（略） 

風水害対策に係る嬉野市災害対策本部における災害応急対策の着手時期 
 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もれていたた

め追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（業務がもれ

ていたため追

加） 
 

 

 

 

気
象
警
報
等
の
発
表
中 

【氾濫危険水位（特別警戒水位）への到達や土砂災害警戒情報の発表

など災害発生のおそれが高まった場合】 

◇警報等の情報の伝達 

 ◇避難勧告、避難指示（緊急）の発令、避難開始 

◇避難勧告等の広報 

 

 

気
象
警
報
等
の
発
表
中 

【はん濫危険水位（特別警戒水位）への到達や土砂災害警戒情報の発

表など災害発生のおそれが高まった場合】 

 （追加） 

 ◇避難勧告、避難指示（緊急）の発令、避難開始 

◇避難勧告等の広報 

 

終息後 

～72時間 

̀【被災者の生活再建に向けた対策を開始する時期】 

◇公共施設等の点検・応急復旧 

◇被災者等の健康管理、食品衛生管理 

◇孤立地域の道路等の応急復旧 

◇災害救助法の適用 

◇義援金の受入・義援物資の受入、仕分け、配分 

◇ボランティアの受入 

◇学校施設の応急復旧、応急教育の実施 

◇疫学調査、健康診断、被災地への防疫処理 

◇災害廃棄物（ガレキ等）の仮置場設置、受入 

終息後 

～72時間 

̀【被災者の生活再建に向けた対策を開始する時期】 

◇公共施設等の点検・応急復旧 

◇被災者等の健康管理、食品衛生管理 

◇孤立地域の道路等の応急復旧 

◇災害救助法の適用 

◇義援金の受入・義援物資の受入、仕分け、配分 

◇ボランティアの受入 

◇学校施設の応急復旧、応急教育の実施 

◇疫学調査、健康診断、被災地への防疫処理 

（追加） 
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頁 修正前 修正後 備考 

228 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第1節  災害復旧・復興の基本方向の決定と事業の計画的推進 

 

第１項  復旧・復興に係る基本方向の決定 

（略） 

第２項  迅速な原状復旧 

（略） 

１  復旧事業の対象施設 

 （略） 

２  資金の確保 

 （略） 

３  激甚災害の指定 

（略） 

   ４ 復旧・復興事業からの暴力団の排除 

（略） 

５ 災害廃棄物の処理 

市は、事前に策定した災害廃棄物処理計画に基づき、必要に応じて、災害廃棄物の処理方法を確立

するとともに、仮置場、最終処分地を確保し、計画的な収集、運搬、及び処分をはかることにより、災

害廃棄物の迅速かつ適正な処理を行うものとする。災害廃棄物処理に当たっては、復旧・復興計画を考

慮に入れつつ、計画的に行うものとする。また、環境汚染の未然防止及び住民、作業員の健康管理のた

め、適切な措置等を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

第1節  災害復旧・復興の基本方向の決定と事業の計画的推進 

 

第１項  復旧・復興に係る基本方向の決定 

（略） 

第２項  迅速な原状復旧 

（略） 

１  復旧事業の対象施設 

 （略） 

２  資金の確保 

 （略） 

３  激甚災害の指定 

（略） 

   ４ 復旧・復興事業からの暴力団の排除 

（略） 

５ 災害廃棄物の処理 

市は、事前に策定した災害廃棄物処理計画に基づき、必要に応じて、災害廃棄物の処理方法を確立

するとともに、仮置場、処理施設を確保し、計画的な収集、運搬、及び処分をはかることにより、災害

廃棄物の迅速かつ適正な処理を行うものとする。災害廃棄物処理に当たっては、復旧・復興計画を考慮

に入れつつ、計画的に行うものとする。また、環境汚染の未然防止及び住民、作業員の健康管理のため、

適切な措置等を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
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頁 修正前 修正後 備考 

230 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

232 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  被災者の生活再建等への支援 
 

第１項 被災者相談窓口の設置 

（略） 

第２項 罹災証明書の交付、被災者台帳の作成等 

 

１ 罹災証明書の交付 

(1) 市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実

施するため、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立

し、遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

   （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

３  市税 

（1） 市税の期限の延長（地方税法第２０条の５の２、嬉野市税条例第１８条の２） 

申告、申請、納付、納入等の期限延長 

（2） 市税の徴収猶予（地方税法第１５条） 

（3） 市税の減免 

ア  市民税（地方税法第３２３条、嬉野市税条例第５１条） 

イ  固定資産税（地方税法第３６７条、嬉野市税条例第７１条） 

ウ  軽自動車税（地方税法第４５４条、嬉野市税条例第８９条） 

エ  特別土地保有税（地方税法第６０５条の２、嬉野市税条例第１３９条の３） 

オ  国民健康保険税（地方税法第７１７条、嬉野市国民健康保険税条例第１３条） 

※特別徴収義務者に係るものを除く。 

 

 

第２節  被災者の生活再建等への支援 
第１項 被災者相談窓口の設置 

（略） 

第２項 罹災証明書の交付、被災者台帳の作成等 

 

１ 罹災証明書の交付 

(1) 市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支 

援措置を早期に実施するため、災害による住家等の被害の程度の調 

査や罹災証明書の交付の体制を確立し、遅滞なく、住家等の被害の 

程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

 なお、市は、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、 

航空写真、被災者が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結 

果等を活用するなど、適切な手法により実施するものとする。 

 

 

 

 

３  市税 

（1） 市税の期限の延長（地方税法第２０条の５の２、嬉野市税条例第１８条の２） 

申告、申請、納付、納入等の期限延長 

（2） 市税の徴収猶予（地方税法第１５条） 

（3） 市税の減免 

ア  市民税（地方税法第３２３条、嬉野市税条例第５１条） 

イ  固定資産税（地方税法第３６７条、嬉野市税条例第７１条） 

ウ  （削除） 

ウ  特別土地保有税（地方税法第６０５条の２、嬉野市税条例第１３９条の３） 

エ  国民健康保険税（地方税法第７１７条、嬉野市国民健康保険税条例第２６条） 

※特別徴収義務者に係るものを除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて 
修正） 
 

 

 

 

 

記載事項誤

り。軽自動車

税に災害減免

がないため削

除 

 

条例の号数誤

り 

 

採番の修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

5 

～ 

6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<<佐賀県における過去の主要被害地震>>   

発生年月日 震央地名 
地震の規模 

（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 
記事 

 679年-月-日 

(天武7年) 
筑紫国 6.5～7.5 家屋倒壊多く、幅6ｍ、長さ10㎞の地割れを生ず。 

1700年4月15日 

(元禄13年2月26日) 

壱岐・ 

対馬 
7.0 佐賀・平戸（瓦落ち）有感。 

1703年6月22日 

(元禄16年5月9日) 
小城 不明 古湯温泉の城山崩れ、温泉埋まる。 

1769年8月29日 

(昭和6年7月28日) 

日向・ 

豊後 
7.7 佐嘉表も大地震、町家の外瓦等崩落、川原小路屋敷大破。 

1792年5月21日 

(寛政4年4月1日) 
雲仙岳 6.4 

佐賀領、鹿島領、蓮池領で死者18名、流家59棟 

（眉山崩壊による津波被害） 

1831年11月14日 

(天保2年10月11日) 
肥前 6.1 肥前国地大いに震い、佐賀城石垣崩れ、領内潰家多し。 

1889年7月28日 

(明治22年) 
熊本 6.3 

神埼郡斉郷村の水田、四・五町破裂して、黒き小砂噴き出

す。佐賀郡、藤津郡、杵島郡で家屋の倒壊あり。 

1898年8月10～12日 

(明治31年) 

福岡県 

西部 
6.0 糸島地震。唐津でラムネ瓶倒れる。壁面に亀裂。 

1929年8月8日 

(昭和4年) 

福岡県 

雷山付近 
5.1 

佐賀、神埼両郡の所々で壁に亀裂、崖崩れ、三瀬村で器物

の転倒。 

1931年11月2日 

(昭和6年) 
日向灘 7.1 佐賀市で電灯線切断の小被害。 

1946年12月21日 

(昭和21年) 
南海道沖 8.0 

佐賀、神埼、杵島各郡で家屋の倒壊あり。 

佐賀地方も瓦が落ち、煙突が倒れたところもある。 

1966年11月12日 

(昭和41年) 
有明海 5.5 

佐賀市内で棚の上のコップや花瓶落下。 

陶器店の大皿割れる。神埼、唐津でガラス破損。 

1968年4月1日 

(昭和43年) 
日向灘 7.5 

佐賀市及び佐賀、神埼両郡で高圧配電線2か所切断、家庭

用配線9か所切断。 

1987年3月18日 

(昭和62年) 
日向灘 6.6 大きな被害なし。 

2001年3月24日 

(平成12年) 
安芸灘 6.7 大きな被害なし。 

2005年3月20日 

(平成17年) 

福岡県 

北西沖 
7.0 

みやき町で震度6弱を観測、 

人的被害 重傷1名、軽傷14名 

家屋被害 半壊1件、一部損壊136件 

2006年3月20日 

(平成26年) 
伊予灘 6.2 大きな被害なし。 

2016年4月14日 

16日 

（平成28年） 

熊本地方 

6.5 

7.3 

 

市内で震度４ 

市内建物の屋根の崩落、亀裂 

石碑の崩壊 

 
 
 

<<佐賀県における過去の主要被害地震>>   

発生年月日 
震央 

地名 

地震の規模 

（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ） 
記事 

 679年-月-日 

(天武7年) 
筑紫国 6.5～7.5 家屋倒壊多く、幅6ｍ、長さ10㎞の地割れを生ず。 

1700年4月15日 

(元禄13年2月26日) 

壱岐・ 

対馬 
7.0 佐賀・平戸（瓦落ち）有感。 

1703年6月22日 

(元禄16年5月9日) 
小城 不明 古湯温泉の城山崩れ、温泉埋まる。 

1769年8月29日 

(昭和6年7月28日) 

日向・ 

豊後 
7.7 佐嘉表も大地震、町家の外瓦等崩落、川原小路屋敷大破。 

1792年5月21日 

(寛政4年4月1日) 
雲仙岳 6.4 

佐賀領、鹿島領、蓮池領で死者18名、流家59棟 

（眉山崩壊による津波被害） 

1831年11月14日 

(天保2年10月11日) 
肥前 6.1 肥前国地大いに震い、佐賀城石垣崩れ、領内潰家多し。 

1889年7月28日 

(明治22年) 
熊本 6.3 

神埼郡斉郷村の水田、四・五町破裂して、黒き小砂噴き出

す。佐賀郡、藤津郡、杵島郡で家屋の倒壊あり。 

1898年8月10～12日 

(明治31年) 

福岡県 

西部 
6.0 糸島地震。唐津でラムネ瓶倒れる。壁面に亀裂。 

1929年8月8日 

(昭和4年) 

福岡県 

雷山付近 
5.1 

佐賀、神埼両郡の所々で壁に亀裂、崖崩れ、三瀬村で器物

の転倒。 

1931年11月2日 

(昭和6年) 
日向灘 7.1 佐賀市で電灯線切断の小被害。 

1946年12月21日 

(昭和21年) 
南海道沖 8.0 

佐賀、神埼、杵島各郡で家屋の倒壊あり。 

佐賀地方も瓦が落ち、煙突が倒れたところもある。 

1966年11月12日 

(昭和41年) 
有明海 5.5 

佐賀市内で棚の上のコップや花瓶落下。 

陶器店の大皿割れる。神埼、唐津でガラス破損。 

1968年4月1日 

(昭和43年) 
日向灘 7.5 

佐賀市及び佐賀、神埼両郡で高圧配電線2か所切断、家庭

用配線9か所切断。 

1987年3月18日 

(昭和62年) 
日向灘 6.6 大きな被害なし。 

2001年3月24日 

(平成12年) 
安芸灘 6.7 大きな被害なし。 

2005年3月20日 

(平成17年) 

福岡県 

北西沖 
7.0 

みやき町で震度6弱を観測、 

人的被害 重傷1名、軽傷14名 

家屋被害 半壊1件、一部損壊136件 

2016年4月14日 

(平成28年) 

熊本 

地方 
6.5 佐賀県南部・北部で震度4を観測 

2016年4月16日 

(平成28年) 

熊本 

地方 

 

7.3 

 

佐賀市、神埼市、上峰町で震度5強を観測 

4月14日からの一連の地震による被害は、重傷者4名、軽

症者9名 

嬉野市内で震度４を観測 

市内の被害は、建物の屋根の崩落、亀裂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計

画と整合 
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頁 修正前 修正後 備考 

15 

～ 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 地震災害予防対策計画 

 

第１節 安全・安心なまちづくり 
  （略） 

第１項  市域保全施設の整備 

１  地盤災害防止施設等の整備 

(1) 治山施設の整備 

（略） 

(2) 砂防施設の整備 

   （略） 

(3) 地滑り防止施設の整備 

        （略） 

(4) 急傾斜地崩壊防止施設の整備 

（略） 

 (5) 土砂災害のソフト対策 

ア 土砂災害警戒区域の指定 

（略） 

イ 土砂災害警戒情報の提供 

    （略） 

(ｱ) 土砂災害警戒情報 

（略） 

(ｲ) 土砂災害緊急情報 

  （追加） 

 

 

 

     ウ 警戒避難体制の整備 

       （略） 

(6) 採石災害防止対策の推進 

           （略） 

(7) 災害危険区域内の災害危険住宅等の移転の推進 

（略） 

(8) 地盤の液状化対策の推進 

市等の公共・公益施設の管理者は、埋立地や旧河道等の液状化のおそれのある箇所を

はじめとして、地形分類や浅部の地盤データの収集とデータベース化の充実等を図ると

ともに、施設の特性を踏まえた技術基準を検討し、その結果に基づいて、地盤改良等に

より液状化の発生を防止する対策や液状化が発生した場合においても施設の被害を防止

する対策等を適切に実施する。 

また、大規模開発に当たっては、十分な連絡・調整を図るものとする。 

さらに、住宅・宅地の液状化対策として、液状化対策に有効な基礎構造等についての

普及をはじめ、（追加）、住民への適切な情報提供等を図る。 

石碑の崩壊 

第２章 地震災害予防対策計画 

 

第１節 安全・安心なまちづくり 
  （略） 

第１項  市域保全施設の整備 

１  地盤災害防止施設等の整備 

(1) 治山施設の整備 

（略） 

(2) 砂防施設の整備 

   （略） 

(3) 地滑り防止施設の整備 

        （略） 

(4) 急傾斜地崩壊防止施設の整備 

（略） 

 (5) 土砂災害のソフト対策 

ア 土砂災害警戒区域の指定 

（略） 

イ 土砂災害警戒情報の提供 

    （略） 

(ｱ) 土砂災害警戒情報 

（略） 

(ｲ) 土砂災害緊急情報 

  大規模な土砂災害が急迫している場合、特に高度な専門的知識及び技術 

が必要な場合は国が、その他の場合は県が緊急調査を行い、被害の想定さ 

れる区域と時期に関する情報（土砂災害緊急情報）を関係市町通知すると 

共に一般に周知する。 

     ウ 警戒避難体制の整備 

       （略） 

(6) 採石災害防止対策の推進 

           （略） 

(7) 災害危険区域内の災害危険住宅等の移転の推進 

（略） 

(8) 地盤の液状化対策の推進 

市等の公共・公益施設の管理者は、埋立地や旧河道等の液状化のおそれのある箇所をは

じめとして、地形分類や浅部の地盤データの収集とデータベース化の充実等を図るとと

もに、施設の特性を踏まえた技術基準を検討し、その結果に基づいて、地盤改良等によ

り液状化の発生を防止する対策や液状化が発生した場合においても施設の被害を防止す

る対策等を適切に実施する。 

また、大規模開発に当たっては、十分な連絡・調整を図るものとする。 

さらに、住宅・宅地の液状化対策として、液状化対策に有効な基礎構造等についての 

普及をはじめ、液状化被害の危険性を示した液状化ハザードマップの作成・公表に努め、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欠落項目を追

加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 
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16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

２  河川、下水道、ため池施設の整備 

(1) 河川関係施設の整備事業の推進 

（略） 

(2) 下水道施設の整備 

（略） 

 (3) ため池施設の整備 

ア ため池の整備の推進 

ため池の管理者は、老朽化の著しいもの又は決壊により著しい災害をもたらす可能性のあるため池に

ついて、現地調査を実施するなど、施設の危険度を判定し、必要があれば補強を実施するなどその適切

な管理に努める。 

イ ため池の危険度の周知等 

ため池の管理者は、堤防決壊時の危険区域について地域市民に周知するとともに、災害時の連絡体制

の整備に努める。 

 
 
 

住民への適切な情報提供等を図る。 

 

２  河川、下水道、ため池施設の整備 

(1) 河川関係施設の整備事業の推進 

（略） 

(2) 下水道施設の整備 

（略） 

 (3) ため池施設の整備 

ア ため池の整備の推進 

ため池の管理者は、適正な管理及び保全に努めるとともに、施設機能の健全度の低いため池の

豪雨、耐震、老朽化対策を実施し、防災機能の維持・補強に努める。 

イ ため池の危険度の周知等 

県は、決壊した場合に人的被害を与えるおそれのある防災重点ため池を選定するとともに、市

と連携して、ため池マップ、浸水想定区域図、ハザードマップを作成・公表し、緊急時の迅速な

避難行動につなげる対策に努める。 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（「農業用ため

池の管理及び保

全に関する法

律」（令和元年７

月１日施行）に

合わせた修正） 
 

19 (2) 臨時ヘリポート（ 追加 ） 

市は、災害応急対策に必要な人員、物資等の集積拠点となる輸送拠点施設等に、災害に活用で 

きる臨時ヘリポートを整備するよう努める。 

 

    （表を追加） 

 

 

 

(2) 臨時ヘリポート（航空機の場外着陸場：１ヵ所） 

市は、災害応急対策に必要な人員、物資等の集積拠点となる輸送拠点施設等に、災害に活用できる 

臨時ヘリポートを整備するよう努める。 

 
場 所 住 所 調整先 

嬉野総合運動公園 嬉野市嬉野町大字下宿甲２８３４ 嬉野市役所 
総務・防災課 

 

 

具体的に航空

機の場外着陸

場位置を追加 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3項 ライフライン施設等の機能の確保 

３  電力施設等の整備 

(1) 九州電力株式会社は、災害対策基本法第39条に基づき定めた「九州電力株式会社防災業務計画」に 

より、電力設備の耐震対策を実施する。 

(2) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア  九州電力株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、更に事

故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合には特別

の巡視）を実施する。 

イ  九州電力株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電事故の

防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

 

第3項 ライフライン施設等の機能の確保 

３  電力施設等の耐震化 

(1) 九州電力送配電株式会社は、災害対策基本法第39条に基づき定めた「九州電力送配電株式会社防 

  災業務計画」により、電力設備の耐震対策を実施する。 

(2) 電気工作物の巡視、点検、調査等 

ア  九州電力送配電株式会社は、電気工作物を常に法令に定める技術基準に適合するように保持し、 

更に事故の未然防止を図るため、定期的に電気工作物の巡視点検（災害発生のおそれがある場合に 

は特別の巡視）を実施する。 

イ  九州電力送配電株式会社は、自家用需要家を除く一般需要家の電気工作物の調査等を行い、感電 

事故の防止を図るほか、漏電等出火にいたる原因の早期発見とその改修に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計

画の修正を受

けて修正 

（分社化によ

る名称変更） 
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21 

 

 

 

 

 

25 

～ 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ バックアップ対策の促進 

    市は、自ら保有するコンピュータシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、災害により情報 

システムに障害が発生した場合であっても、業務の中断を防止し、また、それを早期に復旧できるようICT部 

門の業務継続計画（追加）の策定に努める。また、企業等における安全確保に向けての自発的な取り組みを促 

進する。 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
 

第１項  情報の収集・連絡体制及び応急体制の整備等 

    （略） 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(1) 関係機関相互の連絡体制の整備 

（略） 

(2) 多様な情報収集手段の整備 

    市及び各防災関係機関は、機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、車両など多様 

な情報収集手段を活用できる体制を構築するとともに、ヘリコプター映像伝送システム、 
（追加）、固定カメラ等による画像情報の収集・連絡システムの整備を推進するものとす

る。 
また、衛星携帯電話、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線等の通信手段を整備 

することにより、報道機関、民間企業、市民等からの情報など多様な災害関連情報の収集体制の整 

備に努める。 

さらに、県は、被災市町から県への被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員 

が被災市町の情報収集のため被災地に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような 

手段で収集するかなどをあらかじめ定めるものとする。 

(3) 被災者等に対する情報伝達体制の整備等    

      市及び防災関係機関は、地震に関する情報及び被災者に対する生活情報を（追加）常に伝達で

きるよう、その体制及び施設・設備の整備を図るとともに、被災者に対して必要な情報が確実に

伝達・共有されるよう情報伝達の祭の役割・責任等の明確化に努めるものとする。 

     また、要配慮者、災害により孤立する危険のある地域の被災者、旅行者等情報入手が困難な者

に十分配慮しながら、報道機関に加え、防災行政無線のほか携帯端末の緊急速報メール、防災ネ

ットあんあん、ソーシャルメディア、Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コ

ミュニティＦＭ）、ワンセグ放送等を活用し、警報等の住民への伝達手段の多重化・多様化に努め

るものとする。 

       （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ バックアップ対策の促進 

    市は、自ら保有するコンピュータシステムやデータのバックアップ対策を講じるとともに、災害により情報 

システムに障害が発生した場合であっても、業務の中断を防止し、また、それを早期に復旧できるようＩＣＴ 

部門の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定に努める。また、企業等における安全確保に向けての自発的な取り組み 

を促進する。 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 
 

第１項  情報の収集・連絡体制及び応急体制の整備等 

（略） 

１ 情報の収集、連絡・伝達体制の整備 

(2) 関係機関相互の連絡体制の整備 

（略） 

(2) 多様な情報収集手段の整備 

   市及び各防災関係機関は、機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、車両など多様

な情報収集手段を活用できる体制を構築するとともに、ヘリコプター映像伝送システム、ドロ

ーン、固定カメラ等による画像情報の収集・連絡システムの整備を推進するものとする。 
また、衛星携帯電話、衛星通信、インターネットメール、防災行政無線等の通信手段を整備

することにより、報道機関、民間企業、市民等からの情報など多様な災害関連情報の収集体制の整

備に努める。 

さらに、県は、被災市町から県への被災状況の報告ができない場合を想定し、県職員が

被災市町の情報収集のため被災地に赴く場合に、どのような内容の情報をどのような手段

で収集するかなどをあらかじめ定めるものとする。 

(3) 被災者等に対する情報伝達体制の整備等    

    市及び防災関係機関は、地震に関する情報及び被災者に対する生活情報を大規模停電時も含め常

に伝達できるよう、その体制及び施設・設備の整備を図るとともに、被災者に対して必要な情報が

確実に伝達・共有されるよう情報伝達の祭の役割・責任等の明確化に努めるものとする。 

   また、要配慮者、災害により孤立する危険のある地域の被災者、旅行者等情報入手が困難な者に

十分配慮しながら、報道機関に加え、防災行政無線のほか携帯端末の緊急速報メール、防災ネット

あんあん、ソーシャルメディア、Ｌアラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニ

ティＦＭ）、ワンセグ放送等を活用し、警報等の住民への伝達手段の多重化・多様化に努めるととも

に、情報の地図化等による伝達手段の高度化とともに災害情報を被災者等へ速やかに伝達する手段

の確保に努めるものとする。 

      電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被害情報等の伝達に係

る体制の整備に努めるものとする。 

   電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利用者への周囲に努めるとと

もに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情報提供体制の整備を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県地域防災計

画の修正を受

けて修正 

（他計画と表

現を統一） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防砂

計画の修正を

受けて修正 

（佐賀県豪雨

の教訓） 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項  情報の収集、連絡・伝達及び応急体制の整備等 

 

４ 災害情報提供システムの整備 

(1) 災害情報提供システム 

(2) 主な災害情報提供システム 

 
 

【 防 災 情 報 連 絡 系 統 図 】 
 

第２節  災害応急対策、復旧・復興に資する効果的な備えの推進 

 

第１項  情報の収集・連絡体制及び応急体制の整備等 

 

４ 災害情報提供システムの整備 

(1) 災害情報提供システム 

(2) 主な災害情報提供システム 

 
 

【 防 災 情 報 連 絡 系 統 図 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県防災航空

センターの整

備に伴う修正） 

 

 

 

河川情報 

注警報、地震、 
津波警報等 

地上系 
(無線・光) 
津波情報 

県警ヘリコプター  

衛星通信 

佐賀県庁 

 

消防防災課 

 

市町 
（20） 

消防本部 
（5） 

衛星可搬局 

県ダム管理所(12) 

佐賀地方 
気象台 

全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量観測局 
水位観測局 
潮位風向局 

県庁新館 
高所カメラ（１） 

県土木事務所等(8) 
全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量ﾚｰﾀﾞ  ー
河川情報ｾﾝﾀ  ー
県総合庁舎 

河川情報 

注警報、地震、 
津波警報等 

地上系 
(無線・光) 
津波情報 

県警ヘリコプター 
 

衛星通信 

佐賀県庁 

 

消防防災課 

 

市町 
（20） 

消防本部 
（5） 

衛星可搬局 

県ダム管理所(12) 

佐賀地方 
気象台 

全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量観測局 
水位観測局 
潮位風向局 

県庁新館 
高所カメラ（１） 

県土木事務所等(8) 
全県水防ﾃﾚﾒ ﾀー  ー
雨量ﾚｰﾀﾞ  ー
河川情報ｾﾝﾀ  ー
県総合庁舎 

県消防防災ヘリコプター 
県警察ヘリコプター 
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31 

 

 

 

 

６ 情報の分析整理 

市は、収集した情報を的確に分析整理するため、人材の育成を図るとともに、必要に応

じ専門家の意見を活用できるよう努める。 

また、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の収集、蓄積に努め、

総合的な防災情報を網羅した各種災害におけるハザードマップ、防災マップの作成等によ

る災害危険性の周知等に生かすほか、（追加）必要に応じ、災害対策を支援する地理情報シ

ステムの構築について推進を図る。 

さらに、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分

析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 

 

 

６ 情報の分析整理 

市は、収集した情報を的確に分析整理するため、人材の育成を図るとともに、必要に応じ専

門家の意見を活用できるよう努める。 

また、平常時より自然情報、社会情報、防災情報等の防災関連情報の収集、蓄積に努め、総

合的な防災情報を網羅した各種災害におけるハザードマップ、防災マップの作成等による災害

危険性の周知等に生かすものとする。 

市及び県は、それらの情報について関係機関の利用の促進が円滑に実施されるよう、情報の

データベース化、オンライン化、ネットワーク化に努める。 

また、必要に応じ、災害対策を支援する地理情報システムの構築について推進を図る。 

さらに、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確に分析・整

理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

 
 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（H29.4 版）に

て修正） 
 

 

33 第２項 防災活動体制の整備 

１  非常参集体制の整備 

(1) 市職員の参集体制の整備 

（略） 

(2) 防災関係機関の参集体制の整備 

            （略） 

(3) 応急活動マニュアル等の作成 

     （略） 

(4) 人材育成・確保 

ア （略） 

イ 市（追加）は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、（追加）退職者（追加）

の活用等人材確保方策を整えるように努めるものとする。 

 

 

 

(5) （追加） 

 

第２項 防災活動体制の整備 

１  非常参集体制の整備 

(1) 市職員の参集体制の整備 

（略） 

(2) 防災関係機関の参集体制の整備 

            （略） 

(3) 応急活動マニュアル等の作成 

     （略） 

(4) 人材育成・確保 

ア （略） 

イ 市及び県、ライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災

害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制

の整備に努めるものとする。また、市及び県は、退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も

含む。）の活用や、民間の人材の任期付き雇用等の人材確保策をあらかじめ整えるように

努めるものとする。 

(5) 女性の視点による災害対応力の強化 

    市は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について庁内及び避難所等 

における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地域における防災活動の推進拠点とな 

るよう、平常時及び災害時における男女共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割につ 

いて、防災担当部局と男女共同参画部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

２  災害対策本部室等の整備 

(1) 災害対策本部室等 

ア 市は、防災活動の中枢機関となる災害対策本部及び現地災害対策本部等を設置する本庁舎等 

について、（追加）情報通信機器の機能充実を図るとともに、耐震診断を実施し、必要があれば、 

施設・設備等の耐震性の強化を図る。 

さらに、地震により本庁舎等が使用できない場合に、その代替機能を備えた活動拠点を予め 

確保しておく。 

     イ （略） 

２  災害対策本部室等の整備 

(1) 災害対策本部室等 

ア 市は、防災活動の中枢機関となる災害対策本部及び現地災害対策本部等を設置する本庁舎等 

について、土砂災害警報区域の危険箇所等に配慮しつつ、情報通信機器の機能充実を図るとと 

もに、耐震診断を実施し、必要があれば、施設・設備等の耐震性の強化を図る。 

さらに、地震により本庁舎等が使用できない場合に、その代替機能を備えた活動拠点を予め 

確保しておく。 

      イ （略） 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 食料等の確保 

（略） 

(3) 非常用電源の確保 

市及び消防機関並びに災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、地震災害が発生した場合、電 

気が途絶することも予想されるため、（追加）非常用電源施設LPガス災害バルク、等の整備を図り、

十分な期間（追加）の発電が可能となるような燃料の備蓄及び平常時からの点検等に務めるものと

する。 

(4) 非常用通信手段の確保 

市及び消防機関並びに災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、地震災害が発生した場合、通 

信が途絶することも予想されるため、平常時より（追加）非常用通信手段の確保を図るものとする。

防災関係機関に対し、地震災害時における情報連絡手段としての非常通信の有効性及び利用促進に

ついて普及・啓発を図る。 

 

 

 

(2) 食料等の確保 

（略） 

(3) 非常用電源の確保 

市及び消防機関並びに災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、地震災害が発生した場合、電 

気が途絶することも予想されるため、代替エネルギーシステムや電気自動車の活用を含め非常用電 

源施設LPガス災害バルク、等の整備を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能となるよう 

な燃料の備蓄及び平常時からの点検等に務めるものとする。 

(4) 非常用通信手段の確保 

市及び消防機関並びに災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は、地震災害が発生した場合、通 

信が途絶することも予想されるため、平常時より、衛星通信等非常用通信手段の確保を図るものと 

する。防災関係機関に対し、地震災害時における情報連絡手段としての非常通信の有効性及び利用 

促進について普及・啓発を図る。 

 
 
 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

35 

～ 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ （追加） 

 

 

 

 

 

５  災害の未然防止 

          （略） 

   ６ 業務継続性の確保 

    (1) 市及び防災関係機関は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継

続のため、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事

前の準備体制と事後の対応力強化を図る必要があることから、業務継続計画（追加）の

策定等により業務継続体制の確保を図るものとする。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される 災害の特性等

を踏まえつつ、必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練

等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏

まえた改訂などを行うものとする。 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこ

ととなるため、業務継続計画（追加）の策定等にあたっては、少なくとも市長不在時の

明確な代行順位及び職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特

定、電気・水・食料等の確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要

な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務の整理について定めておくものと

する。 

(2) （略） 

７ 災害活動スタッフのバックアップ体制の構築 

     （略） 

８ 救援活動拠点の確保 

     （略） 

５ 道の駅防災拠点の整備 

  市は、防災機能を有する道の駅を地域の防災拠点として位置づけ、その機能強化に努める。 

≪主な機能≫ 

○ 避難所、備蓄施設 

○ 避難場所としての広場 

○ 情報通信機器 

６  災害の未然防止 

          （略） 

   ７ 業務継続性の確保 

    (1) 市及び防災関係機関は、災害発生時の応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継

続のため、災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事

前の準備体制と事後の対応力強化を図る必要があることから、業務継続計画（ＢＣＰ）

の策定等により業務継続体制の確保を図るものとする。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、地域や想定される 災害の特性等

を踏まえつつ、必要な資源の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練

等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の評価・検証等を踏

まえた改訂などを行うものとする。 

市は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体として重要な役割を担うこ

ととなるため、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等にあたっては、少なくとも市長不在時

の明確な代行順位及び職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の

特定、電気・水・食料等の確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重

要な行政データのバックアップ並びに非常時優先業務の整理について定めておくもの

とする。 

(2) （略） 

８ 災害活動スタッフのバックアップ体制の構築 

（略） 

９ 救援活動拠点の確保 

（略） 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

採番の修正 
 
採番の修正 
 
 

県地域防災計

画の修正を受

けて修正 

（他計画と表

現を統一） 

 

県地域防災計

画の修正を受

けて修正 

（他計画と表

現を統一） 

 

 

採番の修正 
 

採番の修正 
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36 

～ 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  相互の連帯体制、広域防災体制の強化 

（略） 

１  市町間の相互応援 

（略） 

 

≪災害時の相互応援協定≫ 

市 町 名 締 結 年 月 日 備      考 

波佐見町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

川棚町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

東彼杵町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

鹿島市 Ｈ２３． ８．３１ 鹿島市において協定 

太良町 Ｈ２３． ８．３１ 鹿島市において協定 

武雄市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

大村市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

諫早市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

長崎市 Ｈ２３．１１．２０ 諫早市において協定 

佐賀県及び 

県内市町 
Ｈ２４． ３．３０ 佐賀県庁において協定 

 

２  防災関係機関等との相互協力 

（略） 

３ 保健医療分野の受援体制 

（略） 

４  相互協力協定等の締結促進 

       (1) 各防災関係機関は、災害時に相互連携し、円滑な防災活動が行われるよう、予め相互協力につい

て定めるとともに、必要に応じて、民間団体等との協力協定等の締結を進める。 

     （追加） 

 

 

     (2) （略） 

 

≪大規模災害時の応援協定≫ 

機 関 名 締 結 年 月 日 備      考 

国土交通省 

九州整備局 
Ｈ２３．１０．２４ 嬉野市において協定 

 

５  消防相互応援協定（消防組織法第３９条） 

 

第３項  相互の連帯体制、広域防災体制の強化 

（略） 

１  市町間の相互応援 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表削除 

≪現在締結している提携等≫に転記し、一括表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  防災関係機関等との相互協力 

（略） 

３ 保健医療分野の受援体制 

（略） 

４  相互協力協定等の締結促進 

       (1) 各防災関係機関は、災害時に相互連携し、円滑な防災活動が行われるよう、予め相互協力につい

て定めるとともに、必要に応じて、民間団体等との協力協定等の締結を進める。 

      市及び県は、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公共団体から

の物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し速やかに災害対応を実施できるよ

う、相互応援協定の締結に努めるものとする。 

     (2) 市は、「大規模災害時の相互応援に関する協定」及び「消防相互応援協定」締結都市との相互連携

により防災に関し、充実発展を期する。 

 

表削除 

≪現在締結している提携等≫に転記し、一括表示 

 

 

 

５  消防相互応援協定（消防組織法第３９条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災に係る協

定を一覧表示

するため転記

(P38～40) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

防災に係る協

定を一覧表示

するため転記

(P38～40) 
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37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《消防相互応援協定都市一覧》 

士 町 名 締 結 年 月 日 備      考 

鹿島市 Ｈ１８． ４． １ 嬉野市において協定 

白石町 Ｈ１８． ４． １ 嬉野市において協定 

武雄市 Ｈ１９． ４． １ 嬉野市において協定 

波佐見町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

川棚町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

東彼杵町 Ｈ２３． ８．１８ 東彼杵町において協定 

 

 

６ 受援計画の策定 

     各防災関係機関は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の防災関係機関から応援を受け

ることができるよう、応援計画や受援計画の策定に務めるものとし、応援先、受援先の指定、応援・

受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、

応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備を整えるものとする。 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表削除 

≪現在締結している提携等≫に転記し、一括表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 受援計画の策定 

     各防災関係機関は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の防災関係機関から応援を受け

ることができるよう、応援計画や受援計画の策定に務めるものとし、応援先、受援先の指定、応援・

受援に関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機関の活動拠点、

応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備を整えるものとする。 

     市及び県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員等を迅速・的確に受け入れて情報共有や各種

調整等を行うための受援体制の整備に努めるものとする。特に、庁内全体及び各業務担当部署におけ

る受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保を行うものとする。 

     また、市及び県は、訓練等を通じて、被災市町村応援職員確保システムを活用した応援職員の受け

入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災に係る協

定を一覧表示

するため転記

(P38～40) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

62 
 

頁 修正前 修正後 備考 

38 

～ 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現在締結している協定等≫ 

 

 

 

 

区分 協定名[所轄部署] 協定締結の相手方 協定締結年月日[場所] 

国 
嬉野市における大規模な災害時の応援に

関する協定[総務課] 

国土交通省 

九州整備局 
平成23年10月24日 

自治体 

災害時の相互支援協定 

[総務課] 

波佐見町・川棚町 

・東彼杵町 
平成23年 8月18日 

鹿島市・太良町 平成23年 8月31日 

武雄市・大村市・ 

諫早市 
平成23年11月20日 

佐賀県・市町災害時相互応援協定 

[総務課] 

佐賀県 

及び県内20市町 
平成24年 3月30日 

九州新幹線西九州ルート沿線５市災害応

援協定[総務課] 

武雄市・大村市・諫早

市・長崎市 
平成23年11月20日 

消防相互応援協定[総務課] 
波佐見町・川棚町 

・東彼杵町 
平成23年 8月18日 

原子力災害時における住民の広域避難に

関する覚書 
伊万里市 平成27年 4月 1日 

佐賀県情報基盤整備事業（雨量局）の維

持管理に関する協定 
佐賀県知事 平成20年 6月30日 

通信 

特設公衆電話の設置・利用・管理等に関

する覚書[総務課] 

西日本電信電話株式会

社 
平成26年 5月26日 

嬉野市防災行政無線通信施設遠隔制御装

置の管理及び運用に関する協定[総務・防

災課] 

杵藤地区広域市町村圏

組合 
平成30年10月30日 

救出・救助 
佐賀県防災航空隊の運営に関する協定

[総務・防災課] 

佐賀県・県内市町・消

防組合 
令和元年10月31日 

避難所 

災害時における避難所施設使用に関する

覚書[総務課] 

佐賀県立嬉野高等 

学校 
平成25年 3月 4日 

災害時における一時避難所施設使用に関

する覚書[総務課] 

佐賀県立塩田工業高等

学校 
平成25年 3月 4日 

 

 

 

確認の容易性

を追求し、防災

関連協定を一

覧表示 
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頁 修正前 修正後 備考 

 38 

～ 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現在締結している協定等≫ 

 

 

 

 

 

 

 

区分 協定名[所轄部署] 協定締結の相手方 協定締結年月日[場所] 

福祉 

避難所 

災害発生時における福祉避難所の設置運

営に関する協定 

[総務・防災課] 

特別養護老人ホーム済

昭園 
平成24年 4月 1日 

特別養護老人ホーム済

昭園・清涼館 
平成24年 4月 1日 

ケアホーム美笑庵（済

昭園） 
平成24年 4月 1日 

佐賀県立嬉野高等学校

（塩田校舎） 
平成28年 9月12日 

佐賀県立うれしの特別

支援学校 
平成28年 9月12日 

特別養護老人ホームう

れしの 
平成24年 4月 1日 

佐賀県立嬉野高等学校

（嬉野校舎） 
平成28年 9月12日 

資機材 

非常用バッテリー対応型自動販売機の設

置に関する協定[総務課] 

コカ・コーラウエスト

株式会社 
平成24年 1月24日 

災害時における自動販売機無償提供に関

する覚書[新幹線・まちづくり課] 
（株）伊藤園  

燃料等 

災害時におけるＬＰガス等供給協力に関

する協定[総務課] 

佐賀県ＬＰガス協 

会嬉野支部・ 

佐賀県ＬＰガス協会鹿

島支部 

平成26年 2月18日 

嬉野市災害復旧に関する覚書[総務・防災

課] 
九州電力株式会社 令和元年12月20日 

佐賀県内住民の安全及び安心に係る原子

力防災高度化に関する協定[総務・防災

課] 

九州電力株式会社 平成25年 8月26日 

建築業 
災害時における応急対策に関する協定

[総務課、建設・農林整備課] 

嬉野町建設業協同組合 平成25年 7月31日 

塩田町建設業協会 平成29年 8月 1日 

 

確認の容易性

を追求し、防災

関連協定を一

覧表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

64 
 

頁 修正前 修正後 備考 

 38 

～ 

40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪現在締結している協定等≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 協定名[所轄部署] 協定締結の相手方 協定締結年月日[場所] 

放送・報道 

防災行政無線の有線テレビ局専用チャン

ネルでのテロップ放送にかかる協定（災

害時における緊急情報放送に関する協

定）[総務] 

株式会社テレビ九 

州・藤津ケーブルビジ

ョン株式会社 

平成26年 4月 1日 

放送・報道 ヤフー災害協定[総務・防災課] ヤフー株式会社 令和２年４月１日 

廃棄物 

地震等大規模災害時における災害廃棄物

の処理等の協力に関する協定[環境下水

道課] 

一般社団法人佐賀県産

業資源環境協会 
令和元年8月21日 

災害時における一般廃棄物収集運搬に係

る支援協力に関する協定書[環境下水道

課] 

藤鹿地区環境整備事業

協同組合 
令和元年8月5日 

その他 

佐賀県市長会と佐賀県弁護士会における

「災害時における連携協力に関する協

定」[総務・防災課] 

佐賀県市町会 

佐賀県弁護士会 
平成31年4月25日 

災害発生時における嬉野市と嬉野市関係

郵便局の協力に関する協定[総務課] 

嬉野・塩田・吉田・久

間・大草野・五町田・

武雄郵便局 

平成28年 6月 1日 

嬉野市ボランティアセンターの設置及び

運営に関する協定[総務・防災課] 

社会福祉法人 嬉野市

社会福祉協議会 
令和2年10月28日 

 

確認の容易性

を追求し、防災

関連協定を一

覧表示 
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頁 修正前 修正後 備考 

40 

～ 

41 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項 応急復旧及び二次災害の防止活動 

 

１ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

防災関係機関は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等との間で協定を締 

結するなど、連携強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急 

対策等が行えるように努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては、（追加）、実効 

性の確保に留意するものとする。 また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災 

情報の整理、支援物資の管理・輸送等）については、あらかじめ民間事業者との間で協定を締 

結しておく、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間 

事業者のノウハウや能力等を活用するものとする。 

市及びライフライン事業者は、被災施設・設備の迅速な応急復旧を図るため、あらかじめ、 

図面等のデータの保存、情報収集・連絡体制、活動体制、広域応援体制等の確立に努め、特に 

人命に関わる重要施設、（追加）に対しては、早期に復旧できるよう体制等を強化するものと 

する。 

 

第４項 応急復旧及び二次災害の防止活動 

 

１ 迅速かつ円滑な応急復旧体制の確立 

防災関係機関は、平常時から国、他の地方公共団体等関係機関や、企業等との間で協定を締 

結するなど、連携強化を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急 

対策等が行えるように努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては、訓練等を通じ 

て、発災時の連絡先、要請手続き等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。

     また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸 

送等）については、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用 

可能な民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間事業者のノウハウや能力等を活用 

するものとする。 

市及びライフライン事業者は、被災施設・設備の迅速な応急復旧を図るため、あらかじめ、 

図面等のデータの保存、情報収集・連絡体制、活動体制、広域応援体制等の確立に努め、特に 

人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライン施設については、早期に復旧できるよう 

体制等を強化するものとする。  

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版にて 
修正 
 

 

 

 

 

 

 

 

41 

 

 

２ 資機材等の確保 

市及びライフライン事業者は、地震災害の発生に備えるため、二次災害の防止や応急

復旧に必要な各種資機材の保管状況について平常時から把握しておくよう努める。 

市及びその他の防災関係機関は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有

用な資機材（追加）、地域内の備蓄量、公的機関、供給事業者等の保有量を把握した上で、

不足が懸念される場合には、関係機関や民間事業者との連携に努めるものとする。 

（追加） 

 

 

 

２ 資機材等の確保 

市及びライフライン事業者は、地震災害の発生に備えるため、二次災 

害の防止や応急復旧に必要な各種資機材の保管状況について平常時から 

把握しておくよう努める。 

市及びその他の防災関係機関は、燃料、発電機、建設機械等の応急・ 

復旧活動時に有用な資機材について、地域内の備蓄量、公的機関、供給 

事業者等の保有量を把握した上で、不足が懸念される場合には、関係機 

関や民間事業者との連携に努めるものとする。 

 なお、燃料については、あらかじめ石油販売業者と燃料の優先供給について協定の締結 

を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努めるものとする。 

市及び県は、随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害

協定の締結を推進するものとするとともに、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等の担

い手の確保・育成に取り組むもの尾する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 
国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

42 

 

 

第５項 救助・救急、消防及び保健医療活動体制の整備 

    （略） 

１  救助活動体制の整備 

（略） 

(1) 警察災害派遣隊の充実強化 

（略） 

(2) 緊急消防援助隊の充実強化 

（略） 

(3) ヘリコプターによる救助体制の整備 
県は、風水害時に、ヘリコプターによる広域的かつ機動的な救助や、災害応急対策の

ための人員・物資の搬送が実施できるよう、航空防災体制の整備に努める。 
 

 

 

第５項 救助・救急、消防及び保健医療活動体制の整備 

（略） 

１  救助活動体制の整備 

（略） 

(1) 警察災害派遣隊の充実強化 

（略） 

(2) 緊急消防援助隊の充実強化 

（略） 

(3) ヘリコプターによる救助体制の充実強化 
県は、風水害時に、ヘリコプターによる広域的かつ機動的な救助や、 

災害応急対策のための人員・物資の搬送が実施できるよう、航空防災 
体制の強化に努める。 

 

 

 

 

 

県地域防災計

画の修正を受

けて修正 

（県防災航空セ

ンターの整備に

伴う修正） 

43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６項  緊急輸送活動 

 

１  緊急輸送ネットワークの形成及び輸送機能の強化 

      （略） 

（1）県指定の輸送拠点施設 

被災地外からの救援物資の受入れ、一時保管、積み替え・配送等の輸送拠点として、次の地区 

が指定されている。 

 

        ≪輸送拠点≫ 

佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館 佐賀市 

唐津市文化体育館 唐津市 

佐賀県競馬場 鳥栖市 

伊万里市国見台公園（伊万里勤労青少年体育センター） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６項  緊急輸送活動 

 

１  緊急輸送ネットワークの形成及び輸送機能の強化 

  （略） 

（1）県指定の輸送拠点施設 

被災地外からの救援物資の受入れ、一時保管、積み替え・配送等の輸送拠点として、次の地区 

が指定されている。 

 

        ≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐賀市 

唐津市文化体育館 唐津市 

佐賀競馬場 鳥栖市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県条例改正 

に伴う名称 
変更） 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（誤記入を 

修正） 
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45 

～ 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７項  避難及び情報提供活動 

１  避難計画 

(1) 全庁をあげた体制の構築 

（略） 

(2) 指定緊急避難場所及び指定避難所 

         市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される大害等を踏まえ、公園、公民館、学校等の公共施

設等を対象に、施設の管理者の同意を得たうえで、次の基準により、災害の危険が切迫した緊急時

において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難生活を送るための指定避難所につ

いて、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、日頃から住民等へ周知徹底を図るものとする。 

特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害にお

いては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から市民等への周

知徹底に努めるものとする。 

また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づ

く災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示

するよう努めるものとする。あわせて、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見

方に関する周知に努めるものとする。 

      市は、一般の指定避難所では、生活することが困難な高齢者、障がい者、乳幼児などの要配慮者

のため、必要に応じて福祉避難所に指定するように努めるものとする。 

      また、携帯電話等通信手段がない避難者でも家族等への安否情報が発信できるよう、日本電信電

話株式会社が提供する【災害時優先電話】を指定避難所に設置して、避難所生活における安全・安

心を確保する。 

ア  指定緊急避難場所 

（略） 

     イ 指定避難所 

      (ｱ) 指定基準 

       ａ 市は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を受け

入れること等が可能な構造又は施設であって、想定される影響が比較的少なく災害救助物資

等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお、福祉避難所として配

慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するため

の措置が講じられ（追加）、相談等の支援を受けることができる体制が整備（追加）されて

いるもの等を指定すること。また、指定緊急避難所と指定避難所は相互に兼ねることができ

る。 

 

        ｂ （略） 

        ｃ （略） 

(ｲ) 機能の強化 

   市は、予め指定避難場所の機能の強化を図るため、次の対策を進める。対策に当たっては、

要配慮者、男女双方の視点並びに家庭動物を連れて避難する人がいることなど地域の実情に応

じて居住空間に配慮する。 

   また、（追加）指定避難所の物資等の備蓄に当たっては、「県・市町の物資に関する連携備蓄

体制整備要領」に基づき、県・市において整備するものとする。 

 

 

 

第７項  避難及び情報提供活動 

１  避難計画 

(1) 全庁をあげた体制の構築 

（略） 

(2) 指定緊急避難場所及び指定避難所 

         市は、地域的な特性や過去の教訓、想定される大害等を踏まえ、公園、公民館、学校等の公共施

設等を対象に、施設の管理者の同意を得たうえで、次の基準により、災害の危険が切迫した緊急時

において安全が確保される指定緊急避難場所及び被災者が避難生活を送るための指定避難所につ

いて、必要な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、日頃から住民等へ周知徹底を図るものとする。 

特に、指定緊急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害にお

いては当該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から市民等への周

知徹底に努めるものとする。 

また、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づ

く災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示

するよう努めるものとする。あわせて、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見

方に関する周知に努めるものとする。 

      市は、指定避難所の一般避難スペースでは、生活することが困難な高齢者、障がい者、乳幼児な

どの要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所に指定するように努めるものとする。 

      また、携帯電話等通信手段がない避難者でも家族等への安否情報が発信できるよう、日本電信電

話株式会社が提供する【災害時優先電話】を指定避難所に設置して、避難所生活における安全・安

心を確保する。 

ア  指定緊急避難場所 

（略） 

     イ 指定避難所 

      (ｱ) 指定基準 

       ａ 市は、被災者を滞在させるために必要となる適切な規模を有し、速やかに被災者等を受け

入れること等が可能な構造又は施設であって、想定される影響が比較的少なく災害救助物資

等の輸送が比較的容易な場所にあるものを指定するものとする。なお、福祉避難所として配

慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用を確保するため

の措置が講じられており、また、災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受

けることができる体制が整備され、主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能

な限り確保されるものを指定すること。また、指定緊急避難所と指定避難所は相互に兼ねる

ことができる。 

        ｂ （略） 

        ｃ （略） 

(ｲ) 機能の強化 

   市は、予め指定避難場所の機能の強化を図るため、次の対策を進める。対策に当たっては、

要配慮者、男女双方の視点並びに家庭動物を連れて避難する人がいることなど地域の実情に応

じて居住空間に配慮する必要がある。 

   また、新型コロナウィルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の 

対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテ 

ルや旅館等宿泊施設の活用を含めて検討するよう努めるものとする。 

なお、指定避難所の物資等の備蓄に当たっては、「県・市町の物資に関 
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46 

 

 

 

ａ 必要に応じ、換気、照明など良好な生活環境を確保するための設備の整備（追加） 

 

ｂ （略） 

ｃ （略） 

ｄ 指定避難所又はその近傍での地域完結型備蓄施設の確保、及び食料、常備薬、（追加）、炊

き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄・供給体制の確立 

ｅ （略） 

ｆ （略） 

 

 

 

 

する連携備蓄体制整備要領」に基づき、県・市において整備するものとす 

る。 

ａ 必要に応じ、換気、照明など良好な生活環境を確保するための設備の整備とともに必要に

応じた電力容量の拡大 

ｂ （略） 

ｃ （略） 

ｄ 指定避難所又はその近傍での地域完結型備蓄施設の確保、及び食料、常備薬、マスク、消

毒液、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資の備蓄・供給略体制の確立 

ｅ （略） 

ｆ （略） 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定避難所等一覧表 

（避難所の種類は、指定避難所を「指」、指定緊急避難場所を「緊」と表示し、災害種別は、浸水害を「水」、

土砂災害を「土」、台風を「風」と表示する。） 

 
≪塩田町≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

種類 公 共 施 設 名 行 政 区 収容人員 管 理 者 
指・緊 嬉野市塩田保健センター 塩田 １００ 市 長 

指・緊 嬉野市ふれあいセンター 本谷 ２４ 市 長 

指・緊 久間地区地域コミュニティーセンター 光武 ２６ 市 長 

指・緊 大草野研修センター 大草野辺田 ２７ 市 長 

指・緊 嬉野市コミュニティーセンター（楠風館） 五町田第４ ３７２ 市 長 

指・緊 五町田小学校 五町田第２ ２４９ 学校長 

指・緊 久間小学校 北下久間 ２４８ 学校長 

指・緊 塩田小学校 宮ノ元 ２６１ 学校長 

指・緊 塩田中学校 原町 ５１３ 学校長 

指・緊 嬉野市社会文化会館 袋 ５００ 市 長 

指・緊 佐賀県立嬉野高等学校(塩田校舎) 町分 ５０７ 学校長 

指定避難所等一覧表 

（避難所の種類は、指定避難所を「指」、指定緊急避難場所を「緊」と表示し、災害種別は、浸水害を「水」、

土砂災害を「土」、台風を「風」と表示する。） 

 
≪塩田町≫ 

種類 公 共 施 設 名 行 政 区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 嬉野市塩田保健センター 塩田 ２５ １００ 市 長 

指・緊 嬉野市ふれあいセンター 本谷 ６ ２４ 市 長 

指・緊 久間地区地域コミュニティーセンター 光武 ６ ２６ 市 長 

指・緊 大草野研修センター 大草野辺田 ６ ２７ 市 長 

指・緊 嬉野市ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ（楠風館） 五町田第４ ９３ ３７２ 市 長 

指・緊 五町田小学校 五町田第２ ６２ ２４９ 学校長 

指・緊 久間小学校 北下久間 ６２ ２４８ 学校長 

指・緊 塩田小学校 宮ノ元 ６５ ２６１ 学校長 

指・緊 塩田中学校 原町 １２８ ５１３ 学校長 

指・緊 嬉野市社会文化会館 袋 １２５ ５００ 市 長 

指・緊 佐賀県立嬉野高等学校(塩田校舎) 町分 １２６ ５０７ 学校長 

 

 

 

 

 

コロナ等感染症

対策を考慮した

収容人員を併記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○感染症対策有：１人当たり占有面積を８㎡で計算（通路を考慮） 
○感染症対策無：１人当たり占有面積を２㎡で計算（通路なし） 
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≪嬉野町≫ 

種類 公 共 施 設 名 行政区 収容人員 管 理 者 
指・緊 嬉野市文化センター 温泉２区 ３８９ 市 長 
指・緊 不動ふれあい体育館 中不動 １９３ 市 長 
指・緊 嬉野市中央体育館 温泉２区 ６０５ 市 長 
指・緊 うれしの市民センター 温泉２区 １０５ 館 長 
指・緊 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 １００ 会 長 
指・緊 嬉野市吉田公民館 真上吉田 １００ 館 長 
指・緊 嬉野小学校 温泉２区 ４８５ 学校長 
指・緊 轟小学校 下岩屋１区 ３６０ 学校長 
指・緊 吉田小学校 真上吉田 ４４３ 学校長 
指・緊 大草野小学校 式浪 ２８４ 学校長 
指・緊 大野原小中学校 大野原 ２０２ 学校長 
指・緊 嬉野中学校 下宿 ５３９ 学校長 
指・緊 吉田中学校 真上吉田 ２８９ 学校長 
指・緊 佐賀県立嬉野高等学校（嬉野校舎） 下宿 ９５５ 学校長 
緊 みゆき記念館 下宿 ７０ 市 長 

緊 みゆきクラブハウス 下宿 ４０ 市 長 
緊 みゆき球場内室内 下宿 ５０ 市 長 
緊 みゆき球場 下宿 ５０ 市 長 
緊 みゆきドーム 下宿 ５００ 市 長 

計 指定避難所：25 ｹ所【総数7,876人（塩田町2,827、嬉野町5,049）】 

指定緊急避難場所：30 ｹ所【総数8,586人（塩田町2,827、嬉野町5,759）】  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪嬉野町≫ 

種類 公 共 施 設 名 行政区 
収容人員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 嬉野市文化センター 温泉２区 ９７ ３８９ 市 長 
指・緊 不動ふれあい体育館 中不動 ４８ １９３ 市 長 
指・緊 嬉野市中央体育館 温泉２区 １５１ ６０５ 市 長 
指・緊 うれしの市民センター 温泉２区 ２６ １０５ 館 長 
指・緊 嬉野市嬉野老人福祉ｾﾝﾀ  ー 湯野田 ２５ １００ 会 長 
指・緊 嬉野市吉田公民館 真上吉田 ２５ １００ 館 長 
指・緊 嬉野小学校 温泉２区 １２１ ４８５ 学校長 
指・緊 轟小学校 下岩屋１区 ９０ ３６０ 学校長 
指・緊 吉田小学校 真上吉田 １１０ ４４３ 学校長 
指・緊 大草野小学校 式浪 ７１ ２８４ 学校長 
指・緊 大野原小中学校 大野原 ５０ ２０２ 学校長 
指・緊 嬉野中学校 下宿 １３４ ５３９ 学校長 
指・緊 吉田中学校 真上吉田 ７２ ２８９ 学校長 

指・緊 
佐賀県立嬉野高等学校 
（嬉野校舎） 下宿 ２３８ ９５５ 学校長 

緊 みゆき記念館 下宿 １７ ７０ 市 長 

緊 みゆきクラブハウス 下宿 １０ ４０ 市 長 
緊 みゆき球場内室内 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 みゆき球場 下宿 １２ ５０ 市 長 
緊 みゆきドーム 下宿 １２５ ５００ 市 長 

計 

指定 

避難所

25 ｹ所 

対策有 【総数1,962人（塩田町  704、嬉野町1,258）】 

対策無 【総数7,876人（塩田町2,827、嬉野町5,049）】 

指定 

緊急避難

場所30 ｹ

所 

対策有 【総数2,138人（塩田町  704、嬉野町1,434）】 

対策無 【総数8,586人（塩田町2,827、嬉野町5,759）】 

 

 

コロナ等感染症

対策を考慮した

収容人員を併記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○感染症対策有：１人当たり占有面積を８㎡で計算（通路を考慮） 
○感染症対策無：１人当たり占有面積を２㎡で計算（通路なし） 
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51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７項  避難及び情報提供活動 

１  避難計画 

(1) 全庁をあげた体制の構築 

（略） 

(2) 指定緊急避難場所及び指定避難所 

  （略） 

(2) 非構造部材の耐震化 

（略） 

(3) 避難路及び誘導体制 

（略） 

(4) 指定避難所の管理運営 

市は、避難所の管理運営を円滑に実施するため、県が策定した「避難所マニュアル策定指針」及

び「避難所運営マニュアル作成モデル」等に基づき、指定避難所の開設手順や避難者の受入方法、

運営組織等の必要な事項について、運営マニュアル等を予め定め、訓練を実施するものものとする。

この際、市民等への普及に当たっては、市民等が主体的に指定避難所を運営できるよう

に配慮するよう努めるものとする。 

また、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に指定避難所

運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

市及び各指定避難所の運営者は、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のため

に、専門家等との定期的な情報交換に努めるものとする。 

（追加）家庭動物対策関連 

  （追加）感染症対策関連 

 (5) 避難所生活上必要となる基本的事項 

ア  情報の提供 

             （略） 

イ  飲料水、食料、生活物資の供給 

（略） 

ウ  保健衛生（トイレ、簡易入浴施設、ごみ処分） 

（略） 

        エ  プライバシーの確保 

              （略） 

        オ  高齢者、障がい者、児童、外国人、妊産婦等に配慮した対応 

              （略） 

         カ  在宅等被災者に配慮した対応 

       （略） 

キ 車中泊者等への対応 

（略） 

ク （追加）ホームレスへの対応 

第７項  避難及び情報提供活動 

１  避難計画 

(1) 全庁をあげた体制の構築 

（略） 

(2) 指定緊急避難場所及び指定避難所 

  （略） 

(2) 非構造部材の耐震化 

（略） 

(3) 避難路及び誘導体制 

（略） 

(4) 指定避難所の管理運営 

ア （略） 

イ （略） 

ウ 市は、必要に応じ指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努 

めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から要な支援が受けられるよう、連携に努 

めるものとする。 

エ 市は、被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、防災担当部局と保健 

福祉担当部局が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものとす 

る。 

 

 

 

(5) 避難所生活上必要となる基本的事項 

ア  情報の提供 

             （略） 

イ  飲料水、食料、生活物資の供給 

（略） 

ウ  保健衛生（トイレ、簡易入浴施設、ごみ処分） 

（略） 

        エ  プライバシーの確保 

              （略） 

        オ  高齢者、障がい者、児童、外国人、妊産婦等に配慮した対応 

              （略） 

         カ  在宅等被災者に配慮した対応 

       （略） 

キ 車中泊者等への対応 

（略） 

ク ホームレスへの対応 

  市は避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れるよう、 

地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定 

めるよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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２ 広域避難体制の整備 

  市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、必要に応じ、他の地方故郷団体の広

域一時滞在、に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定

の締結等、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順を定めるものとする。 

 市は、指定避難所を指定する際に併せて広域避難の用にも供することについても定めるな

ど、他の市町からの被災者を受け入れることができる施設等を予め決定しておくよう努め

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 広域避難体制の整備 

  市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、必要に応じ、他の地方故郷団体の広

域一時滞在、に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定

の締結等、発災時の具体的な避難・受入方法を含めた手順を定めるものとする。 

 市は、指定避難所を指定する際に併せて広域避難の用にも供することについても定めるな

ど、他の市町からの被災住民を受け入れることができる施設等を予め決定しておくよう努

めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5) 

にて修正) 
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最新のデータ

に更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施　　　設　　　名 住　　　　　　　　所 浸水想定区域 土石流 地滑り 急傾斜地

児童養護施設済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ●
養護老人ホーム済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ● ●
ケアハウス和泉式部の里 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ●
特定施設入居者生活介護済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ● ●
特別養護老人ホーム済昭園・清涼館 嬉野市塩田町大字五町田甲７７ ● ●
特別養護老人ホーム済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４３２－３ ● ●
済昭園ホームヘルプサービス事業所 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ●
デイサービスセンター済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４３２－１ ● ●
短期入所生活介護事業済昭園 嬉野市塩田町大字五町田甲３４３２－３ ● ●
済昭園付属診療所 嬉野市塩田町大字五町田甲３４４３ ● ● ●
特別養護老人ﾎｰﾑ済昭園付属診療所 嬉野市塩田町大字五町田甲3432-3 ● ● ●
短期入所生活介護事業済昭園・清涼館 嬉野市塩田町大字五町田甲７７ ● ●
第二たちばな学園 嬉野市塩田町大字谷所甲１３８８ ●
嬉野市地域活動支援センター（たちばな学園） 嬉野市塩田町大字谷所甲１３８８ ●
かがやきの丘 嬉野市塩田町大字谷所甲１３６４ ●
みかざきハイツ 嬉野市塩田町大字谷所乙３９２９－２ ●
地域共生ステーション　デイサービス・宅老所　たすき 嬉野市塩田町大字久間乙１０３２ ● ●
高齢者グループホーム しきぶの里 嬉野市塩田町大字谷所甲２３８５－１ ●
デイサービスゆうあい谷所 嬉野市塩田町大字谷所甲２８２７－１ ● ●
西村医院 嬉野市塩田町大字馬場下甲１４９８ ●
嬉野りすの森保育園 嬉野市塩田町大字馬場下甲７１１－１ ●
みのり保育園 嬉野市塩田町大字五町田乙４２３８ ● ●
ルンビニこども園 嬉野市塩田町大字谷所甲２２５０－１ ●
嬉野市立塩田小学校 嬉野市塩田町大字馬場下甲3817 ● ● ●
佐賀県立嬉野高等学校（塩田校舎） 嬉野市塩田町大字馬場下甲1418 ●
佐賀県立うれしの特別支援学校 嬉野市塩田町大字五町田甲2877-1 ●
塩田小学校放課後児童クラブ 嬉野市塩田町大字馬場下甲３８１７（塩田小学校） ● ● ●
独立行政法人国立病院機構 嬉野医療センター 嬉野市嬉野町大字下宿甲4279-3 ●
嬉野医療センター附属看護学校 嬉野市嬉野町大字下宿甲4561-2 ●
特別養護老人ホームうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲２０８８ ●
デイサービスセンターうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲２０８８ ●
ショートステイうれしの 嬉野市嬉野町大字下宿甲２０８８ ●
嬉野温泉病院 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ● ●
就労支援センター 希望（多機能型） 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
グループホーム千寿荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
(老健)朋寿苑（２） 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ● ●
グループホーム若葉荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
グループホーム青雲荘 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
介護老人保健施設朋寿苑 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ●
医療法人財団友朋会みどり保育園 嬉野市嬉野町大字下宿乙１９１９ ● ●
就労継続支援Ａ型 サン・フレンド 嬉野市嬉野町大字下宿乙１７９０ ●
デイサービス宅老所芽吹き 嬉野市嬉野町大字下野乙１９１２－１ ●
デイサービス岩ちゃん家 嬉野市嬉野町大字岩屋川内乙２８４８－１ ●
宅老所岩ちゃん家 嬉野市嬉野町大字岩屋川内乙２８４８－１ ●
デイサービスセンターさいかい 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲１１１ ● ●
あっとホーム柔 嬉野市嬉野町大字下野甲２２５５ ●
このめホーム 嬉野市嬉野町大字下宿甲１５１２ ●
医療法人 太田医院 嬉野市嬉野町大字岩屋川内甲７７－１ ●
医療法人 野中医院 嬉野市嬉野町大字吉田丁４６５３ ●
医療法人悠池会 池田内科 嬉野市嬉野町大字下野丙３９－１ ● ●
厚生労働省第2共済組合嬉野医療センターひまわり保育園 嬉野市嬉野町大字下宿甲4550-6 ●
嬉野幼稚園 嬉野市嬉野町大字下野甲115-19 ●
嬉野小学校放課後児童クラブ 嬉野市嬉野町大字下宿乙１６４７（嬉野小学校） ●
嬉野市立嬉野小学校 嬉野市嬉野町大字下宿乙1647 ●

【防災上留意が必要な施設】
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に更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

74 
 

頁 修正前 修正後 備考 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 避難支援等関係者 

 (1) 消防機関 

 (2) 佐賀県警察 

 (3) 嬉野市民生委員・児童委員 

 (4) 嬉野市社会福祉協議会 

 (5) 行政区  

(6) 自主防災組織 

(7)（追加） 

(8)（追加） 

 で、避難支援等の実施に関わる者をいう。 

 

 

 

 

２ 避難支援等関係者 

 (1) 消防機関 

 (2) 佐賀県警察 

 (3) 嬉野市民生委員・児童委員 

 (4) 嬉野市社会福祉協議会 

 (5) 行政区 

(6) 自主防災組織 

(7) 居宅介護支援事務所 

(8) 地域包括支援センター 

 で、避難支援等の実施に関わる者をいう。 

 

 

 

 

 

今年度から新

たに追加 
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５  社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 

(1) 災害に対する安全性の確保 

社会福祉施設及び病院等の（追加）管理者は、耐震性の確保に配慮するとともに、施設を予め災

害の危険性の低い場所に立地するよう考慮するなど、災害に対する安全性の向上を図るものとする。 

 （追加） 

 

(2) 組織体制の整備 

（略） 

(3) 地域との連携 

（略） 

(4) 緊急保護体制の整備 

（略） 

(5) 市（追加）の支援 

市は、社会福祉施設を指導、支援し、地震災害時の安全性の確保並びに要配慮者の保護及び支援 

のための体制の整備を促進するものとする。 

    また、市は、保育所が被災した場合に、当該保育所に通う保育が必要な乳幼児に対し必要な保育 

が実施できるよう、他の保育所での受け入れ等、必要な調整を行うものとする。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  社会福祉施設、病院等における要配慮者対策 

(1) 災害に対する安全性の確保 

 会福祉施設及び病院等の人命に関わる重要施設の管理者は、耐震性の確保に配慮するとともに、 

 設を予め災害の危険性の低い場所に立地するよう考慮するなど、災害に対する安全性の向上を図る 

ものとする。 

また、発災後72時間の事業継続か可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

(2) 組織体制の整備 

（略） 

(3) 地域との連携 

（略） 

(4) 緊急保護体制の整備 

（略） 

(5) 市及び県の支援 

市は、社会福祉施設を指導、支援し、地震災害時の安全性の確保並びに要配慮者の保護及び支援 

のための体制の整備を促進するものとする。 

    また、市は、保育所が被災した場合に、当該保育所に通う保育が必要な乳幼児に対し必要な保育 

が実施できるよう、他の保育所での受け入れ等、必要な調整を行うものとする。 

    県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から円滑な支援が受けられ 

るよう、あらかじめ、要配慮者に関わる社会福祉施設、病院等の人命に関わる重要施設が保有する 

施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油口規格等を収集・整理し、リス 

ト化するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて追加 
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第10項  食料・飲料水及び生活必需品等の調達 

地震発生時における市民生活を確保し、応急対策活動及び復旧対策活動を迅速かつ円滑に行うため 

に、外部支援の時期を想定し、地域の地理的条件等を踏まえながら、市は、平常時から食料、生活必需 

品の備蓄に努めるとともに、（追加）調達・輸送体制を確立しておくものとする。 

また、家庭及び企業に対して、備蓄に関する啓発を行うともに、小口・混載の支援物資を送ることが 

被災地に負担になることなど、被災地支援に対する知識を整理するとともに、その知識の普及に務める 

ものとする。 

大規模な地震災害では、物資を調達し、配布されるまで日数を要することから、食料や飲料水をはじ 

め服用薬など日常生活を送るうえで必要な品物について、連携して市民自らが備蓄を行うよう呼びかけ 

ていくものとする。 

 

 

１  食料確保の分担 

 (1) 市 

市は、独自では食料の確保が困難となった被災者の発生に備え、物資の備蓄に努めるとともに、 

近隣市町との相互応援協定のほか、供給可能な業者等との協定の締結など、物資の調達体制の整備 

に努める。 

 

（追加） 

 

 

 

第10項  食料・飲料水及び生活必需品等の調達 

地震発生時における市民生活を確保し、応急対策活動及び復旧対策活動を迅速かつ円滑に行うため 

に、外部支援の時期を想定し、地域の地理的条件等を踏まえながら、市は、平常時から食料、生活必需 

品の備蓄に努めるとともに、訓練等を通じて物資の備蓄状況や運送手段の確認を行うなど調達・輸送体 

制を確立しておくものとする。 

また、家庭及び企業に対して、備蓄に関する啓発を行うともに、小口・混載の支援物資を送ることが 

被災地に負担になることなど、被災地支援に対する知識を整理するとともに、その知識の普及に務める 

ものとする。 

大規模な地震災害では、物資を調達し、配布されるまで日数を要することから、食料や飲料水をはじ 

め服用薬など日常生活を送るうえで必要な品物について、連携して市民自らが備蓄を行うよう呼びかけ 

ていくものとする。 

 

１  食料確保の分担 

 (1) 市 

市は、独自では食料の確保が困難となった被災者の発生に備え、食料・飲料水・生活必需品等の 

ほか、燃料、ブルーシート、土のう袋等の必要な物資についての備蓄に努めるとともに、近隣市町 

との相互応援協定のほか、供給可能な業者等との協定の締結など、物資の調達体制の整備を行うと 

ともに、物資調達・輸送調達等システムを活用し、あらかじめ備蓄物資や物資拠点の登録に努める。 

なお、市単独での物資の調達が困難と判断した場合、物資調達・輸送調達等システムにより県に 

対して要請を行えるよう体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 

 

 

 

 

64 

 

 

 

 

４  生活必需品 

(1) 備蓄 

（略） 

        (2) 調達体制 

市は、地震災害時に、関係団体、民間企業等に対し、出荷要請を行うことができるよう、協定の

締結など体制の整備を図るとともに、調達可能量（流通在庫、製造能力など）の把握に努める。 

（追加） 

 

 

 

 

４  生活必需品 

(1) 備蓄 

（略） 

        (2) 調達体制 

市は、地震災害時に、関係団体、民間企業等に対し、出荷要請を行うことができるよう、協定の 

締結など体制の整備を図るとともに、調達可能量（流通在   庫、製造能力など）の把握に努める。 

市は、平時から訓練等を通じて物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、協定を締結し 

た関係団体や民間企業等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 
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第11項  防災訓練 

    （略） 

１  総合防災訓練 

          （略） 

２  市 

          （略） 

≪訓練の内容≫ 

   (1) （追加） 

 

 

 

 

      （1） 災害発生時の広報 

      （2） 避難誘導、避難勧告、避難勧告の指示及び警戒区域の設定 

      （3） 避難行動要支援者の安全確保 

     （4） 消防、水防活動 

     （5） 救助・救急活動 

     （6） ボランティアの活動体制の確立 

     （7） 食料・飲料水、医療その他の救援活動 

     （8） 被災者に対する生活情報の提供 

     （9） 避難所の設置運営 

 

第11項  防災訓練 

     （略） 

１  総合防災訓練 

           （略） 

２  市 

           （略） 

≪訓練の内容≫ 

(1)  市役所職員 

ア 実動訓練（職員参集、災害対策本部設置等） 

イ 図上訓練（イメージトレーニング型、ロールプレーイング型） 

ウ 総合訓練（各種想定に基づく災害対策本部の設置・運営、各種実動訓練との 

組み合わせ） 

      （2） 災害発生時の広報 

      （3） 避難誘導、避難勧告、避難勧告の指示及び警戒区域の設定 

      （4） 避難行動要支援者の安全確保 

     （5） 消防、水防活動 

     （6） 救助・救急活動 

     （7） ボランティアの活動体制の確立 

     （8） 食料・飲料水、医療その他の救援活動 

     （9） 被災者に対する生活情報の提供 

     （10） 避難所の設置運営 

 

 

 

 
 
 
 
 
市役所で訓練す

る必要性がある

項目を追加 
 

 

 
 

 

 

 

採番の修正 
 

 

 

 

66 

～ 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第12項  災害復旧・復興への備え 

 

１  災害廃棄物の発生への対応 

(1) 市の災害廃棄物処理計画 

市は、災害廃棄物対策指針又は大規模災害発生時における災害廃棄物 対策行動指針

に基づき、適正かつ円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置場の

確保や運用方針、一般廃棄物（指定避難所ごみや仮設トイレのし尿など）の処理を含め

た災害時の廃棄物の処理体制、周辺市町との連携・協力の在り方について、災害廃棄物

処理計画において具体的に示すものとする。 

 

【地震災害時の廃棄物処理計画に盛り込む内容】 

    （略） 

(2) 県の災害廃棄物処理計画 

（略） 

(3) 大量に生じた災害廃棄物への備え 

市は、地震災害により生じた廃棄物（以下、「災害廃棄物」）の発生に備え、関係団体と 

連携して、平常時から広域処理体制の確立及び十分な大きさの仮置場・最終処分場の確保 

に努めるとともに、広域処理を行う地域単位で、平時の処理能力について計画的に一定程 

度の余裕を持たせるとともに処理施設の能力を維持し、災害時における廃棄物処理機能の 

多重性や代替性の確保を図るものとする。 

 

 

第12項  災害復旧・復興への備え 

 

１  災害廃棄物の発生への対応 

(1) 市の災害廃棄物処理計画 

市は、災害廃棄物対策指針又は大規模災害発生時における災害廃棄物 対策行動指針

に基づき、円滑・迅速に災害廃棄物を処理できるよう、災害廃棄物の仮置場の確保や運

用方針、一般廃棄物（指定避難所ごみや仮設トイレのし尿など）の処理を含めた災害時

の廃棄物の処理体制、周辺市町との連携・協力の在り方について、災害廃棄物処理計画

において具体的に示すものとする。 

 

【地震災害時の災害廃棄物処理計画に盛り込む内容】 

（略） 

(2) 県の災害廃棄物処理計画 

（略） 

(3) 大量に生じた災害廃棄物への備え 

市は、地震災害により生じた廃棄物（以下、「災害廃棄物」）の発生に備え、関係団

体と連携して、平常時から広域処理体制の確立及び十分な大きさの仮置場・処理施設の

確保に努めるとともに、広域処理を行う地域単位で、平時の処理能力について計画的に

一定程度の余裕を持たせるとともに処理施設の能力を維持し、災害時における廃棄物処

理機能の多重性や代替性の確保を図るものとする。 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(県が環境省 
の指摘により 
修正) 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(中間処理施 
設を含む事か 
ら適切な表現 
に修正) 
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頁 修正前 修正後 備考 

 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) アスベスト使用建築物等の把握 

    市及び県は、災害発生時に、アスベスト飛散・ばく露防止に係る応急対応を迅速に実 

施するため、平時から建築物等におけるアスベスト使用状況の把握に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(県が環境省 
の指摘により 
修正（H29.9 

改定の災害時 

における石綿 

飛散防止に係 

る取り扱いマ 

ニュアルより） 
) 
 

67 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 罹災証明書の発行体制の整備 

市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証明

の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間団体

との応援協定の締結、応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交

付に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 

また、建築士等の専門家との協定締結、罹災証明書の様式、交付申請の受付会場をあら

かじめ定めておくこと等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものとする。 

さらに、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用につい

て検討するものとする。 

    （追加） 

 

 

 

 

 

３ 罹災証明書の発行体制の整備 

(1) 市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査や罹災証 

明の交付の担当部局を定め、住家被害の調査の担当者の育成、他の地方公共団体や民間 

団体との応援協定の締結、応援の受入れ体制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明 

書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努めるものとする。 

また、建築士等の専門家との協定締結、罹災証明書の様式、交付申請の受付会場をあ 

らかじめ定めておくこと等により、災害時の住家被害の調査の迅速化を図るものとする。 

さらに、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用につ 

いて検討するものとする。 

(2) 市は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度判定担当部局とが非常時の情 

報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や 

判定結果を活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めるものとする。 

 

 

 

 

採番の修正 
 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 

 

 

70 第４節  市民等の防災活動の推進 

第１項  防災思想・知識の普及 

１  職員への防災教育の実施 

（略） 

(1) 研修会 

（略） 

(2) 講習会 

（略） 

(3) 現地調査等 

（略） 

(4) 災害対応マニュアルの周知徹底 

（略） 

(5) （追加） 

 

第４節  市民等の防災活動の推進 

第１項  防災思想・知識の普及 

１  職員への防災教育の実施 

（略） 

(1) 研修会 

（略） 

(2) 講習会 

（略） 

(3) 現地調査等 

（略） 

(4) 災害対応マニュアルの周知徹底 

（略） 

(5) 防災と福祉の連携 

         市及び県は、防災（防災・減災への取組実施機関）と福祉（地域包括支援センター・ケアマネー 

ジャー）の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に関する理解の促進を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 
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頁 修正前 修正後 備考 

70 

～ 

72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  市民に対する普及啓発、防災学習の推進 

（略） 

(1) 防災知識の普及・啓発 

ア （略） 

イ （追加） 

 

 

イ 市及び防災関係機関は、防災週間及び防災関連行事等を通じ、市民に対し、地震災

害時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、次の事

項について普及・啓発を図る。 

(ｱ) 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイ

レットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の

準備、家具・ブロック塀等の転倒防止対策、（追加）、飼い主による家庭動物との同

行避難や避難所での飼養についての準備、保険・共済等の生活再建に向けた事前の

備え等の家庭での予防・安全対策 

(ｲ) （略） 

(ｳ) （略） 

(ｴ) （追加） 

 

(2) 緊急地震速報（警報）の発表等 

      （略） 

(3) 地震対策パンフレット、チラシ等の作成配布 

（略）  

(4) 報道機関の活用及び協力要請 

         （略） 

(5) 地震防災教育等 

学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 

市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災教育のための指導時間の確 

保など、防災に関する教育の充実に務めるものとする。 

 （追加） 

 

市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わり 

の中で、（追加）防災に関する教育の普及促進を図る。 

(6) 防災関連設備等の普及 

（略） 

（7）地震保険への加入促進 

市民は、地震により被災した住家・家財を速やかに再建するための原資とするため、地震保険

に加入し、地震に備えるよう努めるものとする。 

なお、市・県は、国や一般社団法人日本損害保険協会など関係団体と協力し、広くし市民に対 

して、地震保険の重要性を広報していくよう努める。 

（8）避難における互助の促進について 

（略） 

(9) 避難所の運営 

（略） 

 

２  市民に対する普及啓発、防災学習の推進 

（略） 

(1) 防災知識の普及・啓発 

ア （略） 

イ 市、県及び防災関係機関は、「災害時は差し迫った危機から命を守ることが最優先」

であり、新型コロナウィルス感染症等の感染拡大下にあっても避難所への避難を躊躇

することがないよう。住民に対して啓発活動を行うものとする。 

ウ 市及び防災関係機関は、防災週間及び防災関連行事等を通じ、市民に対し、地震災

害時のシミュレーション結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、次の事

項について普及・啓発を図る。 

(ｱ) 「最低３日間、推奨１週間」分の食料、飲料水、携帯トイレ・簡易トイレ、トイ

レットペーパー等の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の

準備、家具・ブロック塀等の転倒防止対策、自動車へのこまめな給油、飼い主によ

る家庭動物との同行避難や避難所での飼養についての準備、保険・共済等の生活再

建に向けた事前の備え等の家庭での予防・安全対策 

(ｲ) （略） 

(ｳ) （略） 

(ｴ) 災害時における通信料の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控える 

こと 

(2) 緊急地震速報（警報）の発表等 

      （略） 

(3) 地震対策パンフレット、チラシ等の作成配布 

（略）  

(4) 報道機関の活用及び協力要請 

        （略） 

(5) 地震防災教育等 

学校等は、生徒等の発達段階に応じて、学校教育を通じて防災教育の徹底を図る。 

市は、学校における体系的な防災教育に関する指導内容の整理、防災に関する教材（副教材）の 

充実、防災教育のための指導時間の確保など、防災に関する教育の充実に務めるものとする。 

特に、土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合わせた防災教育実施に努めるもの 

とする。 

市は、公民館等の社会教育施設を活用するなど、地域コミュニティにおける多様な主体の関わり 

の中で、一般住民向けの専門的・体系的な防災に関する教育の普及促進を図る。 

(6) 防災関連設備等の普及 

（略） 

(7) 地震保険への加入促進 

市民は、地震により被災した住家・家財を速やかに再建するための原資とするため、地震保険に 

加入し、地震に備えるよう努めるものとする。なお、市・県は、国や一般社団法人日本損害保険協 

会など関係団体と協力し、広く市民に対して、地震保険の重要性を広報し、地震保険への加入促進 

に努める。 

(8) 避難における互助の促進について 

（略） 

(9) 避難所の運営 

（略） 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 

 

採番の修正 
 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

79 
 

頁 修正前 修正後 備考 

75 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項  企業防災の促進 

 

１ 企業の事業継続計画等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、 

地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、 
リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実 
施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継 

続計殴者画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所 
の耐震化・耐浪化、損害保険等への加入や融資枠の確保等による資金の確保、予想被害から 

の復旧計画策定、各計画の点検、見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取 

引先との供給元の確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業計画マネジメント（ＢＣ 

Ｐ）の取組を通じて防災活動の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や 

医療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する企業等は、県及び市が実施する企業等との協定の 

締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

市は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業による事業継続計画（ＢＣＰ）の策 

定や事業継続マネジメント（ＢＣＭ）が一層促進されるよう支援人材の確保等に務める。また、企業 

のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図り、優良表彰、企業の防災に係る取組みの積 

極的評価等により、企業の防災力向上の促進を図る。 

市は、企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支 
援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる 
市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。 

また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、企業に対し地域の防災訓練等への積極的参 

加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行う。 

       （追加） 

 

 

 

 

第４項  企業防災の促進 

 

１ 企業の事業継続計画等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継続、地域貢献、 

地域との共生）を十分に認識し、自らの自然災害リスクを把握するとともに、リスクに応じた、 
リスクコントロールとリスクファイナンスの組み合わせによるリスクマネジメントの実 
施に努めるものとする。具体的には、各企業において災害時に重要業務を継続するための事業継 

続計殴者画（ＢＣＰ）を策定するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、事業所 
の耐震化・耐浪化、損害保険等への加入や融資枠の確保等による資金の確保、予想被害から 

の復旧計画策定、各計画の点検、見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取 

引先との供給元の確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなど事業計画マネジメント（ＢＣ 

Ｐ）の取組を通じて防災活動の推進に努める。特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者や 

医療機関など災害応急対策等に係る業務に従事する企業等は、県及び市が実施する企業等との協定の 

締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に協力するよう努めるものとする。 

市は、企業防災に資する情報の提供等を進めるとともに、企業による事業継続計画（ＢＣＰ）の 

策定や事業継続マネジメント（ＢＣＭ）が一層促進されるよう支援人材の確保等に務める。また、企 

業のトップから一般職員に至る職員の防災意識の高揚を図り、優良表彰、企業の防災に係る取組みの 

積極的評価等により、企業の防災力向上の促進を図る。 

市は、企業防災分野の進展に伴って増大することになる事業継続計画（ＢＣＰ）策定支 
援及び事業継続マネジメント（ＢＣＭ）構築支援等の高度なニーズにも的確に応えられる 
市場の健全な発展に向けた条件整備に取り組む。 

また、企業を地域コミュニティの一員としてとらえ、企業に対し地域の防災訓練等への積極的参 

加を呼びかけ、防災に関するアドバイスを行う。 

市及び商工会・商工会議所は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減 

災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策定に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 
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第６項  災害ボランティア活動の環境整備等 

（略） 

１  災害ボランティア活動の環境整備 

市は、平常時からＣＳＯ等のボランティア団体の活動支援やリーダーの育成を図るとともに、ボラ

ンティア団体と協力して発災時の災害ボランティアとの連携について検討する。 

また、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社佐賀県支部、佐賀県社会福祉協議会、ボ

ランティア団体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランティア団体・

ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構

築を図り、災害時において災害ボランティア活動が円滑に行われるように、活動環境の整備を図るも

のとする。 

また、災害時における災害ボランティア活動の受け入れや調整を行う等、災害ボランティアの活動

拠点の確保や活動時の安全確保、被災者ニーズ情報の提供等方法等について整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

第６項  災害ボランティア活動の環境整備等 

（略） 

１  災害ボランティア活動の環境整備 

市は、平常時からＣＳＯ等のボランティア団体の活動支援やリーダーの育成を図るとともに、ボラ 

ンティア団体と協力して発災時の災害ボランティアとの連携について検討する。 

また、ボランティアの自主性を尊重しつつ、日本赤十字社佐賀県支部、佐賀県社会福祉協議会、ボ 

ランティア団体及びＮＰＯ等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランティア団体・ 
ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構 
築を図り、災害時において災害ボランティア活動が円滑に行われるように、活動環境の整備を図る 

ものとする。 

市は、行政・ＮＰＯ・ボランティア団体等の三者で連携し、平常時の登録、研修制度、災害時にお 

ける防災ボランティア活動の受け入れや調整を行う体制、防災ボランティアの活動の拠点の確保、活 

動上の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強 

化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

市は、社会福祉協議会、ボランティア団体等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれ 

き、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。 

また、市は市民やボランティア団体等関係機関への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周 

知を進めることで、防災ボランティア活動の環境整備に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 

 

 

 

 

80 

～ 

81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節  活動体制 

（略） 

１  災害対策連絡室 

(1) 設置基準及び廃止基準 

ア  設置基準 

(ｱ) 市内で震度４以上の地震が発生した場合（自動設置） 

(ｲ) 市内で震度３の地震が発生し、これにより被害が生じた場合で、総務部長（不在のとき 

は、総務・防災課長）が必要と認める場合 

イ  廃止基準 

（略） 

(2) 所掌事務 

（略） 

(3) 構成 

総務・防災課、情報収集が必要となる課で構成し、災害対策連絡室長は、総務部長をもって 

充てる。総務部長が不在のときは、総務・防災課長が代理する。 

（略） 

２  災害対策本部（以下「本部」という。） 

(1) 設置基準及び廃止基準 

ア  設置基準 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 市内で震度５強以下の地震が発生し、これにより市内に甚大な被害が生じた場合で、市長（不在の

ときは、副市長、総務部長の順）が必要と認める場合。） 

（略） 

(4) 指揮命令系統 

市長が不在又は事故にあった場合には、副市長、教育長、総務部長の順に指揮をとり、指揮命令系統

第１節  活動体制 

（略） 

１  災害対策連絡室 

(1) 設置基準及び廃止基準 

ア  設置基準 

(ｱ) 市内で震度４以上の地震が発生した場合（自動設置） 

(ｲ) 市内で震度３の地震が発生し、これにより被害が生じた場合で、行政経営部長（不在のとき 

は、総務・防災課長）が必要と認める場合 

イ  廃止基準 

（略） 

(2) 所掌事務 

（略） 

(3) 構成 

総務・防災課、情報収集が必要となる課で構成し、災害対策連絡室長は、行政経営部長をもって 

充てる。総務部長が不在のときは、総務・防災課長が代理する。 

（略） 

２  災害対策本部（以下「本部」という。） 

(1) 設置基準及び廃止基準 

ア  設置基準 

(ｱ) （略） 

(ｲ) 市内で震度５強以下の地震が発生し、これにより市内に甚大な被害が生じた場合で、市長（不在の

ときは、副市長、行政経営部長の順）が必要と認める場合。） 

（略） 

(4) 指揮命令系統 

市長が不在又は事故にあった場合には、副市長、教育長、行政経営部長の順に指揮をとり、指揮命令
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誤字修正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤字修正 
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 を確立する。 系統を確立する。  

86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 各班の分掌事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

班名 課    名 分        掌          事          務 

（略） （略） （略） 

救
助
・
衛
生
班 

市民課 

健康づくり課 

子育て未来課 

（追加） 

文化・スポー

ツ振興課 

会計課 

福祉課 

１避難所の設置運営に関すること。 

２救援物資（飲食、寝具等）の確保、輸送、配分に関すること。 

３避難所における感染症予防に関すること。 

４被災者の救護、援助及び保護に関すること。 

５負傷者に対する医療活動に関すること。 

６福祉避難所の開設に関すること。 

７避難行動要支援者の支援に関すること。 

８救護所の設置に関すること。 

９ご遺体の埋火葬、処理に関すること。 

10病害虫の発生予防、防疫に関すること。 

（略） （略） （略） 

教
育
班 

教育総務課 

学校教育課 

（追加） 

１教育関係施設を避難所として開設することについての協力に関すること。 
２教育関係施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
３社会教育施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
４災害を受けた児童及び生徒への応急教育に関すること。 
５（追加） 
６（追加） 

（略） （略） （略） 

(6) 各班の分掌事務 

 

 

 

 

 

 

班名 課    名 分        掌          事          務 

（略） （略） （略） 

救
助
・
衛
生
班 

市民課 

健康づくり課 

子育て未来課 

（地域・高齢

者福祉） 

文化・スポー

ツ振興課 

会計課 

福祉課 

１避難所の設置運営に関すること。 

２救援物資（飲食、寝具等）の確保、輸送、配分に関すること。 

３避難所における感染症予防に関すること。 

４被災者の救護、援助及び保護に関すること。 

５負傷者に対する医療活動に関すること。 

６福祉避難所の開設に関すること。 

７避難行動要支援者の支援に関すること。 

８救護所の設置に関すること。 

９ご遺体の埋火葬、処理に関すること。 

10病害虫の発生予防、防疫に関すること。 

（略） （略） （略） 

教
育
班 

教育総務課 

学校教育課 

子育て未来課

（母子・児童） 

１教育関係施設を避難所として開設することについての協力に関すること。 
２教育関係施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
３社会教育施設の被害調査及び応急対策に関すること。 
４災害を受けた児童及び生徒への応急教育に関すること。 
５放課後児童ｸﾗﾌﾞ、保育所等の被害調査及び応急対策に関すること。 
６災害を受けた未就学児童への応急保育に関すること。 

（略） （略） （略） 

 

 

 

 

 

 

教育班の未就

学児対応のた

め、子育て未来

課（母子・児童

Ｇｐ）を教育班

に配置、そのた

め、救助・衛生

班は、子育て未

来課（地域・高

齢者福祉Ｇｐ）

が対応する。 

 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

82 
 

頁 修正前 修正後 備考 

90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地震情報の種類とその内容 

地震情報の種類 内容 

震度速報 地震発生約１分後に、震度３以上を観測した地域名（全国を約１９０

地区に区分）と地震による揺れの検知時刻を発表。 

震源に関する情報 地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動があるかもしれない

が被害の心配がない」 

旨を付加 

震源・震度に関する情報 地震の発生場所やその規模（マグニチュード）、震度３以上の地域名

と市町村名を発表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点がある

場合は、その地点名を発表 

各地の震度に関する情報 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規

模（マグニチュード）を発表。 

 震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点がある

場合は、その地点名を発表 

推計震度分布図 観測した各地の震度データをもとに、１ｋｍ四方ごとに推計した震度

（震度４以上）を図情報として発表。 

遠地地震に関する情報 地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模(マグニチュード)を概

ね３０分以内に発表 

日本や国外への津波の影響にかんしても記述して発表。 

その他の情報 顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発した場合の震度

１以上を観測した地震回数情報等を発表。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地震情報の種類、発表基準とその内容 

地震情報の

種類 
発表基準 内容 

震度速報 

・震度３以上 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地

域名（全国を188地区に区分）と地震による揺れの

検知時刻を発表。 

震源に関す

る情報 

・震度３以上 

（津波警報または注意報を発表した

場合は発表しない） 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動が

あるかもしれないが被害の心配はない」旨を付加し

て地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュ

ード）を発表。 

震源・震度

に関する情

報 

以下のいずれかを満たした場合 

・震度３以上 

・津波警報・注意報発表または若干の

海面変動が予想される場合 

・緊急地震速報（警報）を発表した場

合 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュ

ード）、震度３以上の地域名と市町村名を発表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その市町村名を発表。 

各地の震度

に関する情

報 

・震度１以上 震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場

所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表。 

 震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その地点名を発表。 

推計震度分

布図 

・震度５弱以上 観測した各地の震度データをもとに、１ｋｍ四方

ごとに推計した震度（震度４以上）を図情報として

発表。 

長周期地震

動に関する

観測情報 

・震度３以上 高層ビル内での被害の発生可能性等について、地

震の発生場所（震源）やその規模（ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ）、地

域ごと及び地点ごとの長周期地震動階級等を発表

（地震発表から約20～30分後に気象庁ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上に

掲載）。 

遠地地震に

関する情報 

国外で発生した地震について以下の

いずれかを満たした場合等 

・マグニチュード7.0以上 

・都市部等、著しい被害が発生する可

能性がある地域で規模の大きな地震

を観測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模(マ

グニチュード)を概ね30分以内に発表。 

日本や国外への津波の影響に関しても記述して発

表。 

その他の情

報 

・顕著な地震の震源要素を更新した場

合や地震が多発した場合等 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多

発した場合の震度１以上を観測した地震回数情報等

を発表。 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(気象庁の説明

に沿った内容に

修正) 
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頁 修正前 修正後 備考 

91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大津波警報等に関する情報の種類 

 

警報・注意報

の分類 
予想される津波の高さ とるべき行動 想定される災害 

数値での発表 巨大地震の場

合の表現 
  

大津波警報 
 
（津波特別警

報） 

10ｍ超 
高≦10ｍ 

 
 
 

巨大 

沿岸や川沿いにいる人は、直

ちに高台の安全な場所へ避難

する。津波は、繰り返し襲っ

てくるので、安全な場所から

離れない 

木造家屋が全

壊・流出し、人は

津波による流れ

に巻き込まれる 10ｍ 
5ｍ＜高≦10ｍ 
5ｍ 
3ｍ≦5ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （削除） 

 

 

第５章「津波災

害対策」で記載

するため削除 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

97 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項  災害情報の収集、共有 

   （略） 

１ 防災関係機関等を活用した情報収集 

（略） 

２ 参集途上職員による緊急災害情報の収集 

（略） 
３ その他機関からの情報の活用、県職員による情報の収集 

市は、防災関係機関からの情報の他に、必要に応じて、報道機関や市民等から得られる情報も活用するも

のとする。 

県は、市へリエゾン（情報連絡員）を派遣し、被害情報等の把握に努める。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項  災害情報の収集、共有 

（略） 

１ 防災関係機関等を活用した情報収集 

（略） 

２ 参集途上職員による緊急災害情報の収集 

（略） 
３ その他機関からの情報の活用、県職員による情報の収集 

市は、防災関係機関からの情報の他に、必要に応じて、報道機関や市民等から得られる情報も活用 

するものとする。 

県は、市にリエゾン（情報連絡員）を派遣し、被害情報等の把握に努めるとともに、状況に応じて 

、被災市から積極的に人的支援ニーズを把握し、関係省庁及び県との情報共有を図り、必要な職員の 

応援が迅速に行われるよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5版)

の修正を受け

て追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第３編 地震・津波災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

84 
 

頁 修正前 修正後 備考 

108 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節  自衛隊災害派遣要請計画 
（略） 
第１項  災害派遣要請基準 

 （略） 
第２項  災害派遣要請の手続 

 
１  要請者 

（略） 
２  要請先 

     
 

 
 
 
 
 
 
 

ただし、緊急の場合は、「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する次表の自 
衛隊の部隊の長に対し、要請することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区    分 部  隊  の  長 担  任  部  署 

陸上自衛隊 
西部方面混成団長 訓練隊 
九州補給処長 装備計画部企画課 

海上自衛隊 佐世保地方総監 防衛部第３幕僚室 

航空自衛隊 西部航空方面隊司令官 防衛部運用課 

第６節  自衛隊災害派遣要請計画 
（略） 

第１項  災害派遣要請基準 
（略） 

第２項  災害派遣要請の手続 
 

１  要請者 
（略） 

２  要請先 
     
 

 
 
 
 
 
 
 

ただし、緊急の場合は、「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する次表の自 
衛隊の部隊の長に対し、要請することができる。 

 

 

 

 

区    分 部  隊  の  長 担  任  部  署 

陸上自衛隊 
西部方面混成団長 第３科 
九州補給処長 装備計画部企画課 

海上自衛隊 佐世保地方総監 防衛部第３幕僚室 

航空自衛隊 西部航空方面隊司令官 防衛部運用課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（自衛隊の組 
織改正による 
修正） 
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頁 修正前 修正後 備考 

109 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する自衛隊の部隊の長一覧 

区分 部  隊  の  長 住        所 
（担任部署） 電話番号 災害派遣の担任 

陸

上

自

衛

隊 

西部方面総監 熊本市東区町1-1-1 

（総監部防衛部運用班） 
（096） 

368‐5111 

九州 

第４師団長 福岡県春日市大和町5‐12 

（師団司令部第３部） 
（092） 

591‐1020 

福岡県、佐賀県 
長崎県、大分県 

西部方面 
混成団長 

久留米市国分町100 

（混成団本部訓練科） 
（0942） 

43‐5391 

佐賀県（鳥栖市、

神埼市、神埼郡、

三養基郡を除く） 

九州補給処長 神埼郡吉野ヶ里町立野 
（企画課防衛班） 

（0952） 

52‐2161 

鳥栖市、神埼市、

三養基郡、神埼郡 

海上 （略） 

航空 （略） 

※時間外は、当直司令が連絡を受ける。 
 

 

 

 

 

 

 
「自衛隊の災害派遣に関する訓令」第３条に規定する自衛隊の部隊の長一覧 

区分 部  隊  の  長 住        所 
（担任部署） 電話番号 災害派遣の担任 

陸

上

自

衛

隊 

西部方面総監 熊本市東区町1-1-1 

（総監部防衛部運用班） 
（096） 

368‐5111 

九州 

第４師団長 福岡県春日市大和町5‐12 

（師団司令部第３部） 
（092） 

591‐1020 

福岡県、佐賀県 
長崎県、大分県 

西部方面 
混成団長 

久留米市国分町100 

（混成団本部第３科） 
（0942） 

43‐5391 

佐賀県（鳥栖市、

神埼市、神埼郡、

三養基郡を除く） 

九州補給処長 神埼郡吉野ヶ里町立野 
（企画課防衛班） 

（0952） 

52‐2161 

鳥栖市、神埼市、

三養基郡、神埼郡 

海上 （略） 

航空 （略） 

※時間外は、当直司令が連絡を受ける。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（自衛隊の組織

改正による修正 
） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

110 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第３項  自衛隊の自主派遣 
 

風水害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等からの要請を待ついとまがないときは、 
自衛隊は、要請を待つことなく、その判断に基づいて自主派遣を行う。（自衛隊法第８３条第２項） 

この場合においても、できる限り早急に知事等に連絡し、密接な連絡調整のもと、適切かつ効率的 
な救援活動を実施するよう努めるものとする。 

 （追加） 

 

 
          

 第３項  自衛隊の自主派遣 
 

風水害の発生が突発的で、その救援が特に急を要し、知事等からの要請を待ついとまがないときは、 
自衛隊は、要請を待つことなく、その判断に基づいて自主派遣を行う。（自衛隊法第８３条第２項） 
この場合においても、できる限り早急に知事等に連絡し、密接な連絡調整のもと、適切かつ効率的

な救援活動を実施するよう努めるものとする。 
大規模な災害が発生した際には、発災当初においては被害状況が不明であることから、防衛省・自 

衛隊は、いかなる被害や活動にも対応できる体制で対応する。 
また、人命救助活動を最優先で行いつつ、生活支援等については、県及び市、関係省庁等の関係者 

と役割分担、対応方針、活動期間、民間企業の活用等の調整を行うものとする。 
さらに被災直後の地方公共団体は混乱していることを前提に、防衛省・自衛隊は災害時の自衛隊に 

よる活動が円滑に進むよう、活動内容について「提案型」の支援を自発的に行い、関係省庁の協力も 
得て、自衛隊に対する支援ニーズを早急に把握・整理するものとする。 

自主派遣を行う際の判断基準とすべき事項は、防衛省防災業務計画第３の６の(２)のとおりであ 
る。 
 

           

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

126 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２項  救助活動 
 

１  消防署及び市 
(1) 救助活動 
    （略） 
(2) 応援要請 

（略） 
(3) 拠点等の確保 

            市は、（追加）市有施設等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営（追加）等の拠点として使

用させるなど、救助・救命活動への支援を行うものとする。 
 

 

第２項  救助活動 
 

１  消防署及び市 
(1) 救助活動 
    （略） 
(2) 応援要請 

（略） 
(3) 拠点等の確保 

             市は、道の駅等の市有施設等を警察・消防・自衛隊の部隊の展開、宿営、物資搬送設備等の拠

点として使用させるなど、救助・救命活動への支援を行うものとする。 
 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 

 

 

130 

 

 

 

 

３ 保健医療活動チーム 

(1) 活動 

（略） 

(2) 種類と派遣時期 

   （略） 

(3) 市からの県への派遣要請 

被災した市は、自ら保健医療活動チームを編成できる場合は編成し、救護所での医療 

活動に従事させるとともに、自ら保健医療活動チームを編成できない場合や救護所での 

保健医療活動チームに不足を生じる場合は、県にその派遣を要請する。 

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、市に対して適 

宜助言を行うものとする。 

 

 

 

３ 保健医療活動チーム 

(1) 活動 

（略） 

(2) 種類と派遣時期 

   （略） 

(3) 市からの県への派遣要請 

被災した市は、自ら保健医療活動チームを編成できる場合は編成し、救護所での医療 

活動に従事させるとともに、自ら保健医療活動チームを編成できない場合や救護所での 

保健医療活動チームに不足を生じる場合は、県にその派遣を要請する。 

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、市に対して適 

宜助言を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 

 

 

 

 

134 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  医療施設の応急復旧 

市内の医療機関は、地震発生後速やかに、病院建築物・医療設備等の損壊状況について調査し、被害

の応急復旧を実施するとともに、電気、電話、水道等のライフラインの復旧について、ライフライン事

業者へ要請する。 

また、患者の急増等に対応するため、相互に綿密な情報交換を図り、必要に応じて他の医療機関など

に協力を求めるよう努める。 

市は、医療施設の電気、電話、水道等のライフラインの応急復旧について、速やかに対応が行われる

ように、ライフライン事業者へ要請する。 

（追加） 

 

 

 

 

 

第３項  医療施設の応急復旧 

市内の医療機関は、地震発生後速やかに、病院建築物・医療設備等の損壊状況について調査し、被害

の応急復旧を実施するとともに、電気、電話、水道等のライフラインの復旧について、ライフライン事

業者へ要請する。 

また、患者の急増等に対応するため、相互に綿密な情報交換を図り、必要に応じて他の医療機関など

に協力を求めるよう努める。 

市は、医療施設の電気、電話、水道等のライフラインの応急復旧について、速やかに対応が行われる

ように、ライフライン事業者へ要請する。 

県は大規模停電発生時には、直ちに、あらかじめリスト化した医療施設の非常用電源の設置状況等に

踏まえ、これらの施設の非常用電源の稼働状況を確認のうえ、電源の確保が必要な施設の把握を行い、

電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

また、県は、国（経済産業省）、電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、電機事業 

者等は、電源車等の配備に努めるものとする。なお、複数の都道府県に大規模停電等が発生した場合に 

は、国（経済産業省）や電気事業者等が主体的、積極的に調整するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)にて

修正 
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頁 修正前 修正後 備考 

136 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項  救急活動 

（略） 

１  救急活動 

（略） 

２ 搬送手段の確保 

消防署は、傷病者を所管する救急車により搬送するものとするが、不足する場合には、「佐賀県常備 

消防相互応援協定書」に基づき、近隣及び県内の他消防機関に対し、応援を要請する。応援の消防力 

を以ってしても、不足する場合には、県に対して、緊急消防援助隊の要請を行う。さらに必要な場合 

には、災害派遣医療チーム（DMAT）等に支援を求める。 

市、消防署は、地震により交通が途絶した場合又は遠隔地から高次医療機関への搬送が必要である 

場合など、ヘリコプターによる搬送が有効と認めるときは、ドクターヘリ運航要領に基づき、ドクタ 

ーヘリの出動を要請する。 

県は、要請を受けた場合又は自らヘリコプターが必要と認めた場合は、（追加）「大規模特殊災害時 

における広域航空消防応援実施要綱」に基づく広域航空消防応援、又は自衛隊に対する災害派遣を要 

請する。 

なお、ドクターヘリについては、「佐賀県ドクターヘリ運航要領」、「福岡県、佐賀県及び大分県に 

よるドクターヘリの運航に係る協定」及び「佐賀県及び長崎県ドクターヘリの相互応援に係る協定」 

に基づき、運航するものとする。 

 

 

第４項  救急活動 

（略） 

１  救急活動 

（略） 

２ 搬送手段の確保 

消防署は、傷病者を所管する救急車により搬送するものとするが、不足する場合には、「佐賀県常備 

消防相互応援協定書」に基づき、近隣及び県内の他消防機関に対し、応援を要請する。応援の消防力 

を以ってしても、不足する場合には、県に対して、緊急消防援助隊の要請を行う。さらに必要な場合 

には、災害派遣医療チーム（DMAT）等に支援を求める。 

市、消防署は、地震により交通が途絶した場合又は遠隔地から高次医療機関への搬送が必要である 

場合など、ヘリコプターによる搬送が有効と認めるときは、ドクターヘリ運航要領に基づき、ドクタ 

ーヘリの出動を要請する。 

県は、要請を受けた場合又は自らヘリコプターが必要と認めた場合は、県消防防災ヘリコプターを 

出動させる。県消防防災ヘリコプターが出動不能もしくはさらなるヘリが必要な場合は、「大規模特殊 

災害時における広域航空消防応援実施要綱」に基づく広域航空消防応援、又は自衛隊に対する災害派 

遣を要請する。 

なお、ドクターヘリについては、「佐賀県ドクターヘリ運航要領」、「福岡県、佐賀県及び大分県に 

よるドクターヘリの運航に係る協定」及び「佐賀県及び長崎県ドクターヘリの相互応援に係る協定」 

に基づき、運航するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県防災航空 
センター整備 
に伴う修正） 
 

 
 

 

 

 

143 

 

 

 

第３項  避難誘導等 

 

１  避難誘導 

 (1) 地域住民の避難誘導 

（略） 

    (2) （追加）配慮者への配慮 

避難誘導に当たっては、避難行動要支援者名簿を活用するなどして、避難行動要支援者を優先し

て誘導するとともに、指定緊急避難場所、避難路や災害危険箇所等の所在、災害の概要その他の避

難に資する情報の提供に努める。 

発生時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿を効果的に

利用し、避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認が行われるように努めるものとする。 

また、旅行者などの一時滞在者は、避難経路や指定緊急避難場所等を含め地域の実情に詳しくな

いため、誘導にあたっては配慮した対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  避難誘導等 

 

１  避難誘導 

 (1) 地域住民の避難誘導 

（略） 

    (2) 要配慮者への配慮 

避難誘導に当たっては、避難行動要支援者名簿を活用するなどして、避難行動要支援者を優先し 

て誘導するとともに、指定緊急避難場所、避難路や災害危険箇所等の所在、災害の概要その他の避 

難に資する情報の提供に努める。 

発災時には、避難行動要支援者本人の同意の有無に関わらず、避難行動要支援者名簿を効果的に 

利用し、避難行動要支援者について避難支援や迅速な安否確認が行われるように努めるものとす 

る。 

また、旅行者などの一時滞在者は、避難経路や指定緊急避難場所等を含め地域の実情に詳しくな 

いため、誘導にあたっては配慮した対応を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

誤字修正 
 

 

 

誤字修正 
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145 

～ 

146 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５項  指定緊急避難場所の設置・指定避難所の開放・開設運営 

    （略） 

１  指定緊急避難場所及び指定避難所の開放・開設 

（1)  指定緊急避難場所 

（略） 

 (2)  指定避難所 

市は、指定避難所を開設し、市民等に対し周知徹底を図るものとする。 

また、要配慮者のため、（追加）福祉避難所を開設する。 

必要があれば、予め指定した施設以外の施設についても、安全性を確認のうえ、当該施設の管理

者同意を得て、避難所として開設する。 

市は、避難勧告発令時に指定避難所等の開設が完了していないという事態を極力避けるため、避

難準備情報の発令段階から指定避難所を開設し始めるなど、避難勧告発令までに開設し終えるよう

に努めること。 

さらに、避難所開設に当たっては、要配慮者に配慮して、他市町にあるものを含め、福祉施設又

は旅館やホテル等を避難場所として借り上げる等、多様な避難場所の確保に努めるものとする。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶に孤立が続く

と見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指定されていたとしても原則として開設しない。 

市は、指定避難所を開設した場合は、（追加）開設日時・場所、箇所数及び受入れ人数、設置期

間の見込み等の開設状況について、避難者リストを作成し、速やかに県に報告するものとする。 

なお、地震災害が激甚であるなどにより被災市内に避難所を設置することが困難な場合は、市は、

「本節第３項第２(2)」に定めるところにより、県内の他の市町又は県に対して避難先の確保等にか

かる支援要請等を行うものとする。 

 

 

 

第５項  指定緊急避難場所の設置・指定避難所の開放・開設運営 

（略） 

１  指定緊急避難場所及び指定避難所の開放・開設 

（1)  指定緊急避難場所 

（略） 

 (2)  指定避難所 

市は、指定避難所を開設し、市民等に対し周知徹底を図るものとする。 

また、要配慮者のため、必要に応じて福祉避難所を開設する。 

指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、予め指定した施設以外の施設についても、

安全性を確認のうえ、当該施設の管理者同意を得て、避難所として開設する。 

市は、避難勧告発令時に指定避難所等の開設が完了していないという事態を極力避けるため、避

難準備情報の発令段階から指定避難所を開設し始めるなど、避難勧告発令までに開設し終えるよう

に努めること。 

さらに、避難所開設に当たっては、要配慮者に配慮して、他市町にあるものを含め、福祉施設又

は旅館やホテル等を実質的に福祉避難所として開設するよう努めるものとする。 

指定避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶に孤立が続く

と見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持することの適否を検討する。 

市は、指定避難所を開設した場合は、関係機関等による支援が円滑に講じられるよう、開設日時・

場所、箇所数及び受入れ人数、設置期間の見込み等の開設状況等を適切に県に報告し、県は、その

情報を国に共有するよう努めるものとする。 

なお、地震災害が激甚であるなどにより被災市内に避難所を設置することが困難な場合は、市は、

「本節第３項第２(2)」に定めるところにより、県内の他の市町又は県に対して避難先の確保等にか

かる支援要請等を行うものとする。 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
国基本計画

(R2.5版)にて

修正 
 

 

 

 

 

 

147 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  指定避難所の運営管理等 

（略） 

（1） 避難者情報の把握及び開示 

（略） 

（2） 生活環境の維持 

市は、ボランティア、防災関係機関等の協力も得て、指定避難所における生活環境が常に良好

なものであるよう努めるものとする。 

そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況などの把握に努め、必要な対策を講じる。また、

避難の長期化等必要に応じて、避難者のプライバシーの確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入

浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡

回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、食中毒発生防止対策の状況、

し尿及びごみの処理状況等、避難者の健康状態や避難場所の衛生状況を把握し、必要な措置を講

じるよう努める。 

（追加） 

 

更に避難所における家庭動物のためのスペースの確保にも努める。 

(3) 男女双方の視点への配慮 

市は、指定避難所運営において女性の参画を推進し、男性に偏った運営体制とならないよう配

慮する。 

また、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に配慮する。特に女性専用の物干し場、更衣室、

２  指定避難所の運営管理等 

（略） 

（1） 避難者情報の把握及び開示 

（略） 

（2） 生活環境の維持 

市は、ボランティア、防災関係機関等の協力も得て、指定避難所における生活環境が常に良好

なものであるよう努めるものとする。 

そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況などの把握に努め、必要な対策を講じる。また、

避難の長期化等必要に応じて、避難者のプライバシーの確保状況、簡易ベッド等の活用状況、入

浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡

回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状況、食中毒発生防止対策の状況、

し尿及びごみの処理状況等、避難者の健康状態や避難場所の衛生状況を把握し、必要な措置を講

じるよう努める。 

また、必要に応じ、指定避難所における家庭動物のための避難スペースの確保等に努めるとと

もに、獣医師会や動物業者等から必要な支援が得られるよう、連携に努める。 

更に避難所における家庭動物のためのスペースの確保にも努める。 

(3) 男女双方の視点への配慮 

市は、指定避難所運営において女性の参画を推進し、男性に偏った運営体制とならないよう配

慮する。 

また、男女のニーズの違いなど男女双方の視点に配慮する。特に女性専用の物干し場、更衣室、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)にて

修正 
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147 授乳室の設置や男女別トイレの確保、生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における

乳幼児のいる家庭用エリアの設定又は専用避難所・救護所の確保、乳幼児が安全に遊べる空間の

確保、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育

て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営に努める。 

さらに、女性や子どもに対する暴力等を予防するため、トイレ、更衣室及び入浴施設等の設置

場所は、昼夜を問わず安心して使用できる場所を選定し、照明を付けるように努める。 

 

 

授乳室の設置や男女別トイレの確保、生理用品、女性用下着の女性による配布、避難所における

乳幼児のいる家庭用エリアの設定又は専用避難所・救護所の確保、乳幼児が安全に遊べる空間の

確保、巡回警備や防犯ブザーの配布等による指定避難所における安全性の確保など、女性や子育

て家庭のニーズに配慮した指定避難所の運営管理に努める。 

さらに、女性や子どもに対する暴力等を予防するため、トイレ、更衣室及び入浴施設等の設置

場所は、昼夜を問わず安心して使用できる場所を選定し、照明を付けるように努める。 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 

 

148 

 

 

 

 

(10) （追加） 

 

 

(11) （追加） 

 

(10) 感染症への対応 

   市は、被災者において感染症の発症、拡大がみられる場合は、防災担当部局お保健福祉担当部局 

が連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努める。 

(11) ホームレスへの対応 

   市は、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切 

に受け入れることとする。 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

151 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５項 被災建築物等の（追加）アスベスト飛散防止に係る応急措置 

 

市は、被災建築物等からの（追加）アスベストの飛散防止対策等に係る周知等を行う。 

建築物等の所有者等は、その所有している建築物等が被災し、当該建築物等に使用されている（追加）

アスベストが飛散するおそれがある場合は、（追加）ビニールシート等による養生や立入禁止等による

応急措置を講じる。 

 （追加） 

第５項 被災建築物等有害物質の漏えい及びアスベスト飛散防止に係る応急措置 

 

市は、被災建築物等からの有害物質の漏えい及びアスベストの飛散防止対策等に 

係る周知等を行う。 

建築物等の所有者等は、その所有している建築物等が被災し、当該建築物等に使用されている有害物

質の漏えい及びアスベストが飛散するおそれがある場合は、施設の点検、市への連絡及びビニールシー

ト等による養生や立入禁止等による応急措置を講じる。 

 その際、市は関係機関への連絡、環境モニタリング等の対策を行うものとする。 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 

 

 

 

154 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４項  輸送対策 

 １  緊急輸送の実施 

（略） 

      ２  輸送の対象 

         （略） 

      ３  輸送手段の確保 

          （略） 

(1) 車両 

（略） 

       (2) 鉄道 

（略） 

(3) 航空機（ヘリコプター） 

          ア  消防・防災ヘリコプター保有地方公共団体に対して応援を要請 

イ  自衛隊に対し、災害派遣による応援を要請 

ウ 県消防防災ヘリコプターを出動 

 

第４項  輸送対策 

 １  緊急輸送の実施 

（略） 

      ２  輸送の対象 

         （略） 

      ３  輸送手段の確保 

          （略） 

(1) 車両 

（略） 

       (2) 鉄道 

（略） 

(3) 航空機（ヘリコプター） 

          ア  消防・防災ヘリコプター保有地方公共団体に対して応援を要請 

イ  自衛隊に対し、災害派遣による応援を要請 

ウ 県消防防災ヘリコプターを出動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県防災航空セ

ンター整備に伴

う修正） 
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156 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第17節  食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 
 

大規模地震災害が発生し、被災者等に対し救援物資を行う必要が生じた場合は、市、県及び防災関係機関

は、効果的に被災者に供給できるように努め、被災者の生活上の制約の解消を支援する必要がある。 

（追加）物資の供給を円滑に進めるため、市は、避難所等における物資の需要把握体制を確立するととも

に、（追加）県へ速やかに状況を報告する。 

 県は、備蓄物資や調達物資等が適正かつ円滑に被災者に供給できるよう市及び防災機関等と連携し食料、

飲料水、及び生活必需品等の確保及び迅速な配送等を実施する。 

（追加） 

 

 

なお、求められる物資は、時間の経過とともに変化することから時宣を得た物資の調達に留意し、被災地

の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや男女のニーズの違いに配慮するものとする。 

 

 

 

第17節  食料、飲料水及び生活必需品等の供給計画 
 

大規模地震災害が発生し、被災者等に対し救援物資を行う必要が生じた場合は、市、県及び防災関係機関

は、効果的に被災者に供給できるように努め、被災者の生活上の制約の解消を支援する必要がある。 

市は、物資の供給を円滑に進めるため、市は、避難所等における物資の需要把握体制を確立するとともに、

物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、県へ速やかに状況を報告する。 

 県は、備蓄物資や調達物資等が適正かつ円滑に被災者に供給できるよう市及び防災機関等と連携し食料、

飲料水、及び生活必需品等の確保及び迅速な配送等を実施する。 

 また、県は備蓄物資の状況等を踏まえ、供給すべき物資が不足し、自ら調達することが困難であるときは、

物資調達・輸送調整等支援システムを活用して情報共有を図り、協定先や国に対し、物資の調達を要請する

ものとする。 

なお、求められる物資は、時間の経過とともに変化することから時宣を得た物資の調達に留意し、被災地

の実情を考慮するとともに、要配慮者等のニーズや男女のニーズの違いに配慮するものとする。 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)にて

修正 
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第３項  生活必需品等の供給計画 
 

地震災害時に、日常生活に欠くことができない衣料、寝具その他の生活必需品等を喪失又はき損し、

直ちに入手することができない者が発生した場合は、市及び県は、必要と認める場合は独自に、又は災

害救助法に基づき、これらの物資の供給を行う。 

 

１  生活必需品等の品目 

品      目 内                  容 

寝 具 就寝に必要なタオルケット、毛布、布団等 

衣 類 
洋服・作業衣・子供服等の外衣類、シャツ・パンツ等の下着類

（布地支給は適当でない） 

身の回り品 タオル、靴下、サンダル、傘等 

炊 事 道 具 炊飯器、鍋、包丁、ガス器具等 

食 器 茶碗、皿、はし等 

日 用 品 

オムツ(大人用・子供用)、生理用品、ポリ袋、石けん、歯みが

き（追加）、バケツ、トイレットペーパー、清拭剤、ウエットテ

ィッシュ、救急セット等 

光 熱 材 料 
マッチ、カセットコンロ、カセットガスストーブ、燃料(灯油、

カートリッジボンベ、プロパンガス等) 

情 報 機 器 ラジオ、乾電池等 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  生活必需品等の供給計画 
 

地震災害時に、日常生活に欠くことができない衣料、寝具その他の生活必需品等を喪失又はき損し、

直ちに入手することができない者が発生した場合は、市及び県は、必要と認める場合は独自に、又は災

害救助法に基づき、これらの物資の供給を行う。 

 

１  生活必需品等の品目 

品      目 内                  容 

寝 具 就寝に必要なタオルケット、毛布、布団等 

衣 類 
洋服・作業衣・子供服等の外衣類、シャツ・パンツ等の下着類

（布地支給は適当でない） 

身の回り品 タオル、靴下、サンダル、傘等 

炊 事 道 具 炊飯器、鍋、包丁、ガス器具等 

食 器 茶碗、皿、はし等 

日 用 品 

オムツ(大人用・子供用)、生理用品、ポリ袋、石けん、歯みが

き（口腔ケア）用品、バケツ、トイレットペーパー、清拭剤、

ウエットティッシュ、救急セット等 

光 熱 材 料 
マッチ、カセットコンロ、カセットガスストーブ、燃料(灯油、

カートリッジボンベ、プロパンガス等) 

情 報 機 器 ラジオ、乾電池等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（歯科医師会か

らの要望） 
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160 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  調達した生活必需品等の集積場所 

          市は、供給作業の効率を図るため、業者又は県から調達した生活必需品等を、予め定めている場所

に一旦集積し、ここを拠点として被災者に供給するように努める。 

          県は、同様に、業者又は他の市町あるいは九州・山口の県から調達した生活必需品等を、次のうち

から適当な場所に一旦集積し、ここを拠点として市町に供給する。 

 

 

      ≪輸送拠点≫ 

佐賀県総合運動場、佐賀県総合体育館 佐 賀 市 

唐津市文化体育館 唐 津 市 

佐賀県競馬場 鳥 栖 市 

伊万里市国見台公園（伊万里勤労青少年体育センター） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 

 

 

 

 

３  調達した生活必需品等の集積場所 

          市は、供給作業の効率を図るため、業者又は県から調達した生活必需品等を、予め定めている場所

に一旦集積し、ここを拠点として被災者に供給するように努める。 

          県は、同様に、業者又は他の市町あるいは九州・山口の県から調達した生活必需品等を、次のうち

から適当な場所に一旦集積し、ここを拠点として市町に供給する。 

 

 

      ≪輸送拠点≫ 

ＳＡＧＡサンライズパーク 佐 賀 市 

唐津市文化体育館 唐 津 市 

佐賀競馬場 鳥 栖 市 

伊万里市国見台公園（国見台体育館） 伊万里市 

全天候型屋内多目的広場「みゆきドーム」 嬉野市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（県の条例改正

により、名称変

更） 
 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（誤字修正） 
 
 

 

 

 

164 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１項  市民等への情報提供 

（略） 

１  災害広報の実施 

           （略） 

       (1) 一般広報 

          ア  広報内容 

          （ｱ） 地震発生直後の広報 

                （略） 

     （ｲ） 地震による被害発生時の広報 

              ａ  災害発生状況（人的被害、住家の被害等の概括的被害状況） 

         b  災害応急対策の状況(地域コミュニティごとの取組み状況等) 

                c  道路交通状況（道路通行不能等の道路交通情報） 

d  公共交通機関の状況（鉄道・バス等の被害、運行状況） 

e  電気・ガス・上下水道・電話等ライフライン施設の被災状況（途絶箇所、復旧状況等） 

                f  医療機関の開設及び医療救護所の設置状況 

g  応急危険度判定体制の設置状況 

h  安否情報の確認方法(関連サイトのURLや災害用伝言サービスの案内) 

i （追加） 

 

 

 

 

 

 

第１項  市民等への情報提供 

（略） 

１  災害広報の実施 

           （略） 

       (1) 一般広報 

          ア  広報内容 

          （ｱ） 地震発生直後の広報 

                （略） 

     （ｲ） 地震による被害発生時の広報 

              ａ  災害発生状況（人的被害、住家の被害等の概括的被害状況） 

         b  災害応急対策の状況(地域コミュニティごとの取組み状況等) 

                c  道路交通状況（道路通行不能等の道路交通情報） 

d  公共交通機関の状況（鉄道・バス等の被害、運行状況） 

e  電気・ガス・上下水道・電話等ライフライン施設の被災状況（途絶箇所、復旧状況等） 

                f  医療機関の開設及び医療救護所の設置状況 

g  応急危険度判定体制の設置状況 

h  安否情報の確認方法(関連サイトのURLや災害用伝言サービスの案内) 

i スーパーマーケット、ガソリンスタンド等の生活関連情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)にて

修正 
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167 

 

 

第19節  文教対策計画 

（略） 

第１項  生徒等の安全確保措置 

１  臨時休校等の措置 

（略） 

２  登下校での措置 

（略） 

３  （追加） 

   

 

 

 

第19節  文教対策計画 

（略） 

第１項  生徒等の安全確保措置 

１  臨時休校等の措置 

（略） 

２  登下校での措置 

（略） 

３  応急救助及び手当 

  学校等は、地震災害の発生により学校内の生徒等が負傷したときは、応急救助及び手当の措置を行 

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他計画との整合

のため、追加 
 

 

173 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第21節  ライフライン等公益施設の応急復旧計画 

 

地震災害により、市民生活や災害応急対策活動に大きな影響を及ぼすライフライン等公益施設が被害

を受けた場合は、ライフライン事業者等は、迅速に応急復旧を図る。 

必要に応じ、他地域の同業事業者等に対し、応援を要請する。 

また、市は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状況の早期把

握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努める。 

市は、国及び県と連絡調整を図りながら、適宜、被災者等に対して、復旧状況等の広報に努める。 

    （追加） 

 

 

 

第１項  水道施設 

        （略） 

第２項  汚水処理施設 

  （略） 

第３項  電力施設 

九州電力株式会社は、地震災害が発生した場合は、予め作成している防災業務計画に基づき電力施設

に係る災害応急対策を実施する。 

被害が極めて大きく、管内の工事力に余力のない場合又は工事力等を動員しても、なお応援が必要と

判断される場合は、市及び県に対し、広報、復旧資機材置場及び仮設用用地の確保等の協力要請を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第21節  ライフライン等公益施設の応急復旧計画 

 

地震災害により、市民生活や災害応急対策活動に大きな影響を及ぼすライフライン等公益施設が被害

を受けた場合は、ライフライン事業者等は、迅速に応急復旧を図る。 

必要に応じ、他地域の同業事業者等に対し、応援を要請する。 

また、市は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフライン施設等の被害状況の早期把

握のため、ライフライン事業者等の要望に応じて、情報提供に努める。 

市は、国及び県と連絡調整を図りながら、適宜、被災者等に対して、復旧状況等の広報に努める。 

ライフライン施設の速やかな応急復旧を図るため、関係する行政機関、ライフライン事業者等は、合

同会議、調整会議等における対応方針等に基づき、必要に応じて現地のライフライン事業者の事業所等

で実動部隊の詳細な調整を行うため、現地作業調整会議を開催するものとする。 

 

第１項  水道施設 

（略） 

第２項  汚水処理施設 

  （略） 

第３項  電力施設 

九州電力送配電株式会社は、地震災害が発生した場合は、予め作成している防災業務計画に基づき電 

力施設に係る災害応急対策を実施する。 

被害が極めて大きく、管内の工事力に余力のない場合又は工事力等を動員しても、なお応援が必要 

と判断される場合は、市及び県に対し、広報、復旧資機材置場及び仮設用用地の確保等の協力要請を 

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)にて

修正 
 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（分社化により

名称変更） 
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179 

 

 

  第24節  ボランティアの活動対策計画 

第３項  支援 

市は、必要に応じ、ボランティア活動、又はその支援活動の拠点となる施設の提供に努め、県はこれ

に協力する。 

市、県、日本赤十字社佐賀県支部及び社会福祉協議会等関係機関は、地元や外部から被災地入りして

いるＮＰＯ・ＮＧＯ等のボランティア団体等との連携を図るとともに、中間支援組織（ボランテ

ィア団体・ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携

体制の構築を図り、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握

する。（追加）これにより、連携のとれた支援活動を展開するように努めるとともに、活動環境について

配慮する。 

 

 

 

 

第24節  ボランティアの活動対策計画 

第３項  支援 

市は、必要に応じ、ボランティア活動、又はその支援活動の拠点となる施設の提供に努め、県はこれ

に協力する。 

市、県、日本赤十字社佐賀県支部及び社会福祉協議会等関係機関は、地元や外部から被災地入りして

いるＮＰＯ・ＮＧＯ等ボランティアとの連携を図るとともに、中間支援組織（ＣＳＯ・ボランテ

ィア等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を

図り、情報を共有する場を設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握する。これによ

り、連携のとれた支援活動を展開するように努めるとともに、活動環境について配慮する。 

また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬を行うよう努め

る。 

これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環

境について配慮する。 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 

192 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  ごみの処理 

   １ 市 

     市は、発生した災害廃棄物の種類、正常（土砂、ヘドロ、汚染物等）を勘案し、その発生量を推計

した上で、必要に応じて、災害廃棄物処理処理計画及び一般廃棄物処理実施計画を見直すと共に計画

に基づき、仮置場や最終処分場を確保する。 

     （追加） 

また、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者等と連携し

た解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他の地方公共団体への協力要請を行うものと

する。 

 

 

 

 

第３項  ごみの処理 

   １ 市 

     市は、発生した災害廃棄物の種類、性状（土砂、ヘドロ、汚染物等）を勘案し、その発生量を推計

した上で、必要に応じて、災害廃棄物処理処理計画等に基づき、仮置場や処理施設を確保する。 

     ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉協議会、Ｎ

ＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして。効率的に災害廃棄物等の搬出

を行うものとする。 

また、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業者、建設業者等と連携した解

体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに他の地方公共団体への協力要請を行うものとす

る。 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
 
県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（環境省意見） 
 
国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

207 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第37節 生活再建計画 

 

市は、被災者生活再建支援法(平成１０年法律第６６号)に基づき、被災者の生活再建が速やかに行われる

よう国及び県と良好な連絡体制を維持し、その円滑かつ的確な実施を図る。 
市は、被災者生活再生支援金の支給に係る被災者からの申請を迅速かつ的確に処理するため、体制の整

備等を図ることとする。 
（追加） 
 
 
県は、居住する自治体の被害規模が小さいため同法に基づく支援が受けられない被災者につ

いても、県独自制度で支援する。 
 

 

 

第37節 生活再建計画 

 

市は、被災者生活再建支援法(平成１０年法律第６６号)に基づき、被災者の生活再建が速やかに行われる

よう国及び県と良好な連絡体制を維持し、その円滑かつ的確な実施を図る。 
市は、被災者生活再生支援金の支給に係る被災者からの申請を迅速かつ的確に処理するため、体制の整

備等を図ることとする。 
また、県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明の交付に係る事務の市向け説明会を実施するとと

もに、その実施に当たっては、Ｗｅｂ会議システムを活用し、各市に映像配信を行うなど、より多くの市担

当者の参加が可能となるような工夫をするよう努めるものとする。 
県は、居住する自治体の被害規模が小さいため同法に基づく支援が受けられない被災者につい

ても、県独自制度で支援する。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
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209 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第38節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 
 
 
 
 
 

  
 
 
    
 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

第38節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 

震災害対策に係る県災害対策本部における災害応急対策の着手時期 

 

 

 

 

考慮すべき 

全期間を追加 
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210 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

考慮すべき 

全期間を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

215 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  被災者の生活再建等への支援 
 

第１項  被災者相談窓口の設置 

（略） 

第２項 罹災証明書の交付、被災者台帳の作成等 

 

１ 罹災証明書の交付 

(1) 市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施

するため、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し、

遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  被災者の生活再建等への支援 
 

第１項  被災者相談窓口の設置 

（略） 

第２項 罹災証明書の交付、被災者台帳の作成等 

 

１ 罹災証明書の交付 

(1) 市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、各種の支援措置を早期に実施

するため、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立し、

遅滞なく、住家等の被害の程度を調査し、被災者に罹災証明書を交付する。 

なお、市は、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、 

航空写真、被災者が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結 

果等を活用するなど、適切な手法により実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて修正 

（国基本計画

（R1.5版）にて

修正） 
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216 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  災害弔慰金、見舞金、罹災証明証等 

（略） 

１  災害弔慰金の支給 

（略） 

２  災害見舞金の支給 

（略） 

３  日本赤十字社による災害見舞品等 

（略） 

４  被災者生活再建支援金の支給 

県は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づき、被災者の生活再建が速やかに

行われるよう国及び市等と連絡体制を維持し、その円滑かつ的確な実施を図る。 

市は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づく支援金の支給について、被災者

からの申請を迅速かつ的確に処理するため、申請書等の確認及び県への送付に関する業務の実施体制

の整備等を図ることとする。 

（追加） 

 

 

さらに、居住する自治体の被害規模が小さいため同法に基づく支援が受けられない被災

者についても、県独自制度で支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３項  災害弔慰金、見舞金、罹災証明証等 

（略） 

１  災害弔慰金の支給 

（略） 

２  災害見舞金の支給 

（略） 

３  日本赤十字社による災害見舞品等 

（略） 

４  被災者生活再建支援金の支給 

県は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づき、被災者の生活再建が速やかに

行われるよう国及び市等と連絡体制を維持し、その円滑かつ的確な実施を図る。 

市は、被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）に基づく支援金の支給について、被災者

からの申請を迅速かつ的確に処理するため、申請書等の確認及び県への送付に関する業務の実施体制

の整備等を図ることとする。 

また、県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明の交付に係る事務の市町向け説明会を実施

するとともに、その実施に当たっては、Ｗｅｂ会議システムを活用し、各市町に映像配信を行うなど、

より多くの市町担当者の参加が可能おなるような工夫をするよう努めるものとする。 

さらに、居住する自治体の被害規模が小さいため同法に基づく支援が受けられない被災

者についても、県独自制度で支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国基本計画

(R2.5版)に 
て修正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

218 

 

 

 

３  市税 

（1） 市税の期限の延長（地方税法第２０条の５の２、嬉野市税条例第１８条の２） 

申告、申請、納付、納入等の期限延長 

（2） 市税の徴収猶予（地方税法第１５条） 

（3） 市税の減免 

ア  市民税（地方税法第３２３条、嬉野市税条例第５１条） 

イ  固定資産税（地方税法第３６７条、嬉野市税条例第７１条） 

ウ  軽自動車税（地方税法第４５４条、嬉野市税条例第８９条） 

エ  特別土地保有税（地方税法第６０５条の２、嬉野市税条例第１３９条の３） 

オ  国民健康保険税（地方税法第７１７条、嬉野市国民健康保険税条例第１３条） 

※特別徴収義務者に係るものを除く。 

 

 

 

 

 

３  市税 

（1） 市税の期限の延長（地方税法第２０条の５の２、嬉野市税条例第１８条の２） 

申告、申請、納付、納入等の期限延長 

（2） 市税の徴収猶予（地方税法第１５条） 

（3） 市税の減免 

ア  市民税（地方税法第３２３条、嬉野市税条例第５１条） 

イ  固定資産税（地方税法第３６７条、嬉野市税条例第７１条） 

ウ  （削除） 

ウ  特別土地保有税（地方税法第６０５条の２、嬉野市税条例第１３９条の３） 

エ  国民健康保険税（地方税法第７１７条、嬉野市国民健康保険税条例第２６条） 

※特別徴収義務者に係るものを除く。 

 

 

 

 

 

 

記載事項誤り。

軽自動車税に

災害減免がな

いため削除 

 

条例の号数誤

り 

 

採番の修正 
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225 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 津波災害対策  

（略） 
第１節 災害予防対策計画 
第１項 津波に強い県土の形成 

（略） 

第２項 津波避難計画等の策定 沿岸市町 

（略） 

第３項 避難収容活動 沿岸市町、防災関係機関 

１ 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成等 

（略） 

２ 避難場所及び避難所 

（略） 

(1) 指定緊急避難場所 

（略） 

(2) 指定避難所 

（略） 

(3) 指定避難所等一覧表（津波被害） 

 

≪塩田町≫ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

種類 公 共 施 設 名 行 政 区 収 容 人 員 管 理 者 
指・緊 嬉野市塩田保健センター 塩田 １００ 市 長 
指・緊 嬉野市中央公民館 塩田 ６００ 館 長 
指・緊 嬉野市ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ（楠風館） 五町田第４ ３７２ 市 長 
指・緊 五町田小学校 五町田第２ ２４９ 学校長 
指・緊 塩田中学校 原町 ５１３ 学校長 
指・緊 嬉野市社会文化会館 袋 ５００ 市 長 
指・緊 久間地区地域ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀ  ー 光武 ２６ 市 長 

緊 佐賀県立嬉野高等学校 
（塩田校舎） 

町分 ５０７ 学校長 

計 
指定避難所：７ｹ所【収容可能数2,350人】 
緊急指定避難場所：８ｹ所【収容可能数2,867人】  

津波想定地区（塩田町 真崎地区、福富地区、大牟田地区、三ヶ崎地区） 

第５章 津波災害対策  

（略） 
第１節 災害予防対策計画 
第１項 津波に強い県土の形成 

（略） 

第２項 津波避難計画等の策定 沿岸市町 

（略） 

第３項 避難収容活動 沿岸市町、防災関係機関 

１ 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成等 

（略） 

２ 避難場所及び避難所 

（略） 

(1) 指定緊急避難場所 

（略） 

(2) 指定避難所 

（略） 

(3) 指定避難所等一覧表（津波被害） 

 

≪塩田町≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 公 共 施 設 名 行 政 区 
収 容 人 員 

管 理 者 感染症対策 
有 無 

指・緊 嬉野市塩田保健センター 塩田 ２５ １００ 市 長 
指・緊 嬉野市中央公民館 塩田 １５０ ６００ 館 長 

指・緊 嬉野市ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀ  ー
（楠風館） 五町田第４ ９３ ３７２ 市 長 

指・緊 五町田小学校 五町田第２ ６２ ２４９ 学校長 
指・緊 塩田中学校 原町 １２８ ５１３ 学校長 
指・緊 嬉野市社会文化会館 袋 １２５ ５００ 市 長 
指・緊 久間地区地域ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀ  ー 光武 ６ ２６ 市 長 

緊 佐賀県立嬉野高等学校 
（塩田校舎） 町分 １２６ ５０７ 学校長 

計 

区 分 感染症対策 
有 無 

指 定 避 難 所 ７ｹ所 収容可能数 589人 収容可能数 2,350人 
緊急指定避難場所 ８ｹ所 収容可能数 715人 収容可能数 2,867人 
津波想定地区（塩田町） 真崎地区、福富地区、大牟田地区、三ヶ崎地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロナ対策を考

慮した収容可能

人員の併記 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○感染症対策有：１人当たり占有面積を８㎡で計算（通路を考慮） 
○感染症対策無：１人当たり占有面積を２㎡で計算（通路なし） 
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231 

～ 

232 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 緊急地震速報（警報） 

 

     大地震発生時において、気象庁が発表する緊急地震速報（警報）、大津波警報・津波警報津波注意報、地

震及び津波に関する情報の種類、内容等は次のとおりである。 

 

ア 緊急地震速報（警報） 

気象庁は、地震動により重大な災害が起こるおそれのある場合は、強い揺れが予想される地域に対し、

緊急地震速報（警報）を発表する。また、これを報道機関等の協力を求めて住民等へ周知する。 

（注） 緊急地震速報（警報）は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析するこ 

とにより、地震の強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報である。ただ 

し、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない場合がある。 
 

ウ 地震及び津波に関する情報 

  

情報の種類 解説 

 

 

 

 

地震情報 

 

 

緊急地震速報 

（警報） 

最大震度５弱以上と予想した地震の際に、震度４以上が予想される地域名

を発表。なお、震度6弱以上の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、

地震動特別警報に位置づける。 

震度速報 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名と地震による揺れの

発現時刻を発表。 

震源に関する情報 地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を発表するもの。

「津波の心配ない」または「若干の海面変動があるかもしれないが被害の

心配はない」旨を付加。 

震源・震度に関する

情報 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度３以上の地

域名と市町村名を発表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない地点がある場合

は、その市町村名を発表。 

各地の震度に関す

る情報 

震度１以上を観測した地点のほか、地震の発生場所（震源）やその規模（マ

グニチュード）を発表。震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その地点名を発表。 

その他の情報 顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発した場合の震度１以

上を観測した地震回数情報等を発表。 

推計震度分布図 観測した各地の震度データをもとに、１km四方ごとに推計した震度（震度

４以上）を図情報として発表。 

 

 

津波情報 

 

津波到達予想時

刻・予想される津波

の高さに関する情

報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻(※)や予想される津波の高さ（発表内

容は津波警報等の発表基準と津波の高さ予想の区分に記載）を発表。 

※ この情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区でもっとも早く

津波が到達する時刻であり、場所によっては、この時刻よりも１時間以上

遅れて津波が襲ってくることもある。 

各地の満潮時・津波

到達予想時刻に関

する情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表。 

 

津波観測に関する

情報（*1） 

沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表。 

 

第１ 大津波警報・津波警報・津波注意報、津波に関する情報の種類、内容等 

 

     大地震発生時において、気象庁が発表する大津波警報・津波警報津波注意報及び津波に関する情報の種類、

内容等は次のとおりである。 

 

ア （削除）  

 

 

 

 

 

 

     ウ （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波に関する 
内容を表現 
 

 

 

表現を県計画に

整合 
 

 

 

 

 

表現を県計画に

整合 
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～ 

232 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沖合の津波観測に

関する情報（*2） 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推定される沿岸

での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表。 

 
 
   １ （追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

１ 大津波警報・津波警報・津波注意報 

      気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を即時に推定し、これらをもとに沿岸で予想される津波の 

高さを求め、津波による災害の発生が予想される場合には、地震が発生してから約３分を目標に大津波警報、 

津波警報または津波注意報（以下これらを「津波警報等」という。）を発表する。なお、大津波警報について 

は、津波特別警報に位置づけられる。 

      津波警報とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数値で発表する。ただし、地震の規模 

がマグニチュード８を超えるような巨大地震に対しては、精度のよい地震の規模をすぐに求めることができな 

いため、津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに津波警報等を発表する。そ 

の場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉 

を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で発表した場合 

には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の 

高さも数値で発表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現を県計画に

整合 
 

 

 

233 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

２ 津波情報の種類とその内容 

津波情報の種類 内容 

 津波到達予想時刻・予想される津

波の高さに関する情報 

 各津波予報区の津波の到達予想時刻（※）や予想される津

波の高さ（発表内容は津波警報等の発表基準と津波の高さ予

想の区分に記載）を発表。 

※ この情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区で

もっとも早く津波が到達する時刻であり、場所によっては、

この時期よりも１時間以上遅れて津波が襲ってくることも

ある。 

 各地の満潮時刻・津波到達予想時

刻に関する情報 

 主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻を発表。 

 津波観測に関する情報（*1）  沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表。 

 沖合の津波観測に関する情報（*2）  沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から

推定される沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単

位で発表。 

 

 

 

 

 

表現を県計画に

整合 
 

 



嬉野市地域防災計画（第４編 原子力災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

100 
 

100

頁 
修正前 修正後 備考 

244 

 

 

 

第３節 原子力発電所からの距離 
    

第１項 原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲 
    

１ 予防的防護措置を準備する区域(Precautionary Action Zone。以下、「ＰＡＺ」という。) 
        ＰＡＺは、急速に進展する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し又は最小

化するため、（追加）即時避難を実施する等、通常の運転及び停止中の放射性物質の放出量とは異な

る水準で放射性物質が放出される前の段階から予防的に防護措置を準備する区域であり、玄海原子力

発電所２、３号機及び４号機においては、その範囲から（追加）半径５ｋｍの円内を含む地域とし、

県内では玄海町の一部、唐津市の一部である。 
    

２ 緊急防護措置を準備する区域（Urgent Protective action planning Zone。以下、「ＵＰＺ」という。） 
     ＵＰＺは、確率的影響のリスクを低減するため、避難等の緊急時防護措置を準備する区域であり、

玄海原子力発電所２、３号機及び４号機においては、その範囲を（追加）半径３０ｋｍの円内を含む

地域とし、県内では、ＰＡＺを除く玄海町、唐津市と伊万里市の全域である。 
 
 

第３節 原子力発電所からの距離 
    

第１項 原子力災害対策を重点的に実施すべき地域の範囲 
    

１ 予防的防護措置を準備する区域(Precautionary Action Zone。以下、「ＰＡＺ」という。) 
        ＰＡＺは、急速に進展する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し又は最小

化するため、ＥＡＬに応じて、即時避難を実施する等、通常の運転及び停止中の放射性物質の放出量

とは異なる水準で放射性物質が放出される前の段階から予防的に防護措置を準備する区域であり、玄

海原子力発電所２、３号機及び４号機においては、その範囲からおおむね半径５ｋｍの円内を含む地

域とし、県内では玄海町の一部、唐津市の一部である。 
    

２ 緊急防護措置を準備する区域（Urgent Protective action planning Zone。以下、「ＵＰＺ」という。） 

     ＵＰＺは、確率的影響のリスクを低減するため、ＥＡＬ、ＯＩＬに基づき緊急防護措置を準備する

区域であり、玄海原子力発電所２、３号機及び４号機においては、その範囲を発電所からおおむね半

径３０ｋｍの円内を含む地域とし、県内では、ＰＡＺを除く玄海町、唐津市と伊万里市の全域である。 
 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(原子力災害対

策指針との整合

のため) 
 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(原子力災害対

策指針との整合

のため) 
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避難等に関するＯＩＬ 

 基準の 

種類 

基準の概要 初期設定値 

※1 

防護措置の概要 

緊 

急 

防 

護 

措 

置 

OIL1 地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止す

るため、住民等を数時間内に避難

や屋内退避等させるための基準 

500μSv/h 

（地上1mで計測した場

合の空間放射線量率） 

※2 

数時間を目途に区域

を特定し、避難等を実

施。（移動が困難なも

のの一時屋内退避を

含む） 

OIL4 不注意な経口摂取、皮膚汚染から

の外部被ばくを防止するため、除

染を講じるための基準 

β線：40,000cpm  

(皮膚から数cmでの検

出器の計数率）※3 

避難又は一時移転の

基準に基づいて避難

した避難者に避難退

避時検査を実施して、

基準を超える際は迅

速に簡易除染を実施。 

β線：13,000cpm ※4 

【１ヶ月後の値】 

（皮膚から数cmでの検

出器の計数率） 

早 

期 

防 

護 

措 

置 

OIL2 地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止す

るため、地域生産物の摂取を制限

するとともに、住民等を１週間程

度内に一時移転させるための基

準 ※5 

20μSv/h 

（地上1mで計測した場

合の空間放射線量率） 

※2 

1日内を目途に区域

を特定し、地域生産物

の摂取を制限すると

ともに、１週間程度内

に一時移転を実施。 

※5 

 
 

避難等に関するＯＩＬ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 基準の 

種類 

基準の概要 初期設定値 

※1 

防護措置の概要 

緊 

急 

防 

護 

措 

置 

OIL1 地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止す

るため、住民等を数時間内に避難

や屋内退避等させるための基準 

500μSv/h 

（地上1mで計測した場

合の空間放射線量率） 

※2 

数時間を目途に区域

を特定し、避難等を実

施。（移動が困難な者

の一時屋内退避を含

む） 

OIL4 不注意な経口摂取、皮膚汚染から

の外部被ばくを防止するため、除

染を講ずるための基準 

β線：40,000cpm  

(皮膚から数cmでの検

出器の計数率）※3 

避難又は一時移転の

基準に基づいて避難

した避難者に避難退

避時検査を実施して、

基準を超える際は迅

速に簡易除染を実施。 

β線：13,000cpm ※4 

【１か月後の値】 

（皮膚から数cmでの検

出器の計数率） 

早 

期 

防 

護 

措 

置 

OIL2 地表面からの放射線、再浮遊した

放射性物質の吸入、不注意な経口

摂取による被ばく影響を防止す

るため、地域生産物の摂取を制限

するとともに、住民等を１週間程

度内に一時移転させるための基

準 ※5 

20μSv/h 

（地上1mで計測した場

合の空間放射線量率） 

※2 

1日内を目途に区域

を特定し、地域生産物

の摂取を制限すると

ともに、１週間程度内

に一時移転を実施。 

※5 
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県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(原子力災害対

策指針との整合

のため) 
 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第４編 原子力災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

101 
 

100

頁 
修正前 修正後 備考 

 

 

259 

 

 

 

 

 

(3) 広報内容及び要配慮者への配慮 

市は、市民等のニーズを十分把握し、原子力災害の状況（原子力事業所等の事故の状況、モニタ

リングの結果等）、農林畜水産物の放射性物質調査の結果及び出荷制限等の状況、安否情報、医療

機関などの情報、県等が講じている対策に関する情報、交通規制、避難経路、指定避難所等の住

民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を提供する。 

また、上記のほか、次の事項について情報提供活動を実施する。 

 

 

 

 
(3) 広報内容及び要配慮者への配慮 

市は、市民等のニーズを十分把握し、原子力災害の状況（原子力事業所等の事故の状況、モニタ

リングの結果等）、農林畜水産物の放射性核種濃度測定の結果及び出荷制限等の状況、安否情報、

医療機関などの情報、県等が講じている対策に関する情報、交通規制、避難経路、指定避難所等

の住民等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を提供する。 

また、上記のほか、次の事項について情報提供活動を実施する。 

 
 
 

 

 

国の防災基本

計画(R2.5

版)の修正を

受けて修正 
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    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害応急対策の実施に係るタイムスケジュール 
   
   原子力災害発生前から発生時、発生後の各段階において着手すべき県災害対策本部における業務を時系列的に示すと次のとお

りである。ただし、その災害の進展状況等により、柔軟に対応を変え る必要があることにも留意が必要である。 
また、県警察、玄海町、関係周辺市、消防機関、原子力事業者及びその他防災関係機関においても、災害応急対策の着手時 

期について検討するよう努めるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

原子力災害応急

対策のタイムス

ケジュール（県

計画）を追加 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第４編 原子力災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

102 
 

100

頁 
修正前 修正後 備考 

 

 

 

 

265 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害応

急対策のタイ

ムスケジュー

ル（県計画）

を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



嬉野市地域防災計画（第４編 原子力災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

103 
 

100

頁 
修正前 修正後 備考 

266 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （追加） 

 

 

 

 

原子力災害応

急対策のタイ

ムスケジュー

ル（県計画）

を追加 

 



嬉野市地域防災計画（第５編 その他の災害対策）の修正に係る新旧対照表 
 

104 
 

頁 修正前 修正後 備考 

5 

 

 

第５項  情報の収集・連絡手段の整備 

 

      １  情報収集機能の充実 

       (1) 情報収集施設・設備の充実 

            市は、情報収集のための施設・設備の充実に努める。 

(2) 情報収集体制の整備 

市は、事故発生現場での情報収集を迅速かつ的確に進めるため、あらかじめ職員の中から情報の

収集・連絡にあたる職員を指定し、必要に応じて火事災害時の情報分析のため、専門家等の意見を

活用する体制の整備を図る。 

    (3) 防災関係機関相互の連絡体制の整備 

            市は、各防災関係機関における連絡体制を整備するとともに、自ら入手した災害情報等について、

円滑に他の防災関係機関に提供できるよう期間相互の連絡体制の整備を図る。 

 

 
 

第５項  情報の収集・連絡手段の整備 

 

      １  情報収集機能の充実 

       (1) 情報収集施設・設備の充実 

            市は、情報収集のための施設・設備の充実に努める。 

(2) 情報収集体制の整備 

市は、事故発生現場での情報収集を迅速かつ的確に進めるため、あらかじめ職員の中から情報の

収集・連絡にあたる職員を指定し、必要に応じて火事災害時の情報分析のため、専門家等の意見を

活用する体制の整備を図る。 

    (3) 防災関係機関相互の連絡体制の整備 

            市は、各防災関係機関における連絡体制を整備するとともに、自ら入手した災害情報等について、

円滑に他の防災関係機関に提供できるよう機関相互の連絡体制の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

誤字修正 

 

 

 

7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第10項 市民等への情報提供体制の整備 

 

    市、県（追加）、放送事業者及び航空運送事業者は、市民や家族等へ正確な情報を提供す

るための体制を整備しておくものとする。 

 

１ 情報提供体制の整備 

市、県、放送事業者等は、市民等へ航空災害に関する正確な情報を適切に提供できる

ような体制の整備を図る。 

 

２ 被災者の家族等への対応体制の整備 

市は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応するため、窓口や情報伝達の手段等に

ついて計画しておくものとする。 

 

 

第10項 市民等への情報提供体制の整備 

 

    市、県及び放送事業者及び航空運送事業者は、市民や家族等へ正確な情報を提供するため

の体制を整備しておくものとする。 

 

１ 情報提供体制の整備 

市、県、放送事業者等は、市民等へ大規模火事災害に関する正確な情報を適切に提供

できるような体制の整備を図る。 

 

２ 被災者の家族等への対応体制の整備 

市は、被災者の家族等からの問い合わせ等に対応するため、窓口や情報伝達の手段等に

ついて計画しておくものとする。 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(国基本計 
画(R1.5版) 

にて修正) 
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２  災害情報の収集・連絡 
       (1) 災害情報の種類 
            （略） 

       (2) 災害情報の収集・連絡 
            （略） 
          ア  ヘリコプター等による緊急災害情報の収集 
              県は、早期に災害の概要を把握するため、ヘリコプター（県消防防災ヘリコプター、県警察ヘリコプ

ターのほか、必要に応じて自衛隊及び他県への応援要請）等による画像情報を含む緊急災害情報を収集

する。 
              また、職員を災害現場に派遣し災害の状況の把握に努めるとともに、派遣された職員は、その状況を

速やかに県（消防防災課「総括対策部」）へ報告するものとする。 
 

２  災害情報の収集・連絡 
       (1) 災害情報の種類 
            （略） 

       (2) 災害情報の収集・連絡 
            （略） 
          ア  ヘリコプター等による緊急災害情報の収集 
              県は、早期に災害の概要を把握するため、ヘリコプター（県消防防災ヘリコプター、県警察ヘリコプ

ターのほか、必要に応じて自衛隊及び他県への応援要請）等による画像情報を含む緊急災害情報を収集

する。 
              また、職員を災害現場に派遣し災害の状況の把握に努めるとともに、派遣された職員は、その状況を

速やかに県（消防防災課「総括対策部」）へ報告するものとする。 
           

 

 

 

 

 

県の地域防災

計画の修正を

受けて追加 

(県防災航空セ

ンターの整備に

伴う修正) 
 

 


